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〔
規

則
〕

〇
人
事
院
規
則
九
―
二
四
（
通
勤
手
当
）
の

一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

（
人
事
院
九

二
四

二
四
）

〇
人
事
院
規
則
九
―
五
五
（
特
地
勤
務
手
当

等
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

（
同
九

五
五

一
五
八
）

〇
国
家
公
安
委
員
会
行
政
文
書
管
理
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
規
則

（
国
家
公
安
委
一
八
）

〔
法
規
的
告
示
〕

〇
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る

被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第

二
条
第
十
五
号
の
規
定
に
基
づ
く
環
境
大

臣
及
び
農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
動
物
及

び
運
搬
に
係
る
要
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
農
林
水
産
・
環
境
五
）

〇
環
境
大
臣
が
所
掌
す
る
特
定
外
来
生
物
に

係
る
特
定
飼
養
等
施
設
の
基
準
の
細
目
等

を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
環
境
四
一
）

〇
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る

被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第

二
条
第
十
五
号
の
規
定
に
基
づ
く
環
境
大

臣
が
定
め
る
動
物
及
び
運
搬
に
係
る
要
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
四
二
）

〔
そ
の
他
告
示
〕

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件

（
総
務
三
二
三
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た

の
で
公
表
す
る
件
（
同
三
二
四
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
解
散
等
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表

す
る
件
（
同
三
二
五
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
資
金
管

理
団
体
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る

件
（
同
三
二
六
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
資
金
管

理
団
体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が

あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
（
同
三
二
七
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
資
金
管

理
団
体
の
指
定
の
取
消
及
び
資
金
管
理
団

体
で
な
く
な
っ
た
旨
の
届
出
が
あ
っ
た
の

で
公
表
す
る
件
（
同
三
二
八
）

〇
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
使
用
を
許
さ
れ
る
施

設
及
び
区
域
に
つ
い
て
、
共
同
使
用
及
び

追
加
提
供
が
決
定
さ
れ
た
件

（
防
衛
二
二
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
二
〇
六
〜
二
〇
八
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
八
三
〜
八
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
八
八
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
六
一
、
六
二
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

令
和
七
事
業
年
度
独
立
行
政
法
人
水
資
源

機
構
の
財
務
諸
表
、
独
立
行
政
法
人
日
本

高
速
道
路
保
有
・
債
務
返
済
機
構
車
両
制

限
令
第
三
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
道
路

の
指
定
関
係

地
方
公
共
団
体

解
散
命
令
、
教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
無

縁
墳
墓
等
改
葬
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

人
事
院
規
則
二
―
四
（
人
事
院
の
職
員
に
対

す
る
権
限
の
委
任
）
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
昭
和
三
十
八
年
人
事
院
公
示
第
五
号
の

一
部
改
正
に
関
し
、
決
定
し
た
件

（
人
事
院
公
示
二
六
）

東
北
地
方
整
備
局
公
示（
東
北
地
方
整
備
局
）

北
陸
地
方
整
備
局
公
示（
北
陸
地
方
整
備
局
）

中
部
地
方
整
備
局
公
示（
中
部
地
方
整
備
局
）

近
畿
地
方
整
備
局
公
示（
近
畿
地
方
整
備
局
）

中
国
地
方
整
備
局
公
示（
中
国
地
方
整
備
局
）

四
国
地
方
整
備
局
公
示（
四
国
地
方
整
備
局
）

九
州
地
方
整
備
局
公
示（
九
州
地
方
整
備
局
）

北
海
道
開
発
局
公
示
（
北
海
道
開
発
局
）

国
家
試
験

診
療
放
射
線
技
師
国
家
試
験
の
施
行

（
厚
生
労
働
省
）

臨
床
検
査
技
師
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

理
学
療
法
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

作
業
療
法
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

視
能
訓
練
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

あ
ん
摩
マ
ッ
サ
ー
ジ
指
圧
師
国
家
試
験
の
施

行
（
同
）

は
り
師
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

き
ゅ
う
師
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

臨
床
工
学
技
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

義
肢
装
具
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

柔
道
整
復
師
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

歯
科
衛
生
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

歯
科
技
工
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）

言
語
聴
覚
士
国
家
試
験
の
施
行
（
同
）





規

則

改

正

後

改

正

前

（
自
動
車
等
使
用
者
に
係
る
通
勤
手
当
の
額
）

（
自
動
車
等
使
用
者
の
支
給
額
）

第
八
条
の
二

（
略
）

第
八
条
の
二

（
略
）

（
新
幹
線
鉄
道
等
の
利
用
に
係
る
特
別
料
金
等
に
係
る
通
勤
手
当
の
額
の
算
出
の
基
準
）

（
新
幹
線
鉄
道
等
の
利
用
に
係
る
特
別
料
金
等
に
係
る
通
勤
手
当
の
額
の
算
出
の
基
準
）

第
十
二
条

（
略
）

第
十
二
条

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

３

第
八
条
（
第
一
項
第
三
号
を
除
く
。）の
規
定
は
、
給
与
法
第
十
二
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
特
別
料
金

等
相
当
額
（
第
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
「
特
別
料
金
等
相
当
額
」
と
い
う
。）の
算
出
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
第
一
項
中
「
普
通
交
通
機
関
等
の
」
と
あ
る
の
は
「
新
幹
線
鉄
道
等
の
」
と
、

同
項
第
一
号
及
び
第
二
号
中
「
普
通
交
通
機
関
等
」
と
あ
る
の
は
「
新
幹
線
鉄
道
等
」
と
、同
項
第
二
号
中「
運

賃
等
」
と
あ
る
の
は
「
特
別
料
金
等
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
普
通
交
通
機
関
等
」
と
あ
る
の
は
「
新
幹
線
鉄

道
等
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

３

第
八
条
（
第
一
項
第
三
号
を
除
く
。）の
規
定
は
、
給
与
法
第
十
二
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
特
別
料
金

等
相
当
額
（
第
十
九
条
第
四
項
に
お
い
て
「
特
別
料
金
等
相
当
額
」
と
い
う
。）の
算
出
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
第
一
項
中
「
普
通
交
通
機
関
等
の
」
と
あ
る
の
は
「
新
幹
線
鉄
道
等
の
」
と
、

同
項
第
一
号
及
び
第
二
号
中
「
普
通
交
通
機
関
等
」
と
あ
る
の
は
「
新
幹
線
鉄
道
等
」
と
、同
項
第
二
号
中「
運

賃
等
」
と
あ
る
の
は
「
特
別
料
金
等
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
普
通
交
通
機
関
等
」
と
あ
る
の
は
「
新
幹
線
鉄

道
等
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
支
給
日
等
）

（
支
給
日
等
）

第
十
九
条

給
与
法
第
十
二
条
第
七
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
通
勤
手
当
は
、
一
箇
月
当
た
り
の
運
賃
等
相
当

額
等
（
第
八
条
の
四
第
三
号
に
掲
げ
る
職
員
に
係
る
も
の
を
除
く
。）、
給
与
法
第
十
二
条
第
二
項
第
二
号
に
定

め
る
額
（
第
八
条
の
四
第
二
号
に
掲
げ
る
職
員
に
係
る
も
の
を
除
く
。）、
特
別
料
金
等
相
当
額
を
そ
の
支
給
単

位
期
間
の
月
数
で
除
し
て
得
た
額
（
新
幹
線
鉄
道
等
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
合
計
額
）
及
び

給
与
法
第
十
二
条
第
五
項
第
一
号
に
定
め
る
額
の
合
計
額
（
第
二
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
「
一
箇
月
当
た
り

の
通
勤
手
当
算
出
基
礎
額
」
と
い
う
。）が
十
五
万
円
を
超
え
る
と
き
に
お
け
る
通
勤
手
当
と
し
、
給
与
法
第
十

二
条
第
七
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
期
間
は
、
そ
の
者
の
当
該
通
勤
手
当
に
係
る
支
給
単
位
期
間
の
う
ち
最

も
長
い
支
給
単
位
期
間
と
す
る
。

第
十
九
条

通
勤
手
当
は
、
支
給
単
位
期
間
（
第
四
項
に
規
定
す
る
通
勤
手
当
に
係
る
も
の
を
除
く
。）又
は
同
項

に
定
め
る
期
間
（
以
下
こ
の
条
、
第
二
十
一
条
第
二
項
第
二
号
及
び
第
二
十
四
条
に
お
い
て
「
支
給
単
位
期
間

等
」
と
い
う
。）に
係
る
最
初
の
月
の
俸
給
の
支
給
定
日
（
そ
の
月
が
俸
給
の
月
額
の
半
額
ず
つ
を
月
二
回
に
支

給
す
る
月
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
先
の
俸
給
の
支
給
定
日
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て「
支
給
日
」と
い
う
。）

に
支
給
す
る
。
た
だ
し
、
支
給
日
ま
で
に
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
係
る
事
実
が
確
認
で
き
な
い
等
の
た

め
、
支
給
日
に
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
支
給
日
後
に
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

給
与
法
第
十
二
条
第
七
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
と

す
る
。

２

支
給
単
位
期
間
等
に
係
る
通
勤
手
当
の
支
給
日
前
に
お
い
て
離
職
（
職
員
が
離
職
の
日
又
は
そ
の
翌
日
（
当

該
翌
日
が
行
政
機
関
の
休
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す

る
行
政
機
関
の
休
日
に
当
た
る
と
き
は
、
当
該
翌
日
後
に
お
い
て
当
該
翌
日
に
最
も
近
い
行
政
機
関
の
休
日
で

な
い
日
を
含
む
。）に
新
た
に
俸
給
表
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
場
合
の
離
職
を
除
く
。以
下
同
じ
。）を
し
、

又
は
死
亡
し
た
職
員
に
は
、
当
該
通
勤
手
当
を
そ
の
際
支
給
す
る
。

一

職
員
に
新
た
に
給
与
法
第
十
二
条
第
一
項
の
職
員
た
る
要
件
が
具
備
さ
れ
る
に
至
つ
た
日
が
そ
の
日
の
属

す
る
月
の
俸
給
の
支
給
定
日
以
後
と
な
る
場
合

（
新
設
）

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報

人
事
院
は
、
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
九
十
五
号
）
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則
九

二
四
（
通
勤
手
当
）
の
一
部
改
正
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

人
事
院
総
裁

川
本

裕
子

人
事
院
規
則
九

二
四

二
四

人
事
院
規
則
九

二
四
（
通
勤
手
当
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
九

二
四
（
通
勤
手
当
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
（
以
下
「
傍
線
部
分
」
と
い
う
。）で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
あ
る
も
の
は
、
こ
れ
を
当
該
傍
線
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に

掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
な
い
も
の
は
、

こ
れ
を
削
る
。





二

職
員
に
通
勤
手
当
の
額
を
変
更
す
べ
き
事
実
が
生
ず
る
に
至
つ
た
日
が
そ
の
日
の
属
す
る
月
の
俸
給
の
支

給
定
日
以
後
と
な
る
場
合
（
次
条
第
二
項
第
二
号
又
は
第
三
号
ロ
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
し
て
支
給
額
を
改

定
す
る
場
合
を
除
く
。）

（
新
設
）

３

給
与
法
第
十
二
条
第
七
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
日
は
、
俸
給
の
支
給
定
日
（
そ
の
日
の
属
す
る
月
が
俸

給
の
月
額
の
半
額
ず
つ
を
月
二
回
に
支
給
す
る
月
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
先
の
俸
給
の
支
給
定
日
）
と
す

る
。

３

職
員
が
そ
の
所
属
す
る
俸
給
の
支
給
義
務
者
を
異
に
し
て
異
動
し
た
場
合
で
あ
つ
て
、
そ
の
異
動
し
た
日
が

支
給
単
位
期
間
等
に
係
る
最
初
の
月
で
あ
る
と
き
に
お
け
る
当
該
支
給
単
位
期
間
等
に
係
る
通
勤
手
当
は
、
そ

の
月
の
初
日
に
職
員
が
所
属
す
る
俸
給
の
支
給
義
務
者
に
お
い
て
支
給
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
職
員
の

異
動
が
当
該
通
勤
手
当
の
支
給
日
前
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
際
支
給
す
る
も
の
と
す
る
。

４

給
与
法
第
十
二
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
り
通
勤
手
当
を
支
給
す
る
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
支
給
日
」

と
い
う
。）ま
で
に
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
係
る
事
実
が
確
認
で
き
な
い
等
の
た
め
、
通
勤
手
当
を
当
該

通
勤
手
当
の
支
給
日
に
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
当
該
支
給
日
後
に
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
も

の
と
す
る
。

４

給
与
法
第
十
二
条
第
七
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
通
勤
手
当
は
、一
箇
月
当
た
り
の
運
賃
等
相
当
額
等（
第

八
条
の
四
第
三
号
に
掲
げ
る
職
員
に
係
る
も
の
を
除
く
。）、給
与
法
第
十
二
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
額（
第

八
条
の
四
第
二
号
に
掲
げ
る
職
員
に
係
る
も
の
を
除
く
。）、
特
別
料
金
等
相
当
額
を
そ
の
支
給
単
位
期
間
の
月

数
で
除
し
て
得
た
額
（
新
幹
線
鉄
道
等
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
合
計
額
）
及
び
給
与
法
第
十

二
条
第
五
項
第
一
号
に
定
め
る
額
の
合
計
額
（
第
二
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
「
一
箇
月
当
た
り
の
通
勤
手
当

算
出
基
礎
額
」
と
い
う
。）が
十
五
万
円
を
超
え
る
と
き
に
お
け
る
通
勤
手
当
と
し
、
給
与
法
第
十
二
条
第
七
項

の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
期
間
は
、
そ
の
者
の
当
該
通
勤
手
当
に
係
る
支
給
単
位
期
間
の
う
ち
最
も
長
い
支
給

単
位
期
間
と
す
る
。

５

支
給
単
位
期
間
（
第
一
項
に
規
定
す
る
通
勤
手
当
に
係
る
も
の
を
除
く
。）又
は
同
項
に
定
め
る
期
間
（
以
下

「
支
給
単
位
期
間
等
」
と
い
う
。）に
係
る
通
勤
手
当
の
支
給
日
前
に
お
い
て
離
職
（
職
員
が
離
職
の
日
又
は
そ

の
翌
日
（
当
該
翌
日
が
行
政
機
関
の
休
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
一
条
第
一

項
に
規
定
す
る
行
政
機
関
の
休
日
に
当
た
る
と
き
は
、
当
該
翌
日
後
に
お
い
て
当
該
翌
日
に
最
も
近
い
行
政
機

関
の
休
日
で
な
い
日
を
含
む
。）に
新
た
に
俸
給
表
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
場
合
の
離
職
を
除
く
。
以
下

同
じ
。）を
し
、
又
は
死
亡
し
た
職
員
に
は
、
当
該
通
勤
手
当
を
そ
の
際
支
給
す
る
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

６

職
員
が
そ
の
所
属
す
る
俸
給
の
支
給
義
務
者
を
異
に
し
て
異
動
し
た
場
合
で
あ
つ
て
、
そ
の
異
動
し
た
日
が

支
給
単
位
期
間
等
に
係
る
最
初
の
月
（
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
月

又
は
そ
の
翌
月
）
で
あ
る
と
き
に
お
け
る
当
該
支
給
単
位
期
間
等
に
係
る
通
勤
手
当
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

支
給
単
位
期
間
等
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
俸
給
の
支
給
義
務
者
に
お
い
て
支
給
す
る
も
の
と
す

る
。

（
新
設
）

一

職
員
に
新
た
に
給
与
法
第
十
二
条
第
一
項
の
職
員
た
る
要
件
が
具
備
さ
れ
る
に
至
つ
た
こ
と
に
よ
り
支
給

が
開
始
さ
れ
、
又
は
次
条
第
二
項
第
一
号
若
し
く
は
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
し
て
支
給
額
が
改
定

さ
れ
た
通
勤
手
当
に
係
る
支
給
単
位
期
間
等

当
該
開
始
又
は
改
定
に
係
る
事
実
の
生
じ
た
日
に
お
い
て
職

員
が
所
属
す
る
俸
給
の
支
給
義
務
者

二

前
号
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
支
給
単
位
期
間
等

当
該
支
給
単
位
期
間
等
に
係
る
最
初
の
月
の
初
日
に
職

員
が
所
属
す
る
俸
給
の
支
給
義
務
者

７

前
項
の
規
定
に
よ
り
職
員
が
異
動
前
に
所
属
し
て
い
た
俸
給
の
支
給
義
務
者
が
通
勤
手
当
を
支
給
す
る
場
合

で
あ
つ
て
、
当
該
異
動
が
当
該
通
勤
手
当
の
支
給
日
前
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
通
勤
手
当
を
そ
の
際
支
給
す
る

も
の
と
す
る
。

（
新
設
）
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（
支
給
の
始
期
及
び
終
期
等
）

（
支
給
の
始
期
及
び
終
期
）

第
二
十
条

通
勤
手
当
の
支
給
は
、
職
員
に
新
た
に
給
与
法
第
十
二
条
第
一
項
の
職
員
た
る
要
件
が
具
備
さ
れ
る

に
至
つ
た
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
日
の
属
す
る
月
か
ら
開
始
し
、
通
勤
手
当
を
支
給
さ
れ
て
い
る
職
員
が
離
職

し
、
又
は
死
亡
し
た
場
合
に
お
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
者
が
離
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
、
通
勤
手
当
を
支
給

さ
れ
て
い
る
職
員
が
同
項
の
職
員
た
る
要
件
を
欠
く
に
至
つ
た
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
事
実
の
生
じ
た
日
の
属

す
る
月
（
こ
れ
ら
の
日
が
月
の
初
日
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の
属
す
る
月
の
前
月
）
を
も
つ
て
終
わ
る
。
た

だ
し
、
通
勤
手
当
の
支
給
の
開
始
に
つ
い
て
は
、
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
、
こ
れ
に
係
る
事
実
の
生
じ

た
日
か
ら
十
五
日
を
経
過
し
た
後
に
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
届
出
を
受
理
し
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
行
う
も
の

と
す
る
。

第
二
十
条

通
勤
手
当
の
支
給
は
、
職
員
に
新
た
に
給
与
法
第
十
二
条
第
一
項
の
職
員
た
る
要
件
が
具
備
さ
れ
る

に
至
つ
た
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
（
そ
の
日
が
月
の
初
日
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の

属
す
る
月
）
か
ら
開
始
し
、
通
勤
手
当
を
支
給
さ
れ
て
い
る
職
員
が
離
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
場
合
に
お
い
て

は
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
者
が
離
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
、
通
勤
手
当
を
支
給
さ
れ
て
い
る
職
員
が
同
項
の
職
員
た

る
要
件
を
欠
く
に
至
つ
た
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
事
実
の
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
（
こ
れ
ら
の
日
が
月
の
初
日

で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の
属
す
る
月
の
前
月
）
を
も
つ
て
終
わ
る
。
た
だ
し
、
通
勤
手
当
の
支
給
の
開
始
に

つ
い
て
は
、
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
、
こ
れ
に
係
る
事
実
の
生
じ
た
日
か
ら
十
五
日
を
経
過
し
た
後
に

さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
届
出
を
受
理
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
（
そ
の
日
が
月
の
初
日
で
あ
る
と
き
は
、
そ

の
日
の
属
す
る
月
）
か
ら
行
う
も
の
と
す
る
。

２

通
勤
手
当
は
、
こ
れ
を
受
け
て
い
る
職
員
に
そ
の
額
を
変
更
す
べ
き
事
実
が
生
ず
る
に
至
つ
た
場
合
に
お
い

て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
月
か
ら
支
給
額
を
改
定
す
る
。

２

通
勤
手
当
は
、
こ
れ
を
受
け
て
い
る
職
員
に
そ
の
額
を
変
更
す
べ
き
事
実
が
生
ず
る
に
至
つ
た
場
合
に
お
い

て
は
、
そ
の
事
実
の
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
（
そ
の
日
が
月
の
初
日
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の
属
す

る
月
）
か
ら
支
給
額
を
改
定
す
る
。
前
項
た
だ
し
書
の
規
定
は
、
通
勤
手
当
の
額
を
増
額
し
て
改
定
す
る
場
合

に
お
け
る
支
給
額
の
改
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

一

通
勤
手
当
の
額
を
増
額
し
て
改
定
す
る
場
合
（
第
三
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。）
通
勤
手
当
を
受
け
て

い
る
職
員
に
そ
の
額
を
変
更
す
べ
き
事
実
の
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
（
当
該
改
定
に
係
る
第
三
条
の
規
定
に

よ
る
届
出
が
、
当
該
事
実
の
生
じ
た
日
か
ら
十
五
日
を
経
過
し
た
後
に
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
届
出
を
受
理

し
た
日
の
属
す
る
月
）

（
新
設
）

二

通
勤
手
当
の
額
を
減
額
し
て
改
定
す
る
場
合
又
は
改
定
前
の
通
勤
手
当
の
額
と
改
定
後
の
通
勤
手
当
の
額

が
同
額
で
あ
る
場
合
（
次
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。）
通
勤
手
当
を
受
け
て
い
る
職
員
に
そ
の
額
を
変
更

す
べ
き
事
実
の
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
（
そ
の
日
が
月
の
初
日
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の
属
す
る

月
）

（
新
設
）

三

月
の
初
日
か
ら
末
日
ま
で
の
期
間
に
職
員
に
通
勤
手
当
の
額
を
変
更
す
べ
き
事
実
の
生
じ
た
日
が
二
以
上

あ
る
場
合

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
月

（
新
設
）

イ

通
勤
手
当
の
額
を
増
額
し
て
改
定
す
る
場
合
に
相
当
す
る
も
の
と
し
て
人
事
院
が
定
め
る
場
合

人
事

院
の
定
め
る
月

ロ

イ
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

こ
れ
ら
の
事
実
の
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月

３

前
項
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
同
号
イ
に
定
め
る
月
の
支
給
額
は
、
人
事
院
が
定
め
る
。

（
新
設
）

（
返
納
の
事
由
及
び
額
等
）

（
返
納
の
事
由
及
び
額
等
）

第
二
十
一
条

給
与
法
第
十
二
条
第
八
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
事
由
は
、
通
勤
手
当
（
一
箇
月
の
支
給
単
位

期
間
に
係
る
通
勤
手
当
に
あ
つ
て
は
、
返
納
さ
せ
る
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
が
適
当
で
な
い
場
合
と
し
て

人
事
院
が
定
め
る
場
合
に
係
る
も
の
を
除
く
。）を
支
給
さ
れ
る
職
員
に
つ
い
て
生
じ
た
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か

に
掲
げ
る
事
由
と
す
る
。

第
二
十
一
条

給
与
法
第
十
二
条
第
八
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
事
由
は
、
通
勤
手
当
（
一
箇
月
の
支
給
単
位

期
間
に
係
る
も
の
を
除
く
。）を
支
給
さ
れ
る
職
員
に
つ
い
て
生
じ
た
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
事
由
と

す
る
。

一
〜
四

（
略
）

一
〜
四

（
略
）

２

給
与
法
第
十
二
条
第
八
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当

該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

２

給
与
法
第
十
二
条
第
八
項
の
人
事
院
規
則
で
定
め
る
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当

該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

一

一
箇
月
当
た
り
の
通
勤
手
当
算
出
基
礎
額
が
十
五
万
円
以
下
で
あ
つ
た
場
合

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分

に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

一

一
箇
月
当
た
り
の
通
勤
手
当
算
出
基
礎
額
が
十
五
万
円
以
下
で
あ
つ
た
場
合

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分

に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

イ

ロ
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

イ

ロ
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
当
該
事
由

に
係
る
普
通
交
通
機
関
等
又
は
新
幹
線
鉄
道
等
（
同
号
の
改
定
後
に
一
箇
月
当
た
り
の
通
勤
手
当
算
出
基

礎
額
が
十
五
万
円
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
そ
の
者
の
利
用
す
る
全
て
の
普
通
交
通
機
関
等
及
び
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に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
当
該
事

由
に
係
る
普
通
交
通
機
関
等
又
は
新
幹
線
鉄
道
等
（
同
号
の
改
定
後
に
一
箇
月
当
た
り
の
通
勤
手
当
算

出
基
礎
額
が
十
五
万
円
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
そ
の
者
の
利
用
す
る
全
て
の
普
通
交
通
機
関

等
及
び
新
幹
線
鉄
道
等
）、
同
項
第
一
号
、
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
あ

つ
て
は
そ
の
者
の
利
用
す
る
全
て
の
普
通
交
通
機
関
等
及
び
新
幹
線
鉄
道
等
に
つ
き
、
使
用
さ
れ
る
べ

き
通
用
期
間
の
定
期
券
の
運
賃
等
及
び
特
別
料
金
等
の
払
戻
し
を
、
人
事
院
の
定
め
る
月
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
事
由
発
生
月
」
と
い
う
。）の
末
日
に
し
た
も
の
と
し
て
得
ら
れ
る
額
（
次
号
に
お
い
て

「
払
戻
金
相
当
額
」
と
い
う
。）

（
新
設
）

新
幹
線
鉄
道
等
）、
同
項
第
一
号
、
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
そ

の
者
の
利
用
す
る
全
て
の
普
通
交
通
機
関
等
及
び
新
幹
線
鉄
道
等
に
つ
き
、
使
用
さ
れ
る
べ
き
通
用
期
間

の
定
期
券
の
運
賃
等
及
び
特
別
料
金
等
の
払
戻
し
を
、
人
事
院
の
定
め
る
月（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て「
事

由
発
生
月
」
と
い
う
。）の
末
日
に
し
た
も
の
と
し
て
得
ら
れ
る
額
（
次
号
に
お
い
て
「
払
戻
金
相
当
額
」

と
い
う
。）

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
由
が
生
じ
、
前
条
第
二
項
第
一
号
又
は
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当

し
た
場
合
で
あ
つ
て
、
当
該
事
由
が
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
が
前
項
第
二
号
の
改
定
前
の
通
勤
手
当
の

額
に
係
る
支
給
単
位
期
間
に
係
る
最
初
の
月
で
あ
る
と
き

既
に
支
給
さ
れ
た
通
勤
手
当
の
う
ち
、
同

号
の
改
定
前
の
当
該
事
由
に
係
る
普
通
交
通
機
関
等
、
新
幹
線
鉄
道
等
、自
動
車
等
又
は
駐
車
場
等（
同

号
の
改
定
後
に
一
箇
月
当
た
り
の
通
勤
手
当
算
出
基
礎
額
が
十
五
万
円
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き

は
、
そ
の
者
の
利
用
す
る
全
て
の
普
通
交
通
機
関
等
、
新
幹
線
鉄
道
等
、
自
動
車
等
及
び
駐
車
場
等
）

に
係
る
通
勤
手
当
の
額

（
新
設
）

ロ

（
略
）

ロ

（
略
）

二

（
略
）

二

（
略
）

３

給
与
法
第
十
二
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
職
員
に
前
項
に
定
め
る
額
を
返
納
さ
せ
る
場
合
に
お
い
て
、
返
納

に
係
る
通
勤
手
当
の
俸
給
の
支
給
義
務
者
と
事
由
発
生
月
（
前
項
第
一
号
イ

に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場

合
に
あ
つ
て
は
、
人
事
院
の
定
め
る
月
）
の
翌
月
以
降
に
支
給
さ
れ
る
給
与
の
俸
給
の
支
給
義
務
者
が
同
一
で

あ
る
と
き
は
、
人
事
院
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
給
与
か
ら
当
該
額
を
差
し
引
く
こ
と
が
で
き
る
。

３

給
与
法
第
十
二
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
職
員
に
前
項
に
定
め
る
額
を
返
納
さ
せ
る
場
合
に
お
い
て
、
返
納

に
係
る
通
勤
手
当
の
俸
給
の
支
給
義
務
者
と
事
由
発
生
月
の
翌
月
以
降
に
支
給
さ
れ
る
給
与
の
俸
給
の
支
給
義

務
者
が
同
一
で
あ
る
と
き
は
、
人
事
院
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
給
与
か
ら
当
該
額
を
差
し
引
く
こ
と
が

で
き
る
。

（
支
給
単
位
期
間
）

（
支
給
単
位
期
間
）

第
二
十
二
条

（
略
）

第
二
十
二
条

（
略
）

第
二
十
三
条

（
略
）

第
二
十
三
条

（
略
）

２

月
の
中
途
に
お
い
て
派
遣
等
と
な
つ
た
場
合
又
は
出
張
、
休
暇
、
欠
勤
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
月
の
初
日
か

ら
末
日
ま
で
の
期
間
の
全
日
数
に
わ
た
つ
て
通
勤
し
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
は
、
支
給
単
位
期
間
は
、
そ

の
後
復
職
し
、
若
し
く
は
職
務
に
復
帰
し
た
日
の
属
す
る
月
又
は
再
び
通
勤
す
る
こ
と
と
な
つ
た
日
の
属
す
る

月
か
ら
開
始
す
る
。

２

月
の
中
途
に
お
い
て
派
遣
等
と
な
つ
た
場
合
（
次
項
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当
し
て
い
る
と
き
を
除
く
。）に

は
、
支
給
単
位
期
間
は
、
そ
の
後
復
職
し
、
又
は
職
務
に
復
帰
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
（
そ
の
日
が
月
の

初
日
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
日
の
属
す
る
月
）
か
ら
開
始
す
る
。

（
削
る
）

３

出
張
、
休
暇
、
欠
勤
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
、
月
の
初
日
か
ら
末
日
ま
で
の
期
間
の
全
日
数
に
わ
た
つ
て
通

勤
し
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
（
前
項
に
規
定
す
る
と
き
か
ら
復
職
等
を
し
な
い
で
引
き
続
き
当
該
期
間
の
全

日
数
に
わ
た
つ
て
通
勤
し
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
を
除
く
。）に
は
、
支
給
単
位
期
間
は
、
そ
の
後
再
び
通
勤

す
る
こ
と
と
な
つ
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
開
始
す
る
。

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



改

正

後

改

正

前

別
表
第
一
（
第
一
条

第
四
条
関
係
）

別
表
第
一
（
第
一
条

第
四
条
関
係
）

一

一
年
を
通
じ
て
特
地
勤
務
手
当
が
支
給
さ
れ
る
特
地
官
署

一

一
年
を
通
じ
て
特
地
勤
務
手
当
が
支
給
さ
れ
る
特
地
官
署

都
道
府
県

所
在
地

官

署

級
別
区
分
（
冬
期
以

外
の
期
間
）

級
別
区
分
（
冬
期
）

都
道
府
県

所
在
地

官

署

級
別
区
分
（
冬
期
以

外
の
期
間
）

級
別
区
分
（
冬
期
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

熊
本
県

八
代
市
泉
町
椎
原
一

の
二

熊
本
南
部
森
林
管
理

署
五
家
荘
森
林
事
務

所

二
級
地

二
級
地

熊
本
県

八
代
市
泉
町
椎
原
一

の
二

熊
本
南
部
森
林
管
理

署
五
家
荘
森
林
事
務

所

二
級
地

二
級
地

阿
蘇
郡
産
山
村
大
字

山
鹿
二
〇
八
四
の
五

北
部
九
州
土
地
改
良

調
査
管
理
事
務
所
大

野
川
支
所

（
新
設
）

（
新
設
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

備
考

（
略
）

備
考

（
略
）

二

（
略
）

二

（
略
）

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
規
則
九

五
五
別
表
第
一
の
一
の
表
熊
本
県
の
項
の
規
定
は
、
令
和
八
年
四
月
八
日
か
ら
適
用
す
る
。

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
規
則
は
、
令
和
八
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
支
給
単
位
期
間
等
の
開
始
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条

令
和
八
年
九
月
二
日
か
ら
同
月
三
十
日
ま
で
の
間
（
以
下
「
特
定
期
間
」
と
い
う
。）に
職
員
に
新
た
に
給
与
法
第
十
二
条
第
一
項
の
職
員
た
る
要
件
が
具
備
さ
れ
る
に
至
っ
た
場
合
若
し
く
は
通
勤
手
当
を
受
け
て
い
る
職
員
に
そ
の

額
を
変
更
す
べ
き
事
実
が
生
ず
る
に
至
っ
た
場
合
又
は
職
員
が
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
規
則
九

二
四
第
二
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当
し
て
い
る
と
き
を
除
く
。）に
該
当
し
、
特
定
期

間
に
復
職
し
、
若
し
く
は
職
務
に
復
帰
し
た
場
合
の
通
勤
手
当
に
係
る
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
規
則
九

二
四
第
十
九
条
第
五
項
に
規
定
す
る
支
給
単
位
期
間
等
は
、
同
年
十
月
か
ら
開
始
す
る
も
の
と
す
る
。

人
事
院
は
、
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
九
十
五
号
）
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則
九

五
五
（
特
地
勤
務
手
当
等
）
の
一
部
改
正
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

人
事
院
総
裁

川
本

裕
子

人
事
院
規
則
九

五
五

一
五
八

人
事
院
規
則
九

五
五
（
特
地
勤
務
手
当
等
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
九

五
五
（
特
地
勤
務
手
当
等
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
加
え
る
。





国
家
公
安
委
員
会
行
政
文
書
管
理
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

国
家
公
安
委
員
会
行
政
文
書
管
理
規
則
（
平
成
二
十
三
年
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下

「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

（
行
政
文
書
の
作
成
等
）

（
行
政
文
書
の
作
成
等
）

第
八
条

﹇
略
﹈

第
八
条

﹇
同
上
﹈

２

別
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
行
政
文
書
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
同
表
の
第
三
欄
に
掲
げ
る

業
務
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
第
七
欄
に
掲
げ
る
具
体
例
を
参
酌
す
る
も
の
と
す
る
。

２

別
表
第
一
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
業
務
に
係
る
行
政
文
書
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
業
務
の
区
分
に

応
じ
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
第
三
欄
に
定
め
る
行
政
文
書
の
類
型
を
参
酌
す
る
も
の
と
す
る
。

３

別
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
行
政
文
書
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
政
策
立
案
や
事
務
及
び
事

業
の
実
施
の
方
針
等
に
影
響
を
及
ぼ
す
打
合
せ
等
（
第
七
項
に
お
い
て
「
打
合
せ
等
」
と
い
う
。）の
記
録
が
、

作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
行
政
文
書
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
留
意
す
る
も
の
と
す
る
。

３

別
表
第
一
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
業
務
に
係
る
行
政
文
書
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
政
策
立
案
や
事
務
及

び
事
業
の
実
施
の
方
針
等
に
影
響
を
及
ぼ
す
打
合
せ
等
（
以
下
「
打
合
せ
等
」
と
い
う
。）の
記
録
が
、
作
成
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
行
政
文
書
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
留
意
す
る
も
の
と
す
る
。

４

別
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
行
政
文
書
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
歴
史
的
緊
急
事
態
（
国
家

及
び
社
会
と
し
て
記
録
を
共
有
す
べ
き
歴
史
的
に
重
要
な
政
策
事
項
で
あ
っ
て
、
社
会
的
な
影
響
が
大
き
く
政

府
全
体
と
し
て
対
応
し
、
そ
の
教
訓
が
将
来
に
生
か
さ
れ
る
よ
う
な
も
の
の
う
ち
、
国
民
の
生
命
、
身
体
及
び

財
産
に
大
規
模
か
つ
重
大
な
被
害
が
生
じ
、
又
は
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
緊
急
事
態
を
い
う
。）に
対
応
す
る
た

め
に
行
わ
れ
た
業
務
（
軽
微
な
も
の
を
除
く
。）の
記
録
が
、
保
存
期
間
が
満
了
し
た
と
き
に
は
原
則
と
し
て
国

立
公
文
書
館
に
移
管
す
る
も
の
と
し
て
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
行
政
文
書
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
留
意
す
る

も
の
と
す
る
。

４

別
表
第
一
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
業
務
に
係
る
行
政
文
書
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、歴
史
的
緊
急
事
態（
国

家
及
び
社
会
と
し
て
記
録
を
共
有
す
べ
き
歴
史
的
に
重
要
な
政
策
事
項
で
あ
っ
て
、
社
会
的
な
影
響
が
大
き
く

政
府
全
体
と
し
て
対
応
し
、
そ
の
教
訓
が
将
来
に
生
か
さ
れ
る
よ
う
な
も
の
の
う
ち
、
国
民
の
生
命
、
身
体
及

び
財
産
に
大
規
模
か
つ
重
大
な
被
害
が
生
じ
、
又
は
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
緊
急
事
態
を
い
う
。）に
対
応
す
る

た
め
に
行
わ
れ
た
業
務
（
軽
微
な
も
の
を
除
く
。）の
記
録
が
、
保
存
期
間
が
満
了
し
た
と
き
に
は
原
則
と
し
て

国
立
公
文
書
館
に
移
管
す
る
も
の
と
し
て
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
行
政
文
書
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
留
意
す

る
も
の
と
す
る
。

﹇
５
〜
９

略
﹈

﹇
５
〜
９

同
上
﹈

（
行
政
文
書
の
保
存
期
間
）

（
行
政
文
書
の
保
存
期
間
）

第
十
一
条

総
括
文
書
管
理
者
は
、
別
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
事
項
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
第
五
欄
に
定
め
る

保
存
期
間
を
参
酌
し
、
保
存
期
間
表
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
改
定
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

第
十
一
条

総
括
文
書
管
理
者
は
、
別
表
第
一
の
第
三
欄
に
掲
げ
る
行
政
文
書
の
類
型
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の

第
四
欄
に
定
め
る
保
存
期
間
を
参
酌
し
、
保
存
期
間
表
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
改
定
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を

公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
２
〜
９

略
﹈

﹇
２
〜
９

同
上
﹈

（
保
存
期
間
が
満
了
し
た
と
き
の
措
置
）

（
保
存
期
間
が
満
了
し
た
と
き
の
措
置
）

第
十
二
条

文
書
管
理
者
は
、
行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
等
に
つ
い
て
、
別
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
事
項
に
応
じ
そ
れ

ぞ
れ
同
表
の
第
六
欄
に
定
め
る
保
存
期
間
満
了
時
の
措
置
を
参
酌
し
、
保
存
期
間
の
満
了
前
の
で
き
る
限
り
早

い
時
期
に
、
保
存
期
間
が
満
了
し
た
と
き
の
措
置
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
二
条

文
書
管
理
者
は
、
行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
等
に
つ
い
て
、
別
表
第
二
の
中
欄
に
掲
げ
る
業
務
の
区
分
に

応
じ
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
保
存
期
間
満
了
後
の
措
置
を
参
酌
し
、
保
存
期
間
の
満
了
前
の
で
き
る

限
り
早
い
時
期
に
、
保
存
期
間
が
満
了
し
た
と
き
の
措
置
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
２
〜
４

略
﹈

﹇
２
〜
４

同
上
﹈

﹇
別
表
を
削
る
。﹈

別
表
第
一
（
第
八
条
、
第
十
一
条
関
係
）

事

項

業
務

行
政
文
書
の
類
型

保
存
期
間

公
安
委
員
会
の

決
定
又
は
了
解

及
び
そ
の
経
緯

会
議

公
安
委
員
会
の
会
議
録
（
公
安
委
員
会
の
会

議
に
提
出
さ
れ
た
行
政
文
書
で
あ
っ
て
、
公

安
委
員
会
が
会
議
録
と
併
せ
て
保
有
す
る
こ

と
が
必
要
と
認
め
た
も
の
を
含
む
。）

二
十
年

監
察
の
指
示

警
察
法
第
十
二
条
の
二
に
規
定
す
る
事
務
に

関
す
る
行
政
文
書

五
年

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
〇
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
十
八
号

警
察
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
百
五
十
一
号
）
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
国
家
公
安
委
員
会
行
政
文
書
管
理
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

国
家
公
安
委
員
会
委
員
長

赤
間

二
郎





決
定
、
申
合
せ
等

公
安
委
員
会
の
運
営
に
関
す
る
定
め
そ
の
他

公
安
委
員
会
の
委
員
長
又
は
委
員
の
作
成
に

係
る
公
安
委
員
会
の
意
思
決
定
に
関
す
る
文

書

二
十
年
（
公
安
委

員
会
の
運
営
に
関

す
る
定
め
に
係
る

行
政
文
書
フ
ァ
イ

ル
等
で
そ
の
内
容

に
重
要
性
が
な
い

と
認
め
ら
れ
る
も

の
に
あ
っ
て
は
、

三
十
年
）

苦
情
の
申
出
等

警
察
法
第
七
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る

苦
情
の
申
出
及
び
そ
の
対
応
に
関
す
る
行
政

文
書

当
該
苦
情
の
対
応

が
終
了
す
る
日
に

係
る
特
定
日
以
後

五
年

意
見
、
要
望
等

公
安
委
員
会
又
は
公
安
委
員
会
の
委
員
長
若

し
く
は
委
員
宛
て
の
意
見
、
要
望
等
及
び
そ

の
対
応
に
関
す
る
行
政
文
書

当
該
意
見
、
要
望

等
の
対
応
が
終
了

す
る
日
に
係
る
特

定
日
以
後
一
年

文
書
管
理
に
関

す
る
事
項

文
書
管
理

行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
管
理
簿

無
期
限

移
管
・
廃
棄
簿

二
十
年

備
考

こ
の
表
に
お
い
て
「
特
定
日
」
と
は
、
第
十
一
条
第
九
項
の
保
存
期
間
が
確
定
す
る
こ
と
と
な
る

日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
四
月
一
日
（
当
該
確
定
す
る
こ
と
と
な
る
日
か
ら
一
年
以
内
の
日
で

あ
っ
て
、
四
月
一
日
以
外
の
日
を
特
定
日
と
す
る
こ
と
が
行
政
文
書
の
適
切
な
管
理
に
資
す
る
と
文
書

管
理
者
が
認
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
日
）
を
い
う
。

﹇
別
表
を
削
る
。﹈

別
表
第
二
（
第
十
二
条
関
係
）

事

項

業

務

保
存
期
間
満
了
後
の
措
置

公
安
委
員
会
の
決
定
又
は

了
解
及
び
そ
の
経
緯

会
議

移
管

監
察
の
指
示

移
管

決
定
、
申
合

せ
等

移
管
（
公
安
委
員
会
の
運
営
に
関
す
る
定
め
に
係
る
行
政
文

書
フ
ァ
イ
ル
等
で
そ
の
内
容
に
重
要
性
が
な
い
と
認
め
ら
れ

る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
廃
棄
）

苦
情
の
申
出

等

移
管
（
そ
の
内
容
に
重
要
性
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に

あ
っ
て
は
、
廃
棄
）

意
見
、
要
望

等

廃
棄

文
書
管
理
に
関
す
る
事
項

文
書
管
理

廃
棄
（
移
管
・
廃
棄
簿
に
あ
っ
て
は
、
移
管
）

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



﹇
別
表
を
加
え
る
。﹈

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



附

則

１

こ
の
規
則
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

国
家
公
安
委
員
会
行
政
文
書
管
理
規
則
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
文
書
規
則
」
と
い
う
。）第
十
一
条
第
五
項
に
規
定
す
る
文
書
作
成
取
得
日
が
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
前
で
あ
る
文
書
規
則
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
行
政
文
書
及
び

文
書
規
則
第
十
一
条
第
七
項
に
規
定
す
る
フ
ァ
イ
ル
作
成
日
が
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
前
で
あ
る
文
書
規
則
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
の
保
存
期
間
満
了
時
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



法

規

的

告

示

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
当
該
対
象
規
定
全
体
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、こ
れ
を
削
り
、

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
新
た
に
追
加
す
る
。

改

正

後

改

正

前

（
特
定
外
来
生
物
の
種
類
ご
と
の
基
準
の
細
目
等
）

（
特
定
外
来
生
物
の
種
類
ご
と
の
基
準
の
細
目
等
）

第
二
条

規
則
第
五
条
第
二
項
に
基
づ
く
特
定
飼
養
等
施
設
の
基
準
の
細
目
、
規
則
第
七
条
第
一
号
に
基
づ
く
飼

養
等
の
許
可
の
有
効
期
間
、
同
条
第
二
号
に
基
づ
く
届
出
が
必
要
と
な
る
飼
養
等
に
係
る
当
該
特
定
外
来
生
物

の
数
量
の
変
更
の
事
由
及
び
当
該
届
出
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
期
間
、
規
則
第
八
条
第
二
号
に
基
づ
く
許

可
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
の
措
置
（
以
下
「
識
別
措
置
」
と
い
う
。）の
内
容
を
届
け
出
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
期
間
、
当
該
識
別
措
置
の
内
容
及
び
当
該
届
出
の
方
法
並
び
に
同
条
第
四
号
の
特
定
外
来
生

物
の
取
扱
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
外
来
生
物
の
種
類
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と

お
り
と
す
る
。

第
二
条

規
則
第
五
条
第
二
項
に
基
づ
く
特
定
飼
養
等
施
設
の
基
準
の
細
目
、
規
則
第
七
条
第
一
号
に
基
づ
く
飼

養
等
の
許
可
の
有
効
期
間
、
同
条
第
二
号
に
基
づ
く
届
出
が
必
要
と
な
る
飼
養
等
に
係
る
当
該
特
定
外
来
生
物

の
数
量
の
変
更
の
事
由
及
び
当
該
届
出
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
期
間
、
規
則
第
八
条
第
二
号
に
基
づ
く
許

可
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
の
措
置
（
以
下
「
識
別
措
置
」
と
い
う
。）の
内
容
を
届
け
出
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
期
間
、
当
該
識
別
措
置
の
内
容
及
び
当
該
届
出
の
方
法
並
び
に
同
条
第
四
号
の
特
定
外
来
生

物
の
取
扱
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
外
来
生
物
の
種
類
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と

お
り
と
す
る
。

一
〜
十
五

（
略
）

一
〜
十
五

（
略
）

十
六

A
cheilogn

athus
m
acropterus

（
オ
オ
タ
ナ
ゴ
）、T

achysurus
fulvidraco

（
コ
ウ
ラ
イ
ギ
ギ
）、

A
m
eiurus

n
ebulosus

（
ブ
ラ
ウ
ン
ブ
ル
ヘ
ッ
ド
）、P

ylodictis
olivaris

（
フ
ラ
ッ
ト
ヘ
ッ
ド
キ
ャ
ッ
ト

フ
ィ
ッ
シ
ュ
）、S

ilurus
glan
is

（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
ナ
マ
ズ
）、
か
わ
か
ま
す
科
全
種
、G

am
busia

holbrooki

（
ガ
ン
ブ
ス
ィ
ア
・
ホ
ル
ブ
ロ
オ
キ
）、L

epom
is

属
（
ブ
ル
ー
ギ
ル
属
）
の
う
ちL

epom
is
m
acrochirus





























以
外
の
も
の
、N
eogobius

m
elan
ostom

us

（
ラ
ウ
ン
ド
ゴ
ビ
ー
）、L

ates
n
iloticus

（
ナ
イ
ル
パ
ー
チ
）、

M
oron

e
am
erican

a

（
ホ
ワ
イ
ト
パ
ー
チ
）、M

acquaria
am
bigua

（
ゴ
ー
ル
デ
ン
パ
ー
チ
）、

G
ym
n
ocephalus

cern
ua

（
ラ
ッ
フ
）、P

erca
fluviatilis

（
ヨ
ー
ロ
ピ
ア
ン
パ
ー
チ
）、S

an
der

lu‑

cioperca

（
パ
イ
ク
パ
ー
チ
）、C

oreoperca

属
（
オ
ヤ
ニ
ラ
ミ
属
）
に
属
す
る
種
の
う
ちC

oreoperca
































kaw
am
ebari

（
オ
ヤ
ニ
ラ
ミ
）
以
外
の
も
の
、S

in
iperca

chuatsi

（
ケ
ツ
ギ
ョ
）
及
びS

in
iperca

sc‑

herzeri

（
コ
ウ
ラ
イ
ケ
ツ
ギ
ョ
）、
か
わ
か
ま
す
科
に
属
す
る
種
が
同
科
に
属
す
る
他
の
種
と
交
雑
す
る
こ

と
に
よ
り
生
じ
た
生
物
並
び
にL

epom
is

属
（
ブ
ル
ー
ギ
ル
属
）
に
属
す
る
種
がL

epom
is

属
（
ブ
ル
ー
ギ

ル
属
）
に
属
す
る
他
の
種
と
交
雑
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
生
物
（
そ
の
生
物
の
子
孫
を
含
む
。）

十
六

A
cheilogn

athus
m
acropterus

（
オ
オ
タ
ナ
ゴ
）、T

achysurus
fulvidraco

（
コ
ウ
ラ
イ
ギ
ギ
）、

A
m
eiurus

n
ebulosus

（
ブ
ラ
ウ
ン
ブ
ル
ヘ
ッ
ド
）、P

ylodictis
olivaris

（
フ
ラ
ッ
ト
ヘ
ッ
ド
キ
ャ
ッ
ト

フ
ィ
ッ
シ
ュ
）、S

ilurus
glan
is

（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
ナ
マ
ズ
）、
か
わ
か
ま
す
科
全
種
、G

am
busia

holbrooki

（
ガ
ン
ブ
ス
ィ
ア
・
ホ
ル
ブ
ロ
オ
キ
）、N

eogobius
m
elan
ostom

us

（
ラ
ウ
ン
ド
ゴ
ビ
ー
）、L

ates
n
i‑

loticus

（
ナ
イ
ル
パ
ー
チ
）、M

oron
e
am
erican

a

（
ホ
ワ
イ
ト
パ
ー
チ
）、Gym

n
ocephalus

cern
ua

（
ラ
ッ

フ
）、P

erca
fluviatilis

（
ヨ
ー
ロ
ピ
ア
ン
パ
ー
チ
）、S

an
der

lucioperca

（
パ
イ
ク
パ
ー
チ
）、S

i‑





n
iperca

chuatsi

（
ケ
ツ
ギ
ョ
）
及
びS

in
iperca

scherzeri

（
コ
ウ
ラ
イ
ケ
ツ
ギ
ョ
）
並
び
に
か
わ
か
ま
す

科
に
属
す
る
種
が
同
科
に
属
す
る
他
の
種
と
交
雑
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
生
物
（
そ
の
生
物
の
子
孫
を
含

む
。）

イ
〜
ホ

（
略
）

イ
〜
ホ

（
略
）

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
〇
農
林
水
産
省

環

境

省
告
示
第
五
号

特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
八
年
農
林
水
産
省
・
環
境
省
令
第
七
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
七
年
農
林
水
産
省
・
環
境
省
令
第
二
号
）
第
二
条
第
十
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
二
条
第
十
五
号
の
規
定
に
基
づ
く
環

境
大
臣
及
び
農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
動
物
及
び
運
搬
に
係
る
要
件
（
令
和
五
年
九
月
農
林
水
産
省
・
環
境
省
告
示
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
八
年
政
令
第
二
百
四
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
令
和
八
年
九
月
一
日
）
か
ら
適
用
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

農
林
水
産
大
臣

鈴
木

憲
和

環
境
大
臣

石
原

宏
高

題
名
中
「
第
二
条
第
十
五
号
」
を
「
第
二
条
第
十
四
号
」
に
改
め
る
。

〇
環
境
省
告
示
第
四
十
一
号

特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
七
年
農
林
水
産
省

環

境

省
令
第
二
号
）
第
五
条
第
二
項
、
第
七
条
第
一
号
及
び
第
二
号
並
び
に
第
八
条
第
二
号
及
び
第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
環
境
大

臣
が
所
掌
す
る
特
定
外
来
生
物
に
係
る
特
定
飼
養
等
施
設
の
基
準
の
細
目
等
を
定
め
る
件
（
平
成
十
七
年
五
月
環
境
省
告
示
第
四
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る

法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
八
年
政
令
第
二
百
四
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
令
和
八
年
九
月
一
日
）
か
ら
適
用
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

環
境
大
臣

石
原

宏
高





十
七

ガ
ー
科
全
種
、G

am
busia

affin
is

（
カ
ダ
ヤ
シ
）、M

oron
e
chrysops

（
ホ
ワ
イ
ト
バ
ス
）、

M
oron

e
saxatilis

（
ス
ト
ラ
イ
プ
ト
バ
ス
）
及
びM

accullochella
peelii

（
マ
ー
レ
ー
コ
ッ
ド
）、
ガ
ー
科

に
属
す
る
種
が
同
科
に
属
す
る
他
の
種
と
交
雑
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
生
物
並
び
にM

oron
e
chrysops













（
ホ
ワ
イ
ト
バ
ス
）
がM

oron
e
saxatilis

（
ス
ト
ラ
イ
プ
ト
バ
ス
）
と
交
雑
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
生

物
（
そ
れ
ぞ
れ
の
生
物
の
子
孫
を
含
む
。）

十
七

ガ
ー
科
全
種
、G

am
busia

affin
is

（
カ
ダ
ヤ
シ
）、M

oron
e
chrysops

（
ホ
ワ
イ
ト
バ
ス
）
及
び

M
oron

e
saxatilis

（
ス
ト
ラ
イ
プ
ト
バ
ス
）
並
び
に
ガ
ー
科
に
属
す
る
種
が
同
科
に
属
す
る
他
の
種
と
交

雑
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
生
物
及
びM

oron
e
chrysops

（
ホ
ワ
イ
ト
バ
ス
）
がM

oron
e
saxatilis

（
ス

ト
ラ
イ
プ
ト
バ
ス
）
と
交
雑
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
生
物
（
そ
れ
ぞ
れ
の
生
物
の
子
孫
を
含
む
。）

イ
〜
ハ

（
略
）

イ
〜
ハ

（
略
）

ニ

識
別
措
置
の
内
容
を
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
期
間
、
当
該
識
別
措
置
の
内
容
及
び
当
該
届
出
の
方

法

個
体
又
は
個
体
を
収
容
す
る
特
定
飼
養
等
施
設
に
飼
養
等
の
許
可
を
受
け
た
こ
と
を
示
す
標
識
の
装

着
又
は
掲
出
を
し
、
か
つ
、
当
該
措
置
の
状
況
を
撮
影
し
た
写
真
を
届
出
書
に
添
付
し
、
当
該
個
体
の
飼

養
等
を
開
始
し
た
と
き
か
ら
三
十
日
以
内
に
環
境
大
臣
に
提
出
す
る
こ
と
。

ニ

識
別
措
置
の
内
容
を
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
期
間
、
当
該
識
別
措
置
の
内
容
及
び
当
該
届
出
の
方

法

個
体
又
は
個
体
を
収
容
す
る
特
定
飼
養
等
施
設
に
飼
養
等
の
許
可
を
受
け
た
こ
と
を
示
す
標
識
の
装

着
又
は
掲
出
を
し
、
か
つ
、
当
該
標
識
の
掲
出
状
況
を
撮
影
し
た
写
真
を
届
出
書
に
添
付
し
、
当
該
個
体

の
飼
養
等
を
開
始
し
た
と
き
か
ら
三
十
日
以
内
に
環
境
大
臣
に
提
出
す
る
こ
と
。

ホ

（
略
）

ホ

（
略
）

十
八
〜
三
十
三

（
略
）

十
八
〜
三
十
三

（
略
）

そ

の

他

告

示

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報

自
由
民
主
党

三
重
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

世
古
万
美
子

淺
井

嘉
人

三
重
県
津
市

栄
町
一

九

〇
五

衆
議
院
議
員

〇

八
、

五
、
一
八

自
由
民
主
党

広
島
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

寺
田

稔

福
島
慎
太
郎

広
島
県
呉
市

本
通
四

三

一
八

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
七

自
由
民
主
党

香
川
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

中
山

展
宏

上
田

千
鶴

香
川
県
高
松

市
中
野
町
二

三

四

衆
議
院
議
員

〇

八
、

五
、
二
七

自
由
民
主
党

大
分
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

中
山

亜
紀

大
塚

久
美

大
分
県
大
分

市
中
島
西

一

二

八

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
〇

自
由
民
主
党

鹿
児
島
県
衆

議
院
比
例
区

第
一
支
部

保
岡

広
武

押
井

啓
一

鹿
児
島
県
鹿

児
島
市
小
松

原
二

一

四

一
五

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
四

〇
環
境
省
告
示
第
四
十
二
号

特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
八
年
農
林
水
産
省
・
環
境
省
令
第
七
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
七
年
農
林
水
産
省
・
環
境
省
令
第
二
号
）
第
二
条
第
十
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
二
条
第
十
五
号
の
規
定
に
基
づ
く
環

境
大
臣
が
定
め
る
動
物
及
び
運
搬
に
係
る
要
件
（
令
和
五
年
三
月
環
境
省
告
示
第
三
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令

和
八
年
政
令
第
二
百
四
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
令
和
八
年
九
月
一
日
）
か
ら
適
用
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

環
境
大
臣

石
原

宏
高

題
名
中
「
第
二
条
第
十
五
号
」
を
「
第
二
条
第
十
四
号
」
に
改
め
る
。

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
二
十
三
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
六
条
第
一
項
（
法
第
六
条
の

三
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
政
治
団
体
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、

法
第
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
そ
の
名
称
等
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

総
務
大
臣

林

芳
正

政
党
の
支
部

法
第
十
九
条
の
七
第
一
項
第
一
号
に
係
る
国
会
議
員
関
係
政
治
団
体
と
み
な
さ
れ
る
政
党
の
支
部

政
治
団
体

の
名
称

代
表
者

の
氏
名

会
計
責
任

者
の
氏
名

主
た
る
事
務

所
の
所
在
地

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

一
以
上
の
市
町

村
等
の
区
域
を

単
位
と
し
て
設

け
ら
れ
る
支
部

届
出
年
月
日

（
令
和
）

自
由
民
主
党

青
森
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

江
渡

聡
徳

坂
本

泰
子

青
森
県
青
森

市
堤
町
一

三

一
二

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
四

自
由
民
主
党

宮
城
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

伊
藤
信
太
郎

熊
谷

守
広

宮
城
県
多
賀

城
市
町
前

二

四

二

七

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
三

自
由
民
主
党

宮
城
県
衆
議

院
比
例
区
第

二
支
部

秋
葉

賢
也

五
十
嵐

隆

宮
城
県
仙
台

市
泉
区
上
谷

刈
四

一

七

一
六

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
三

自
由
民
主
党

福
島
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

菅
家

一
郎

大
高

孝
一

福
島
県
会
津

若
松
市
東
栄

町
五

一
九

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
一
〇

自
由
民
主
党

富
山
県
衆
議

院
比
例
区
第

一
支
部

田
畑

裕
明

村
瀬

孝
一

富
山
県
富
山

市
東
田
地
方

町
二

二

五

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
八

自
由
民
主
党

富
山
県
衆
議

院
比
例
区
第

二
支
部

古
井

康
介

福
原

永
実

富
山
県
富
山

市
布
瀬
本
町

四

一
二

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
二
八





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
中
道
改
革
連

合
衆
議
院
比

例
区
北
海
道

第
２
総
支
部

井
之
上
智
子

柏
木

淳

北
海
道
札
幌

市
中
央
区
北

一
条
西
一

九

二

一

衆
議
院
議
員

〇

八
、

五
、
一
二

中
道
改
革
連

合
衆
議
院
比

例
区
東
北
第

１
総
支
部

庄
子

賢
一

松
野

博
志

宮
城
県
仙
台

市
宮
城
野
区

榴
岡
四

五

二
四

衆
議
院
議
員

〇

八
、

二
、
一
七

中
道
改
革
連

合
衆
議
院
比

例
区
東
北
第

２
総
支
部

有
田

芳
生

阿
部

和
弘

青
森
県
弘
前

市
外
崎
三

二

一

衆
議
院
議
員

〇

八
、

四
、
一
五

中
道
改
革
連

合
衆
議
院
比

例
区
近
畿
第

５
総
支
部

國
重

徹

福
本

彰
律

大
阪
府
大
阪

市
淀
川
区
十

三
東
一

一

七

一
九

衆
議
院
議
員

〇

八
、

二
、
一
九

れ
い
わ
新
選

組
衆
議
院
比

例
東
海
第
一

総
支
部

上
村

英
明

上
村

英
明

愛
知
県
名
古

屋
市
中
区
丸

の
内
二

一

〇

一
六

衆
議
院
議
員

〇

七
、

一
、
二
二

そ
の
他
の
政
治
団
体
（
政
党
及
び
政
治
資
金
団
体
以
外
の
政
治
団
体
）

法
第
十
九
条
の
七
第
一
項
第
一
号
に
係
る
国
会
議
員
関
係
政
治
団
体

政
治
団
体

の
名
称

代
表
者

の
氏
名

会
計
責
任

者
の
氏
名

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

届
出
年
月
日

（
令
和
）

宏
和
会

堀
池

宏

落
合

康
恵

東
京
都
港
区
東
麻
布
二

一

三

一

参
議
院
議
員

八
、

三
、
三
一

子
ど
も
権
利
・

校
則
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

遠
藤
芙
美
代

安
部

秀
行

福
岡
県
糸
島
市
前
原
中
央

二

五

一
六

参
議
院
議
員

八
、

三
、
一
九

Ｐ
ｏ
ｌ
ａ
ｒ
ｉ

ｓ

酒
井

菜
摘

草
深
比
呂
至

東
京
都
渋
谷
区
笹
塚
二

一

一

一

衆
議
院
議
員

八
、

三
、
二
五

立
憲
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

枝
野

幸
男

枝
野
佐
智
子

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
大
宮
区

堀
の
内
町
一

一
一
六

一

衆
議
院
議
員

八
、

六
、

一

法
第
十
九
条
の
七
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
係
る
国
会
議
員
関
係
政
治
団
体

政
治
団
体

の
名
称

代
表
者

の
氏
名

会
計
責
任

者
の
氏
名

主
た
る
事
務

所
の
所
在
地

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

公
職
の
候
補
者
の

氏
名
及
び
公
職
の

種
類
（
第
二
号
）

届
出
年
月
日

（
令
和
）

奥
田
ふ
み

よ
後
援
会

遠
藤
芙
美
代

安
部

秀
行

福
岡
県
糸
島

市
前
原
中
央

二

五

一

六

参
議
院
議
員

遠
藤
芙
美
代
、
参

議
院
議
員

八
、

三
、
一
九

真
政
会

川
松
真
一
朗

照
喜
名
悟
光

東
京
都
千
代

田
区
永
田
町

二

一

二

衆
議
院
議
員

川
松
真
一
朗
、
衆

議
院
議
員

八
、

三
、
二
五

新
風
会

足
立

康
史

足
立

康
史

大
阪
府
茨
木

市
大
手
町

九

二
六

参
議
院
議
員

足
立

康
史
、
参

議
院
議
員

八
、

五
、
一
三

信
有
会

吉
田

有
理

西
嶋

哲
也

東
京
都
千
代

田
区
永
田
町

二

二

一

衆
議
院
議
員

吉
田

有
理
、
衆

議
院
議
員

八
、

四
、

二

青
風
真
乃

会

渡
邊
真
太
朗

佐
藤

優
樹

東
京
都
千
代

田
区
永
田
町

二

二

一

衆
議
院
議
員

渡
邊
真
太
朗
、
衆

議
院
議
員

八
、

五
、
二
二

創
山
会

山
下
史
守
朗

田
丸

志
野

愛
知
県
小
牧

市
小
牧
四

一
〇
二

衆
議
院
議
員

山
下
史
守
朗
、
衆

議
院
議
員

八
、

三
、
二
七

拓
海
会

鈴
木

拓
海

増
子

千
勝

東
京
都
千
代

田
区
永
田
町

二

二

一

衆
議
院
議
員

鈴
木

拓
海
、
衆

議
院
議
員

八
、

四
、

八

竹
中
さ
え

こ
後
援
会

竹
中
佐
江
子

早
坂

友
成

東
京
都
三
鷹

市
牟
礼
六

一
三

一
五

参
議
院
議
員

竹
中
佐
江
子
、
参

議
院
議
員

八
、

三
、
一
九

都
市
政
策

研

究

フ
ォ
ー
ラ

ム

大
海
雄
一
郎

前
原

俊
之

東
京
都
千
代

田
区
紀
尾
井

町
三

三
三

参
議
院
議
員

大
海
雄
一
郎
、
参

議
院
議
員

八
、

五
、
一
五

ひ
な
を
育

て
る
会

草
野

比
菜

草
野

仁
志

東
京
都
千
代

田
区
永
田
町

二

二

一

衆
議
院
議
員

草
野

比
菜
、
衆

議
院
議
員

八
、

二
、
一
九

山
田
も
と

や
す
後
援

会

山
田

基
靖

山
田

基
靖

東
京
都
千
代

田
区
永
田
町

二

二

一

衆
議
院
議
員

山
田

基
靖
、
衆

議
院
議
員

八
、

四
、
一
四

渡
辺
あ
い

り
と
日
本

を
明
る
く

す
る
会

大
河

藍
理

渡
辺

順
子

東
京
都
千
代

田
区
永
田
町

二

一

二

衆
議
院
議
員

大
河

藍
理
、
衆

議
院
議
員

八
、

四
、

九

国
会
議
員
関
係
政
治
団
体
以
外
の
政
治
団
体

政
治
団
体
の
名
称

代
表
者

の
氏
名

会
計
責
任

者
の
氏
名

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

届
出
年
月
日

（
令
和
）

愛
國
党

後
藤

輝
樹

後
藤

輝
樹

東
京
都
葛
飾
区
高
砂
五

五
三

一

八
、

五
、
二
九

小
川
正
嗣
と
共
に
社
会

を
変
え
る
会

小
川

正
嗣

一
村

洋
子

大
阪
府
豊
中
市
刀
根
山
三

四

八

八
、

三
、
二
三

こ
こ
ろ
党

小
林

隆
人

那
倉

浩
太

東
京
都
世
田
谷
区
太
子
堂
一

九

七

八
、

四
、
二
〇

ス
ポ
ー
ツ
平
和
党

高
元

剛

高
元

剛

兵
庫
県
尼
崎
市
南
武
庫
之
荘
七

七

二
五

七
、
一
〇
、
一
五

政
治
結
社
皇
竜
会

外
山

富
雄

嶋
田

裕
視

宮
崎
県
日
南
市
大
字
東
弁
分
甲
二
四

四
〇

二

八
、

四
、

九

政
治
団
体
オ
ル
ト

金

孝
至

金

芝
英

滋
賀
県
大
津
市
石
山
千
町
二
五
四

八
、

五
、

七

政
治
団
体
青
心
會

霜
山

和
巳

渡
辺

奈
緒

福
島
県
福
島
市
北
中
央
二

一
六

一

八
、

四
、

七

空
山
躍
動
会

篠
原

隆
史

多
田

永
治

徳
島
県
美
馬
市
脇
町
字
曽
江
名
三
一

八

六
三

八
、

五
、

八

た
ば
こ
減
税
党

山
本

武
彦

山
本

武
彦

東
京
都
練
馬
区
東
大
泉
五

二

一

二

八
、

二
、
一
九

地
方
自
治
研
究
会

河

伊
知
郎

河

伊
知
郎

千
葉
県
木
更
津
市
新
田
二

七

二

四

八
、

二
、

五

地
方
政
策
か
ら
日
本
の

未
来
を
考
え
る
会
中
屋

敷
淳
後
援
会

中
屋
敷

淳

中
屋
敷

淳

岩
手
県
花
巻
市
南
万
丁
目
一
一
八

二

三

八
、

五
、
三
〇

つ
な
ぐ
い
の
ち

峯
村

哲
徳

峯
村

哲
徳

千
葉
県
野
田
市
花
井
一

二
一

一

八

八
、

三
、
二
五

デ
バ
ッ
グ
ジ
ャ
パ
ン

大
橋
毅
一
郎

大
橋
毅
一
郎

熊
本
県
熊
本
市
中
央
区
新
屋
敷
二

二
四

一
三

八
、

四
、
二
二

と
も
に
つ
く
る
豊
岡
み

ら
い
の
会

山
田
多
恵
子

山
田

典
子

兵
庫
県
豊
岡
市
中
陰
五
六
〇

三

七
、
一
〇
、
一
五

日
本
誠
真
会
・
九
州
統

括
支
部

吉
野

純
子

山
下
真
由
祐

福
岡
県
福
津
市
花
見
が
丘
二

一

五

七

八
、

四
、
一
三

「
日
本
と
播
磨
の
道
」

政
策
研
究
会

大
路

渡

中
村

達
矢

兵
庫
県
姫
路
市
手
柄
一

一
二
四

八
、

一
、
一
五





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
日
本
ホ
ス
党

宮
川

直
輝

齊
藤

忠
行

東
京
都
板
橋
区
蓮
根
三

一
五

三

八
、

四
、

七

福
祉
全
力

小
山

武
芳

小
山

武
芳

茨
城
県
稲
敷
郡
阿
見
町
中
郷
二

七

一
二

八
、

五
、
二
五

防
犯
党

猪
越

透

猪
越

圭
子

群
馬
県
前
橋
市
南
町
三

五
〇

二

八
、

五
、

一

み
ど
り
の
会

安
江

晃
平

安
江

晃
平

千
葉
県
野
田
市
尾
崎
八
五
五

三

七
、
一
二
、

二

無
所
属
２
５
歳

美
齊
津
大
貴

美
齊
津
大
貴

埼
玉
県
富
士
見
市
東
み
ず
ほ
台
二

一
四

四

八
、

四
、

七

無
添
加
無
農
薬
に
こ
だ

わ
る
愛
國
党

後
藤

輝
樹

後
藤

輝
樹

東
京
都
葛
飾
区
高
砂
五

五
三

一

八
、

五
、
二
九

モ
ン
ジ
ュ

東
郷

清
児

前
村

正
仁

東
京
都
三
鷹
市
下
連
雀
三

三
四

一
三

八
、

四
、

六

憂
國
塾

飯
村

充
宏

後
藤

友
秀

茨
城
県
下
妻
市
小
島
九
六
三

一

八
、

五
、

一

備
考

従
来
、
自
由
民
主
党
青
森
県
衆
議
院
比
例
区
第
一
支
部
は
青
森
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
自
由
民
主
党
宮
城
県

衆
議
院
比
例
区
第
一
支
部
は
宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
自
由
民
主
党
福
島
県
衆
議
院
比
例
区
第
一
支
部
は
福

島
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
自
由
民
主
党
富
山
県
衆
議
院
比
例
区
第
一
支
部
は
富
山
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
自

由
民
主
党
広
島
県
衆
議
院
比
例
区
第
一
支
部
は
広
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
自
由
民
主
党
鹿
児
島
県
衆
議
院
比

例
区
第
一
支
部
は
鹿
児
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
子
ど
も
権
利
・
校
則
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
奥
田
ふ
み
よ
後
援

会
は
福
岡
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
新
風
会
は
大
阪
府
選
挙
管
理
委
員
会
に
、
青
風
真
乃
会
は
栃
木
県
選
挙
管
理

委
員
会
に
、
山
田
も
と
や
す
後
援
会
及
び
と
も
に
つ
く
る
豊
岡
み
ら
い
の
会
は
兵
庫
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
そ
れ

ぞ
れ
届
出
が
さ
れ
て
い
た
が
、
総
務
大
臣
に
届
出
す
べ
き
政
治
団
体
と
な
っ
た
も
の
で
あ
る
。

自
由
民
主
党

青
森
県
第
一

選
挙
区
支
部

津
島

淳

政
治
団
体
の
名

称

自
由
民
主
党
青
森
県

第
一
選
挙
区
支
部

自
由
民
主
党
青
森
県

衆
議
院
比
例
区
第
一

支
部

八
、

四
、
一
五

自
由
民
主
党

広
島
県
第
四

選
挙
区
支
部

新
谷

正
義

政
治
団
体
の
名

称

自
由
民
主
党
広
島
県

第
四
選
挙
区
支
部

自
由
民
主
党
広
島
県

衆
議
院
比
例
区
第
三

支
部

八
、

四
、
三
〇

自
由
民
主
党

東
京
都
参
議

院
比
例
区
第

二
十
支
部

藤
木

眞
也

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区
内

神
田
一

一
一

一

〇

東
京
都
千
代
田
区
神

田
錦
町
一

二
三

八
、

四
、
二
三

中
道
改
革
連

合
衆
議
院
比

例
区
中
国
第

２
総
支
部

平
林

晃

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

広
島
県
広
島
市
東
区

二
葉
の
里
一

一

七
二

広
島
県
広
島
市
東
区

上
大
須
賀
町
一
四

六

八
、

三
、
二
六

日
本
維
新
の

会
参
議
院
比

例
区
第
30
支

部

金
子

道
仁

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

兵
庫
県
川
辺
郡
猪
名

川
町
広
根
野
尻
二

四

三

兵
庫
県
川
辺
郡
猪
名

川
町
若
葉
一

一
三

七

二
二

八
、

五
、
二
三

れ
い
わ
新
選

組
衆
議
院
比

例
南
関
東
第

一
総
支
部

山
本

譲
司

会
計
責
任
者
の

氏
名

山
本

譲
司

井
筒

高
雄

八
、

五
、
一
四

れ
い
わ
新
選

組
参
議
院
第

一
総
支
部

伊
勢
﨑
賢
治

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

沖
縄
県
那
覇
市
松
川

二

一
六

一

東
京
都
千
代
田
区
麹

町
二

五

二
〇

八
、

四
、

一

そ
の
他
の
政
治
団
体
（
政
党
及
び
政
治
資
金
団
体
以
外
の
政
治
団
体
）

政
治
団
体

の
名
称

代
表
者

の
氏
名

異
動
事
項

新

旧

異
動
年
月
日



法
第
十
九
条
の
七



第
一
項
第
二
号
に



係
る
届
出
年
月
日

（
令
和
）

Ｉ
Ｈ
Ｉ
労
働
組

合
連
合
会
政
治

活
動
委
員
会

肥
後

充
高

会
計
責
任
者
の

氏
名

柳
瀬

好
文

伊
木

昭
彦

七
、
一
〇
、

一

Ｉ
Ｈ
Ｉ
労
働
組

合
連
合
会
武
蔵

政
治
活
動
委
員

会

吉
野

雅
彦

代
表
者
の
氏
名

吉
野

雅
彦

対
馬

潤
一

七
、
一
〇
、

一

Ｉ
Ｏ
Ｎ
Ｄ
Ｕ
ｎ

ｉ
ｖ
ｅ
ｒ
ｓ
ｉ

ｔ
ｙ

髙
橋

斎

会
計
責
任
者
の

氏
名

髙
橋

斎

髙
橋

秀
世

八
、

一
、
二
〇

朝
風
会

尾
身

朝
子

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

二

東
京
都
千
代
田
区

飯
田
橋
四

一

〇

一

八
、

二
、

九

麻
党

山
本

太
郎

政
治
団
体
の
名

称

麻
党

麻
と
山
本
太
郎
の

党

八
、

三
、

一

ア
ッ
チ
ェ
ル
・

え
だ
の
幸
男
と

２
１
世
紀
を
つ

く
る
会

枝
野

幸
男

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

埼
玉
県
さ
い
た
ま

市
大
宮
区
堀
の
内

町
一

一
一
六

一

埼
玉
県
さ
い
た
ま

市
大
宮
区
大
門
町

二

一
〇
八

五

八
、

四
、

一

ア
ニ
マ
リ
ズ
ム

党

目
黒

峰
人

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

長
野
県
木
曽
郡
木

曽
町
開
田
高
原
西

野
四
四
二
七

東
京
都
国
分
寺
市

高
木
町
一

五

三
四

八
、

三
、

七

会
計
責
任
者
の

氏
名

小
山
真
由
美

目
黒

峰
人

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
二
十
四
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

政
治
団
体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
法
第
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
公

表
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

総
務
大
臣

林

芳
正

政
党
の
支
部

政
治
団
体

の
名
称

代
表
者

の
氏
名

異
動
事
項

新

旧

異
動
年
月
日

（
令
和
）

公
明
党
参
議

院
比
例
区
第

３
総
支
部

平
木

大
作

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

千
葉
県
千
葉
市
美
浜

区
幸
町
一

二

三

千
葉
県
船
橋
市
湊
町

一

七

四

八
、

三
、

一

公
明
党
参
議

院
比
例
区
第

13
総
支
部

新
妻

秀
規

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

愛
知
県
名
古
屋
市
千

種
区
小
松
町
六

二

四

愛
知
県
名
古
屋
市
中

区
栄
一

一
四

一

五

七
、
一
一
、
二
八

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

愛
知
県
名
古
屋
市
中

区
錦
一

七

七

愛
知
県
名
古
屋
市
千

種
区
小
松
町
六

二

四

七
、
一
二
、
二
三

会
計
責
任
者
の

氏
名

新
妻

秀
規

新
妻
真
里
奈

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

静
岡
県
沼
津
市
市
場

町
一
二

一

愛
知
県
名
古
屋
市
中

区
錦
一

七

七

八
、

三
、
一
一





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
一
清
会

小
沢

一
郎

主
宰
す
る
衆
議

院
議
員
又
は
参

議
院
議
員
の
氏

名
及
び
公
職
の

種
類（
第
三
号
）

小
沢

一
郎
、
衆

議
院
議
員

八
、

二
、

八

主
要
な
構
成
員

で
あ
る
衆
議
院

議
員
又
は
参
議

院
議
員
の
氏
名

及
び
公
職
の
種

類
（
第
三
号
）

川
原
田
英
世
、
衆

議
院
議
員

松
木

謙
公
、
衆

議
院
議
員

屋
良

朝
博
、
衆

議
院
議
員

佐
藤

公
治
、
衆

議
院
議
員

岡
島

一
正
、
衆

議
院
議
員

石
川

香
織
、
衆

議
院
議
員

神
津

健
、
衆

議
院
議
員

池
田

真
紀
、
衆

議
院
議
員

新
垣

邦
男
、
衆

議
院
議
員

福
田

淳
太
、
衆

議
院
議
員

西
川

将
人
、
衆

議
院
議
員

杉
村

愼
治
、
衆

議
院
議
員

高
松

智
之
、
衆

議
院
議
員

福
森
和
歌
子
、
衆

議
院
議
員

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
港
区
元
赤

坂
一

七

一
〇

東
京
都
港
区
赤
坂

二

一
四

九

八
、

四
、
一
一

稲
垣
秀
哉
と
関

西
の
未
来
を
つ

く
る
会

稲
垣

秀
哉

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

大
阪
府
大
阪
市
淀

川
区
西
中
島
五

八

二
九

兵
庫
県
芦
屋
市
平

田
町
八

一
七

五
、

三
、

二

岩
本
麻
奈
い
の

ち
と
未
来
の
医

政
フ
ォ
ー
ラ
ム

富
田

麻
奈

会
計
責
任
者
の

氏
名

大
河
内
茂
太

富
田

知

八
、

三
、

二

犬
童
周
作
北
陸

後
援
会

山
口

正
浩

代
表
者
の
氏
名

山
口

正
浩

宇
野

憲
二

八
、

四
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

宮
村

正
人

竹
下

雅
裕

イ
ン
ナ
ー
ト

リ
ッ
プ
イ
デ
オ

ロ
ー
グ
リ
サ
ー

チ
セ
ン
タ
ー

平
水

利
憲

代
表
者
の
氏
名

平
水

利
憲

近
藤

喜
彦

八
、

四
、

一

Ｗ
Ｅ

Ａ
Ｒ
Ｅ

Ａ
Ｌ
Ｌ

Ｏ

Ｎ
Ｅ

須
藤

元
気

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
江
東
区
東

陽
五

二
六

六

東
京
都
江
東
区
東

陽
五

二
六

一

五

八
、

四
、
一
五

臼
木
ひ
で
た
け

後
援
会

臼
木

秀
剛

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

北
海
道
札
幌
市
中

央
区
北
五
条
西
六

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

二

八
、

四
、
二
〇

大
串
博
志
後
援

会

大
串

博
志

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

佐
賀
県
小
城
市
三

日
月
町
長
神
田
一

八
〇
七

三

佐
賀
県
小
城
市
牛

津
町
柿
樋
瀬
一
〇

六
二

一

八
、

四
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

大
串

博
志

北
島

智
孝

神
奈
川
県
同
和

対
策
推
進
協
議

会

齊
藤

孝
雄

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

神
奈
川
県
横
浜
市

西
区
西
平
沼
町

七

四

神
奈
川
県
横
浜
市

神
奈
川
区
三
ツ
沢

中
町
一
四

八
、

四
、

一

金
子
み
ち
ひ
と

後
援
会

金
子

道
仁

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

兵
庫
県
川
辺
郡
猪

名
川
町
広
根
野
尻

二
四

三

兵
庫
県
川
辺
郡
猪

名
川
町
若
葉
一

一
三
七

二
二

八
、

五
、
二
三

か
み
か
わ
陽
子

後
援
会

青
山

吉
和

会
計
責
任
者
の

氏
名

島
田

尊
子

村
松

潮
見

八
、

四
、

六

川
崎
重
工
労
働

組
合
関
東
支
部

政
治
活
動
委
員

会

下
茶

健
一

代
表
者
の
氏
名

下
茶

健
一

水
野
美
由
紀

八
、

四
、

六

川
崎
重
工
労
働

組
合
政
治
活
動

委
員
会

多
禰

貴
之

代
表
者
の
氏
名

多
禰

貴
之

濱
田

圭

八
、

一
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

手
島

諭

多
禰

貴
之

関
西
若
手
議
員

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

中
西

礼
皇

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

兵
庫
県
尼
崎
市
浜

田
町
三

六
三

六

兵
庫
県
神
戸
市
灘

区
琵
琶
町
一

一

〇

九

八
、

三
、
一
七

会
計
責
任
者
の

氏
名

寺
坂

美
一

池
本

真

関
東
豊
穣
会
政

治
連
盟

宮
﨑

敏
行

代
表
者
の
氏
名

宮
﨑

敏
行

坂
井

康
宏

八
、

四
、

六

関
東
流
通
問
題

研
究
会

小
橋

雅
史

会
計
責
任
者
の

氏
名

関
根

誠

小
林

直
也

八
、

三
、

五

寛
友
会

今
津

寛

会
計
責
任
者
の

氏
名

杉
本

啓
二

長
屋

成
義

八
、

三
、
三
〇

樹
皇
義
塾

伊
藤

太
朗

会
計
責
任
者
の

氏
名

山
本

貴
紀

中
野

英
男

八
、

一
、
二
七

木
原
く
に
や
後

援
会

木
原
功
仁
哉

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

七
、
一
二
、
三
一

君
津
労
組
政
治

活
動
委
員
会

浦
葉

晃
平

代
表
者
の
氏
名

浦
葉

晃
平

牟
田

智
彦

八
、

二
、
一
三

会
計
責
任
者
の

氏
名

菊
池
勇
之
介

安
田

明
美

Ｑ
Ｒ
Ｆ
Ｃ

丸
山

穂
高

政
治
団
体
の
名

称

Ｑ
Ｒ
Ｆ
Ｃ

０
１
Ｌ

七
、
一
二
、
三
〇

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

大
阪
府
堺
市
堺
区

甲
斐
町
東
六

一

四

大
阪
府
堺
市
南
区

竹
城
台
四

一

四

五

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

大
阪
府
堺
市
南
区

竹
城
台
四

一

四

五

大
阪
府
堺
市
堺
区

甲
斐
町
東
六

一

四

八
、

五
、
三
一

九
州
正
和
会

脇

正
則

政
治
団
体
の
名

称

九
州
正
和
会

正
和
会

八
、

三
、
一
〇

九
州
電
力
労
働

組
合
政
治
活
動

委
員
会

樋
口

公
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

木
村

堅

松
林

哲
也

八
、

三
、

一

九
電
料
金
ユ
ニ

オ
ン
政
治
活
動

委
員
会

清
水

俊
介

会
計
責
任
者
の

氏
名

藤
田

浩
幸

深
谷

弘
文

七
、

六
、

七





社
会
民
主
主
義

フ
ォ
ー
ラ
ム

羽
田

圭
二

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
三
号
に

係
る
国
会
議
員
関

係
政
治
団
体

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

七
、
一
〇
、

一

主
宰
す
る
衆
議

院
議
員
又
は
参

議
院
議
員
の
氏

名
及
び
公
職
の

種
類（
第
三
号
）

吉
川

元
、
衆

議
院
議
員

主
要
な
構
成
員

で
あ
る
衆
議
院

議
員
又
は
参
議

院
議
員
の
氏
名

及
び
公
職
の
種

類
（
第
三
号
）

山

登
志
浩
、
衆

議
院
議
員

吉
田

忠
智
、
参

議
院
議
員

Ｊ
Ａ
Ｍ
埼
玉
政

治
連
盟

大
野

政
幸

代
表
者
の
氏
名

大
野

政
幸

今
井

信
博

八
、

二
、
一
二

Ｊ
Ａ
Ｍ
山
陰
政

治
連
盟

三
島

皆
美

代
表
者
の
氏
名

三
島

皆
美

前
田

陽
生

八
、

一
、
二
四

会
計
責
任
者
の

氏
名

福
田

陽
平

三
島

皆
美

Ｊ
Ａ
Ｍ
山
陽
政

治
連
盟

岩
﨑

信
二

代
表
者
の
氏
名

岩
﨑

信
二

高
本

利
幸

八
、

一
、
二
五

会
計
責
任
者
の

氏
名

黒
石

尚
稔

林

秀
彦

Ｊ
Ａ
Ｍ
ダ
イ
キ

ン
工
業
労
働
組

合
政
治
活
動
委

員
会

乾

昭
太
郎

代
表
者
の
氏
名

乾

昭
太
郎

秋
山

直
宣

七
、
一
〇
、

三

会
計
責
任
者
の

氏
名

皆
芳

浩
巳

乾

昭
太
郎

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
京
都
府
電
気
工

事
政
治
連
盟

赤
畠

貞
宏

代
表
者
の
氏
名

赤
畠

貞
宏

植
田

隆
夫

八
、

二
、
二
五

会
計
責
任
者
の

氏
名

平
尾

憲
正

赤
畠

貞
宏

暮
ら
し
改
革
研

究
会

古
谷
野
知
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

大
岡

彩
子

川
井
田
貴
志

八
、

四
、

一

く
ら
し
向
上
委

員
会

吉
岡

保
博

代
表
者
の
氏
名

吉
岡

保
博

中
川

恭
宏

八
、

四
、

六

会
計
責
任
者
の

氏
名

濱

美
紀

佐
々
木
淳
一

く
ら
し
と
社
会

の
総
合
政
策
研

究
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

西
村

正
光

代
表
者
の
氏
名

西
村

正
光

中
川

恭
宏

八
、

四
、

二

ク
ラ
フ
テ
ィ
ア

ユ
ニ
オ
ン
ラ
イ

フ
プ
ラ
ン
向
上

委
員
会

前
田

悠
斗

政
治
団
体
の
名

称

ク
ラ
フ
テ
ィ
ア
ユ

ニ
オ
ン
ラ
イ
フ
プ

ラ
ン
向
上
委
員
会

九
電
工
労
組
ラ
イ

フ
プ
ラ
ン
向
上
委

員
会

八
、

二
、
一
七

健
康
問
題
研
究

会

滝
沢

洋
二

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

七

三

東
京
都
千
代
田
区

大
手
町
一

三

一

八
、

五
、

七

耕
隆
会

中
條

康
朗

代
表
者
の
氏
名

中
條

康
朗

佐
藤

準

八
、

三
、
二
六

幸
齢
党

和
田

秀
樹

会
計
責
任
者
の

氏
名

澤
田

唯
行

堺
谷

要
二

八
、

三
、

六

國
志
天
誅
塾

洞
口

誠

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

岐
阜
県
高
山
市
赤

保
木
町
一
一
七

四

一
二

岐
阜
県
高
山
市
石

浦
町
六

一
一

六

一

八
、

四
、

一

こ
ど
も
を
社
会

で
育
て
る
会

遠
藤
奈
央
子

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
新
宿
区
四

谷
二

二

二

東
京
都
新
宿
区
四

谷
一

二

八
、

五
、
一
五

会
計
責
任
者
の

氏
名

遠
藤
奈
央
子

射
場
本
健
彦

再
生
の
道

奥
村

光
貴

会
計
責
任
者
の

氏
名

中
村

幸
信

西
岡

直
人

八
、

三
、
二
五

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

麹
町
六

二

一

東
京
都
八
丈
島
八

丈
町
中
之
郷
二
五

〇
七

八
、

五
、

七

再
生
の
道

和
田

裕
行

代
表
者
の
氏
名

和
田

裕
行

奥
村

光
貴

八
、

五
、
一
六

繁
本
ま
も
る
を

育
て
る
会

繁
本

護

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

八
、

一
、
二
一

（

八
、

四
、
二
〇
）

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

衆
議
院
議
員

公
職
の
候
補
者

の
氏
名
及
び
公

職
の
種
類
（
第

二
号
）

繁
本

護
、
衆

議
院
議
員

自
動
車
問
題
政

策
研
究
会

東
添

孝

代
表
者
の
氏
名

東
添

孝

森

茂
喜

八
、

二
、
二
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

山
﨑

美
里

長
岡

直
人

し
ば
慎
一
後
援

会

石
川

幸
德

代
表
者
の
氏
名

石
川

幸
德

田
村

正
勝

八
、

四
、
一
〇

社
会
保
障
政
策

懇
話
会

中
村

敏
幸

会
計
責
任
者
の

氏
名

中
村

敏
幸

吉
坂

純
一

八
、

六
、

一

自
由
と
創
造
ク

ラ
ブ

植
木

貞
夫

会
計
責
任
者
の

氏
名

植
木

孝
夫

植
木

茂
子

七
、

八
、
一
〇

秀
友
会

平
岡

秀
夫

会
計
責
任
者
の

氏
名

高
倉

直
子

平
岡

佳
子

八
、

四
、

八

淳
風
会

安
住

淳

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

宮
城
県
石
巻
市
南

中
里
四

一

一

八

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

二

一

八
、

二
、
一
二

少
子
化
対
策
党

ま
き
は
ら
ひ
と

し
後
援
会

槙
原

仁
志

政
治
団
体
の
名

称

少
子
化
対
策
党
ま

き
は
ら
ひ
と
し
後

援
会

少
子
化
対
策
党

八
、

六
、
一
五

情
報
公
開

渡
邊

大
三

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
小
金
井
市

緑
町
三

三

二

一

東
京
都
小
金
井
市

中
町
三

二
六

一
五

八
、

三
、
三
一

進
藤
金
日
子
後

援
会

林
田

直
樹

代
表
者
の
氏
名

林
田

直
樹

中
條

康
朗

八
、

三
、
二
六





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
新
党
や
ま
と

小
林

興
起

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

七
、
一
二
、
三
一

新
農
政
研
究
会

金
子
原
二
郎

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

長
崎
県
長
崎
市
桶

屋
町
三
七

長
崎
県
長
崎
市
新

大
工
町
六

二
五

八
、

四
、
一
三

代
表
者
の
氏
名

金
子
原
二
郎

松
本

英
達

新
風
会

遠
藤

利
明

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
港
区
愛
宕

二

三

一

東
京
都
渋
谷
区

富
ヶ
谷
一

六

一
二

八
、

四
、

一

住
重
労
連
政
治

活
動
委
員
会
東

京
支
部

柴
山

知
紀

代
表
者
の
氏
名

柴
山

知
紀

磐
田

哲
也

八
、

三
、
一
七

会
計
責
任
者
の

氏
名

松
下

裕
次

藤
村

友
行

政
経
調
査
会

石
和
田
義
輝

会
計
責
任
者
の

氏
名

石
和
田
美
正

石
和
田
さ
わ
子

七
、

五
、
一
七

政
治
結
社
皇
國

同
志
會

加
藤

友
祥

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

愛
知
県
み
よ
し
市

三
好
町
新
屋
二

九

一

愛
知
県
み
よ
し
市

三
好
町
井
ノ
花
八

七

八
、

三
、

九

政
治
結
社
守
魂

正
道
會

他
力

隆
行

会
計
責
任
者
の

氏
名

田
中

悟

井
上

富
夫

八
、

三
、

四

政
治
結
社
大
日

本
晃
勇
社

堀
内

利
博

代
表
者
の
氏
名

堀
内

利
博

谷
石

敏
人

七
、
一
二
、
三
一

政
治
結
社
大
日

本
護
楯
会
東
京

長
谷
川
昌
男

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

埼
玉
県
行
田
市
長

野
一

八

二
四

東
京
都
東
久
留
米

市
八
幡
町
二

二

六

八
、

四
、
一
七

政
治
結
社
大
日

本
燃
乃
魂
塾

鈴
木

実

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

千
葉
県
鎌
ケ
谷
市

鎌
ケ
谷
一

九

三
三

千
葉
県
鎌
ケ
谷
市

東
初
富
五

八

三
八

八
、

二
、

五

代
表
者
の
氏
名

鈴
木

実

黒
川

孟
瑠

政
治
結
社
天
祐

同
志
會
大
阪
本

部

橋
野

研
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

上
地

勲

角
南

裕
己

八
、

六
、

一

政
治
結
社
日
本

玄
洋
社
京
都
本

部

足
立

崇

会
計
責
任
者
の

氏
名

山
本

真
也

横
山

真
一

七
、

四
、

一

政
治
結
社
日
本

武
尊
塾

中
澤

成
光

会
計
責
任
者
の

氏
名

中
澤

成
光

山
内

誠

八
、

三
、

三

政
治
結
社
大
和

維
新
会

筆
保

重
美

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

京
都
府
京
田
辺
市

三
山
木
柚
ノ
木

九

五

京
都
府
宇
治
市
安

田
町
大
納
言
三

一

一
〇

八
、

六
、

一

政
治
結
社
龍
心

社
聖
史
塾
総
本

部

川
村

淳
一

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

山
梨
県
富
士
吉
田

市
松
山
一
二
四

〇

九

山
梨
県
富
士
吉
田

市
向
原
三

一

四

三
二

八
、

四
、

一

代
表
者
の
氏
名

川
村

淳
一

市
川

智
和

会
計
責
任
者
の

氏
名

川
村

淳
一

市
川

智
和

全
国
た
ば
こ
耕

作
者
政
治
連
盟

中
四
国
支
部

柿
内

節
男

代
表
者
の
氏
名

柿
内

節
男

寺
井

正
邇

八
、

五
、
一
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

長
岡

智
之

谷

正
美

全
国
た
ば
こ
耕

作
者
政
治
連
盟

中
日
本
支
部

菱
沼

利
弘

会
計
責
任
者
の

氏
名

川
﨑

敦
史

立
原

勲

七
、

四
、

一

全
国
土
地
改
良

政
治
連
盟

中
條

康
朗

代
表
者
の
氏
名

中
條

康
朗

佐
藤

準

八
、

三
、
二
六

全
国
美
容
政
治

連
盟

野
本

義
久

代
表
者
の
氏
名

野
本

義
久

藤

國
明

八
、

四
、

八

全
国
木
材
産
業

政
治
連
盟

平
方

宏

代
表
者
の
氏
名

平
方

宏

菅
野

康
則

八
、

五
、
一
五

全
水
卸
政
策
懇

談
会

佐
藤

正

代
表
者
の
氏
名

佐
藤

正

大
石

一
雄

八
、

四
、

一

太
翔
会

西
野

太
亮

会
計
責
任
者
の

氏
名

中
村

直
哉

田
丸

志
野

八
、

三
、
一
六

大
青
会

青
山

大
人

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

茨
城
県
土
浦
市
中

高
津
一

二
一

三

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

二

八
、

二
、
一
二

大
日
本
猟
友
政

治
連
盟

佐
々
木
洋
平

会
計
責
任
者
の

氏
名

宇
田
川
弘
康

三
橋

英
夫

八
、

四
、

一

高
見
康
裕
政
策

研
究
会

髙
見

康
裕

会
計
責
任
者
の

氏
名

小
林

一
巳

小
牧

雅
一

八
、

五
、
一
八

田
中
昌
史
全
国

後
援
会

田
中

昌
史

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

八
、

一
、
二
三

（

八
、

五
、

一
）

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

衆
議
院
議
員

公
職
の
候
補
者

の
氏
名
及
び
公

職
の
種
類
（
第

二
号
）

田
中

昌
史
、
衆

議
院
議
員

政
治
団
体
国
士

会

富
田

朝
久

代
表
者
の
氏
名

富
田

朝
久

谷
田

充

八
、

五
、
二
七

政
治
を
考
え
る

会

丹
藤
健
一
郎

会
計
責
任
者
の

氏
名

岡
藤

太
郎

伏
見
隆
太
郎

八
、

三
、
一
一

全
国
介
護
事
業

者
政
治
連
盟

山
室

淳

代
表
者
の
氏
名

山
室

淳

齊

正
行

八
、

四
、

六

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
に

係
る
国
会
議
員
関

係
政
治
団
体

全
国
ク
リ
ー
ニ

ン
グ
協
議
会
政

治
連
盟

青
木

渉

代
表
者
の
氏
名

青
木

渉

髙
木

健
志

八
、

三
、
一
二

全
国
警
備
業
政

治
連
盟

青
山

幸
恭

政
治
団
体
の
名

称

全
国
警
備
業
政
治

連
盟

全
国
警
備
業
連
盟

八
、

四
、

一

全
国
社
会
福
祉

政
治
連
盟

磯

彰
格

会
計
責
任
者
の

氏
名

田
仲

教
泰

金
井

正
人

八
、

五
、
一
一

全
国
ソ
ー
シ
ャ

ル
ケ
ア
連
盟

笹
岡

眞
弓

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

北
海
道
札
幌
市
清

田
区
清
田
八
条

三

一
九

七

北
海
道
札
幌
市
豊

平
区
月
寒
東
一
条

一
四

四

一

八
、

四
、
二
三

全
国
泰
山
会

小
里

泰
弘

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

二

一

鹿
児
島
県
薩
摩
川

内
市
平
佐
町
三
〇

三
六

一

八
、

三
、
一
六





西
日
本
プ
ラ
ン

ト
工
業
労
働
組

合
政
治
活
動
委

員
会

松
岡

正
樹

代
表
者
の
氏
名

松
岡

正
樹

後
藤

信
幸

七
、

七
、
一
八

会
計
責
任
者
の

氏
名

北
村

公
紀

松
岡

正
樹

日
販
協
政
治
連

盟

本
橋

常
彦

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
中
央
区
築

地
二

一
一

七

東
京
都
中
央
区
新

富
一

一
四

九

八
、

四
、

一

日
本
結
束
党

相
川
絹
二
郎

政
治
団
体
の
名

称

日
本
結
束
党

ネ
オ
幕
府
ア
キ
ノ

リ
党

八
、

四
、
一
六

日
本
国
際
福
祉

人
材
教
育
研
究

所

大
槻

薫
子

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

茨
城
県
つ
く
ば
市

松
代
三

六

七

茨
城
県
つ
く
ば
市

榎
戸
六
七
〇

九

八
、

五
、

八

日
本
士
道
会

壺
井

幹
太

代
表
者
の
氏
名

壺
井

幹
太

福
島

達
範

八
、

三
、

一

日
本
保
守
党

石
濱

哲
信

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

埼
玉
県
戸
田
市
美

女
木
二

二
二

二

東
京
都
港
区
新
橋

二

二
〇

一
五

七
、
一
二
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

鈴
村

昌
巳

石
濱

哲
信

日
本
未
来
派
政

志
会

竹
井

英
行

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
中
央
区
八

丁
堀
二

一

七

東
京
都
中
央
区
日

本
橋
一

一
八

九

八
、

四
、
三
〇

日
本
民
族
青
年

会
議
柏
総
本
部

政
治
結
社
克
勇

会

水
越

嘉
完

政
治
団
体
の
名

称

日
本
民
族
青
年
会

議
柏
総
本
部
政
治

結
社
克
勇
会

政
治
結
社
克
勇
会

柏
総
本
部

七
、
一
二
、
一
五

日
本
酪
農
政
治

連
盟

臼
井

勉

代
表
者
の
氏
名

臼
井

勉

柴
田

輝
男

八
、

三
、

四

会
計
責
任
者
の

氏
名

柴
田

輝
男

宮
本
貞
治
郎

日
本
労
働
党

秋
山

秀
男

会
計
責
任
者
の

氏
名

迫
田

富
雄

平
石

義
則

七
、

四
、

一

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
田
中
昌
史
全
国

後
援
会

斉
藤

秀
之

代
表
者
の
氏
名

斉
藤

秀
之

田
中

昌
史

八
、

四
、
二
五

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
二
号
に

係
る
国
会
議
員
関

係
政
治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

田
中
昌
史
全
国

後
援
会

田
中

昌
史

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

二

東
京
都
品
川
区
南

品
川
二

一
七

三
五

八
、

五
、

八

代
表
者
の
氏
名

田
中

昌
史

斉
藤

秀
之

会
計
責
任
者
の

氏
名

内
藤

貴
司

友
清

直
樹

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
二
号
に

係
る
国
会
議
員
関

係
政
治
団
体

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

衆
議
院
議
員

中
国
地
方
電
力

総
連
政
治
活
動

委
員
会

川
﨑

潤
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

市
川

智
弘

中
嶋

謙
二

七
、
一
〇
、
一
七

忠
政
会

吉
村

知
見

代
表
者
の
氏
名

吉
村

知
見

伊
達

忠
一

八
、

三
、
三
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

小
林

葵

吉
村

知
見

つ
ば
さ
の
党

黒
川

敦
彦

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

六
、

五
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

黒
川

敦
彦

小
谷

繁

八
、

三
、
二
五

強
い
福
島
を
創

る
会

上
杉
謙
太
郎

会
計
責
任
者
の

氏
名

早
川
健
一
郎

櫻
井

誠

八
、

三
、
二
三

定
期
健
康
診
断

を
廃
止
す
る
党

田
島

貴
英

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

七
、
一
二
、
三
一

Ｔ
Ｋ
Ｃ
中
国
政

経
研
究
会

安
部

知
格

代
表
者
の
氏
名

安
部

知
格

寺
越

愼
一

八
、

四
、
二
二

東
京
公
司
大
麻

党
連
邦
捜
査
局

山
﨑

雅
之

会
計
責
任
者
の

氏
名

山
﨑

幸
子

奥
野

雅
史

八
、

一
、

七

闘
心
塾
九
州
本

部

小
川

泰
幸

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

福
岡
県
古
賀
市
今

の
庄
三

四

一

一

福
岡
県
古
賀
市
薦

野
一
一
四
二

一

八
、

三
、
一
〇

呑
舟
会

麻
生

逸
雄

会
計
責
任
者
の

氏
名

山
口

諒

野
田

友
視

八
、

三
、

一

中
野
洋
昌
後
援

会

畠
山

郁
朗

代
表
者
の
氏
名

畠
山

郁
朗

杉
安

保
宣

七
、
一
二
、
一
二

新
妻
ひ
で
き
後

援
会

松
波

克
英

会
計
責
任
者
の

氏
名

新
妻
真
里
奈

萱
原

信
英

七
、

八
、
一
八

新
妻
ひ
で
き
後

援
会

新
妻

秀
規

代
表
者
の
氏
名

新
妻

秀
規

松
波

克
英

七
、

九
、
一
六

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
二
号
に

係
る
国
会
議
員
関

係
政
治
団
体

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

参
議
院
議
員

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

愛
知
県
名
古
屋
市

中
区
錦
一

七

七

愛
知
県
名
古
屋
市

中
区
栄
一

一

四

一
五

七
、
一
二
、
一
九

会
計
責
任
者
の

氏
名

新
妻

秀
規

新
妻
真
里
奈





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
長
谷
川
英
晴
北

陸
後
援
会

山
口

正
浩

代
表
者
の
氏
名

山
口

正
浩

宇
野

憲
二

八
、

四
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

宮
村

正
人

竹
下

雅
裕

英
の
会

東
国
原
英
夫

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

宮
崎
県
宮
崎
市
橘

通
西
二

四

二

〇

宮
崎
県
宮
崎
市
広

島
一

一
七

二

一

八
、

四
、
二
一

原
田
直
樹
後
援

会

原
田

直
樹

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

二

一

神
奈
川
県
鎌
倉
市

岩
瀬
一

二

一

八
、

四
、
一
〇

会
計
責
任
者
の

氏
名

服
部

正
利

東
條

健

東
日
本
と
き
わ

会

夏
目

誠

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
新
宿
区
四

谷
本
塩
町
一
一

九

東
京
都
渋
谷
区

代
々
木
二

五

一

八
、

三
、
三
〇

ひ
な
を
育
て
る

会

草
野

比
菜

会
計
責
任
者
の

氏
名

山
崎

優
樹

草
野

仁
志

八
、

三
、
二
六

日
の
丸
世
直
し

大
日
本
誠
心
義

塾
三
重
総
本
部

竹
内

健
志

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

三
重
県
津
市
半
田

四
五
三

一

三
重
県
津
市
本
町

二
九

二
四

七
、
一
二
、

一

平
木
だ
い
さ
く

後
援
会

平
木

大
作

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

千
葉
県
市
川
市
市

川
南
三

一
二

千
葉
県
船
橋
市
湊

町
一

七

四

八
、

三
、

一

藤
木
し
ん
や
後

援
会

藤
木

眞
也

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

内
神
田
一

一

一

一
〇

東
京
都
千
代
田
区

神
田
錦
町
一

二

三

八
、

四
、
二
三

北
陸
電
力
総
連

政
治
活
動
委
員

会

小
笠
原
弘
二

会
計
責
任
者
の

氏
名

倉
本

賢
一

沖
村

駿
成

七
、

七
、

九

北
海
道
を
愛
す

る
み
ん
な
の
会

高
橋
は
る
み

会
計
責
任
者
の

氏
名

高
田

久

藤
部

英
一

八
、

三
、

一

松
岡
由
紀
彦
後

援
会

松
岡
由
紀
彦

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

高
知
県
土
佐
市
東

鴨
地
六
二
四

一

高
知
県
高
知
市
福

井
東
町
一
〇

二

三

八
、

一
、
三
〇

松
本
た
け
あ
き

後
援
会

松
本

剛
明

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

八
、

一
、
二
三

三
菱
重
工
労
働

組
合
高
砂
製
作

所
支
部
政
治
活

動
委
員
会

清
水

孝
則

政
治
団
体
の
名

称

三
菱
重
工
労
働
組

合
高
砂
製
作
所
支

部
政
治
活
動
委
員

会

三
菱
重
工
グ
ル
ー

プ
労
働
組
合
連
合

会
高
砂
地
区
本
部

政
治
活
動
委
員
会

七
、
一
〇
、

一

代
表
者
の
氏
名

清
水

孝
則

藤
井

郁
也

会
計
責
任
者
の

氏
名

藤
井

郁
也

石
谷

嘉
英

未
来
う
ぶ
や
ま

井

崇
晃

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

熊
本
県
阿
蘇
郡
産

山
村
田
尻
六
三

七

二

熊
本
県
阿
蘇
郡
産

山
村
田
尻
九
八

二

一

八
、

三
、
一
一

代
表
者
の
氏
名

井

崇
晃

森
本

春
樹

民
主
社
会
主
義

に
も
と
づ
く
未

来
を
つ
く
る
会

古
川

大

代
表
者
の
氏
名

古
川

大

木
暮

弘

八
、

二
、
一
八

保
岡
宏
武
後
援

会
連
合
会

保
岡

広
武

会
計
責
任
者
の

氏
名

保
岡
美
祐
紀

保
岡

広
武

八
、

五
、
一
八

山
田
宏
よ
い
国

後
援
会

佐
藤

友
哉

代
表
者
の
氏
名

佐
藤

友
哉

大
島

康
之

八
、

三
、
二
八

会
計
責
任
者
の

氏
名

大
島

康
之

新
良

薫

山
田
も
と
や
す

後
援
会

山
田

基
靖

会
計
責
任
者
の

氏
名

丸
山

安
英

山
田

基
靖

八
、

五
、
一
一

郵
政
政
策
研
究

会
関
東
地
方
本

部

黒
岩

伸
一

会
計
責
任
者
の

氏
名

佐
々
木
健
一

伊
藤

清
一

八
、

四
、

七

郵
政
政
策
研
究

会
北
陸
地
方
本

部

山
口

正
浩

代
表
者
の
氏
名

山
口

正
浩

宇
野

憲
二

八
、

四
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

瀧
川

雅
博

皿
澤

三
雄

吉
川
ゆ
う
み
を

育
て
る
会

吉
川

有
美

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
及

び
第
二
号
に
係
る

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体

七
、

七
、
二
九

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
港
区
芝

四

一
六

二

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

一

七
、

八
、

一

会
計
責
任
者
の

氏
名

吉
川

知
行

谷
口

史
洋

龍
馬
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
全
国
会

石
川

勝

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体
の
区

分

法
第
十
九
条
の
七

第
一
項
第
一
号
に

係
る
国
会
議
員
関

係
政
治
団
体

国
会
議
員
関
係
政

治
団
体
以
外
の
政

治
団
体

七
、
一
〇
、

八

公
職
の
種
類

（
第
一
号
）

衆
議
院
議
員

林
土
連
懇
話
会

嶋
﨑

勝
昭

代
表
者
の
氏
名

嶋
﨑

勝
昭

新
谷
龍
一
郎

八
、

二
、
一
七

労
働
政
策
研
究

会

川
合

孝
典

会
計
責
任
者
の

氏
名

南
澤

宏
樹

和
田

照
男

八
、

四
、
二
五

Ｙ
Ｍ
Ｆ
経
済
研

究
会

森

裕
子

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

千
葉
県
安
房
郡
鋸

南
町
保
田
一
三
二

二

東
京
都
千
代
田
区

平
河
町
一

八

一
一

八
、

三
、
二
〇

会
計
責
任
者
の

氏
名

中
村

岳
夫

関
熊
千
穂
子

備
考

従
来
、
総
務
大
臣
に
届
出
が
さ
れ
て
い
た
、
自
由
民
主
党
青
森
県
第
一
選
挙
区
支
部
は
青
森
県
選
挙
管
理
委
員

会
に
、
自
由
民
主
党
広
島
県
第
四
選
挙
区
支
部
は
広
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
に
届
出
す
べ
き
政
治
団
体
と
な
っ
た

も
の
で
あ
る
。

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
二
十
五
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
治
団
体
の
解
散
の

届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

総
務
大
臣

林

芳
正

政
党
の
支
部政

治

団

体

の

名

称

代
表
者

の
氏
名

解
散
年
月
日

（
令
和
）

公
明
党
衆
議
院
比
例
区
南
関
東
第
１
総
支
部

沼
崎

満
子

八
、

四
、
二
四

公
明
党
衆
議
院
比
例
区
南
関
東
第
２
総
支
部

角
田

秀
穂

八
、

五
、
一
二

公
明
党
衆
議
院
比
例
区
九
州
第
５
総
支
部

濵
地

雅
一

八
、

二
、
二
八

自
由
民
主
党
東
京
都
参
議
院
比
例
区
第
九
十
五
支
部

藤
田

誠

七
、
一
二
、
三
一

自
由
民
主
党
山
梨
県
参
議
院
比
例
区
第
二
十
四
支
部

赤
池

誠
章

八
、

二
、
二
七





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報

そ
の
他
の
政
治
団
体
（
政
党
及
び
政
治
資
金
団
体
以
外
の
政
治
団
体
）

政

治

団

体

の

名

称

代
表
者

の
氏
名

解
散
年
月
日

（
令
和
）

愛
国
団
体
敬
愛
倭
塾

小
嶋

和
正

七
、
一
〇
、

一

赤
字
黒
字

安
藤

裕

七
、
一
二
、
三
一

阿
部
恭
久
事
務
所

阿
部

恭
久

八
、

四
、
二
四

石
井
良
恵
を
笑
わ
せ
る
会

石
井

良
恵

八
、

三
、
三
〇

石
田
ま
さ
ひ
ろ
を
応
援
す
る
会

小
阪

佳
代

八
、

二
、
二
八

市
川
の
り
ゆ
き
後
援
会

市
川

宗
是

七
、
一
二
、
三
一

一
照
会

川
野

邦
仁

七
、
一
二
、
三
一

上
畠
の
り
ひ
ろ
鎌
倉
後
援
会

水
品
壮
二
郎

八
、

三
、
一
九

上
畠
の
り
ひ
ろ
慶
友
会

林

剣
太

八
、

四
、
二
八

咸
臨
倶
楽
部

大
中

吉
一

八
、

二
、
一
六

近
畿
政
経
調
査
会

小
寺

浩
二

七
、
一
二
、
三
一

薫
風
桜
花
塾
青
龍
会

吉
田

一
男

七
、
一
二
、
二
四

皇
竜
会

梶
原

忠
史

七
、
一
二
、
三
一

國
士
玄
洋
社

中
山

昌
幸

七
、
一
二
、
三
一

國
士
黒
龍
会

中
山

昌
幸

七
、
一
二
、
三
一

國
士
卍
字
會

中
山

昌
幸

七
、
一
二
、
三
一

黒
龍
会

中
山

昌
幸

七
、
一
二
、
三
一

国
家
構
想
戦
略
協
議
会

吉
田

一
男

七
、
一
二
、
二
四

さ
ん
そ
う
会

杉
本

雄
二

七
、
一
二
、
三
一

社
会
民
主
主
義
フ
ォ
ー
ラ
ム

羽
田

圭
二

七
、
一
二
、
三
一

新
産
業
経
済
研
究
会

中
島

篤

七
、
一
〇
、
三
〇

政
治
結
社
西
行
社

田

時
忠

八
、

五
、
三
一

政
治
結
社
昭
魂
塾

杉
田

和
男

八
、

一
、
二
四

政
治
結
社
政
栄
義
塾
総
本
部

國
村

忠
広

七
、
一
二
、
二
五

政
治
結
社
大
和
勇
和
塾

嶋
田

朋
広

七
、
一
二
、
二
〇

政
治
団
体
獅
子
会

岡
本

尊
仁

七
、
一
二
、
三
一

政
治
団
体
世
界
環
境
保
全
推
進
機
構

古
津

英
明

七
、
一
二
、
三
一

創
新
会

山
田

和
治

八
、

三
、
一
〇

西
日
本
と
き
わ
会
福
知
山
支
部

桐
村

博
之

八
、

三
、
三
一

「
日
本
の
道
」
政
策
研
究
会

松
本

剛
明

七
、
一
二
、
二
四

野
中
か
ず
ひ
で
後
援
会
和
衆
会

野
中

一
秀

八
、

一
、
三
〇

平
木
だ
い
さ
く
を
励
ま
す
会

片
田

幸
一

七
、
一
一
、

六

福
原
み
ら
い
後
援
会

福
原

未
来

七
、
一
二
、
三
一

プ
リ
ベ
ン
ト
メ
デ
ィ
カ
ル
久
米
慶
被
害
者
の
会
及
び
創
価
学
会
撲
滅
党

小
谷

繁

七
、
一
二
、
三
一

無
所
属
く
に
た
ち

平
岡

順
子

七
、
一
二
、
二
四

モ
ン
ジ
ュ

東
郷

清
児

八
、

四
、
二
七

友
樹
会

佐
藤

茂
樹

七
、
一
二
、
三
一

柳
美
政
治
研
究
会

柳
澤

光
美

八
、

三
、
一
〇

繁
本

護

衆
議
院
議
員

繁
本
ま
も
る
を
育

て
る
会

京
都
府
京
都
市
東
山
区
大
和
大
路
五
条
上

る
山
崎
町
三
八
八

八
、

一
、
二
一

鈴
木

拓
海

衆
議
院
議
員

拓
海
会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

二

一

八
、

四
、

六

大
海
雄
一
郎

参
議
院
議
員

都
市
政
策
研
究

フ
ォ
ー
ラ
ム

東
京
都
千
代
田
区
紀
尾
井
町
三

三
三

八
、

五
、
一
五

田
中

昌
史

衆
議
院
議
員

田
中
昌
史
全
国
後

援
会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

一

二

八
、

五
、

八

新
妻

秀
規

参
議
院
議
員

新
妻
ひ
で
き
後
援

会

愛
知
県
名
古
屋
市
中
区
錦
一

七

七

七
、
一
二
、
一
九

山
下
史
守
朗

衆
議
院
議
員

創
山
会

愛
知
県
小
牧
市
小
牧
四

一
〇
二

八
、

三
、
二
二

山
田

基
靖

衆
議
院
議
員

山
田
も
と
や
す
後

援
会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

二

一

八
、

一
、
二
三

吉
田

有
理

衆
議
院
議
員

信
有
会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

二

一

八
、

四
、

一

渡
邊
真
太
朗

衆
議
院
議
員

青
風
真
乃
会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

二

一

六
、
一
〇
、

一

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
二
十
六
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
資
金
管
理
団
体
の
届

出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
法
第
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
そ
の
名
称
等
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

総
務
大
臣

林

芳
正

資
金
管
理
団

体
の
届
出
を

し
た
者
（
代

表
者
）
の
氏

名

公
職
の
種
類

資
金
管
理
団
体
の

名
称

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

指
定
年
月
日

（
令
和
）

足
立

康
史

参
議
院
議
員

新
風
会

大
阪
府
茨
木
市
大
手
町
九

二
六

七
、

五
、
三
〇

稲
垣

秀
哉

参
議
院
議
員

稲
垣
秀
哉
と
関
西

の
未
来
を
つ
く
る

会

兵
庫
県
芦
屋
市
平
田
町
八

一
七

四
、

二
、

八

遠
藤
芙
美
代

参
議
院
議
員

奥
田
ふ
み
よ
後
援

会

福
岡
県
糸
島
市
前
原
中
央
二

五

一
六

六
、

五
、
一
〇

大
河

藍
理

衆
議
院
議
員

渡
辺
あ
い
り
と
日

本
を
明
る
く
す
る

会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

一

二

八
、

四
、

八

川
松
真
一
朗

衆
議
院
議
員

真
政
会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

一

二

八
、

二
、
二
〇

草
野

比
菜

衆
議
院
議
員

ひ
な
を
育
て
る
会

東
京
都
千
代
田
区
永
田
町
二

二

一

八
、

二
、
一
六

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
二
十
七
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
九
条
第
三
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
資
金
管
理
団

体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
法
第
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
公
表

す
る
。令

和
八
年
九
月
一
日

総
務
大
臣

林

芳
正

資
金
管
理
団

体
の
届
出
を

し
た
者
の
氏

名

資
金
管
理
団
体
の

名
称

異
動
事
項

新

旧

異
動
年
月
日

（
令
和
）

相
川
絹
二
郎

日
本
結
束
党

政
治
団
体
の
名

称

日
本
結
束
党

ネ
オ
幕
府
ア
キ
ノ

リ
党

八
、

四
、
一
六

青
山

大
人

大
青
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

茨
城
県
土
浦
市
中

高
津
一

二
一

三

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

二

八
、

二
、
一
二

安
住

淳

淳
風
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

宮
城
県
石
巻
市
南

中
里
四

一

一

八

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

二

一

八
、

二
、
一
二

稲
垣

秀
哉

稲
垣
秀
哉
と
関
西

の
未
来
を
つ
く
る

会

公
職
の
種
類

大
阪
府
知
事

参
議
院
議
員

五
、

三
、

一

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

大
阪
府
大
阪
市
淀

川
区
西
中
島
五

八

二
九

兵
庫
県
芦
屋
市
平

田
町
八

一
七

五
、

三
、

二





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
臼
木

秀
剛

臼
木
ひ
で
た
け
後

援
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

北
海
道
札
幌
市
中

央
区
北
五
条
西
六

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

二

八
、

四
、
二
〇

枝
野

幸
男

ア
ッ
チ
ェ
ル
・
え

だ
の
幸
男
と
２
１

世
紀
を
つ
く
る
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

埼
玉
県
さ
い
た
ま

市
大
宮
区
堀
の
内

町
一

一
一
六

一

埼
玉
県
さ
い
た
ま

市
大
宮
区
大
門
町

二

一
〇
八

五

八
、

四
、

一

遠
藤
奈
央
子

こ
ど
も
を
社
会
で

育
て
る
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
新
宿
区
四

谷
二

二

二

東
京
都
新
宿
区
四

谷
一

二

八
、

五
、
一
五

大
串

博
志

大
串
博
志
後
援
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

佐
賀
県
小
城
市
三

日
月
町
長
神
田
一

八
〇
七

三

佐
賀
県
小
城
市
牛

津
町
柿
樋
瀬
一
〇

六
二

一

八
、

四
、

一

小
里

泰
弘

全
国
泰
山
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

二

一

鹿
児
島
県
薩
摩
川

内
市
平
佐
町
三
〇

三
六
ー
一

八
、

三
、
一
六

尾
身

朝
子

朝
風
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

一

二

東
京
都
千
代
田
区

飯
田
橋
四

一

〇

一

八
、

二
、

九

金
子

道
仁

金
子
み
ち
ひ
と
後

援
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

兵
庫
県
川
辺
郡
猪

名
川
町
広
根
野
尻

二
四

三

兵
庫
県
川
辺
郡
猪

名
川
町
若
葉
一

一
三
七

二
二

八
、

五
、
二
三

木
原
功
仁
哉

木
原
く
に
や
後
援

会

公
職
の
種
類

神
戸
市
議
会
議
員

参
議
院
議
員

七
、
一
二
、
三
一

須
藤

元
気

Ｗ
Ｅ

Ａ
Ｒ
Ｅ

Ａ
Ｌ
Ｌ

Ｏ
Ｎ
Ｅ

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
江
東
区
東

陽
五

二
六

六

東
京
都
江
東
区
東

陽
五

二
六

一

五

八
、

四
、
一
五

原
田

直
樹

原
田
直
樹
後
援
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
二

二

一

神
奈
川
県
鎌
倉
市

岩
瀬
一

二

一

八
、

四
、
一
〇

平
木

大
作

平
木
だ
い
さ
く
後

援
会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

千
葉
県
市
川
市
市

川
南
三

一
二

千
葉
県
船
橋
市
湊

町
一

七

四

八
、

三
、

一

森

裕
子

Ｙ
Ｍ
Ｆ
経
済
研
究

会

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

千
葉
県
安
房
郡
鋸

南
町
保
田
一
三
二

二

東
京
都
千
代
田
区

平
河
町
一

八

一
一

八
、

三
、
二
〇

陸
上
施
設

◎
共
同
使
用

施
設
番
号

施

設

名

所

在

地

名

所
有
関
係

摘

要

三
〇
六
七

横
浜
ノ
ー
ス
・
ド
ッ

ク

横
浜
市

国
有

土
地
：
約
七
、
二
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

水
域
：
約
三
六
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

国
有

工
作
物
：
岸
壁

訓
練
施
設
と
し
て
共
同
使
用
す
る
。

使
用
期
間
：
令
和
八
年
九
月
十
一
日
か
ら

同
月
十
六
日
ま
で
の
間

四
〇
八
三

川
上
弾
薬
庫

東
広
島
市

国
有

土
地
：
約
二
七
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
鋪
床
等

訓
練
施
設
と
し
て
共
同
使
用
す
る
。

使
用
期
間
：
令
和
八
年
九
月
二
日
か
ら
同

月
十
一
日
ま
で
の
間

四
〇
八
四

広
弾
薬
庫

呉
市

国
有

土
地
：
約
二
六
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
鋪
床
等

訓
練
施
設
と
し
て
共
同
使
用
す
る
。

使
用
期
間
：
令
和
八
年
九
月
二
日
か
ら
同

月
十
一
日
ま
で
の
間

六
〇
四
三

キ
ャ
ン
プ
桑
江

沖
縄
県
中
頭
郡
北
谷
町

国
有

土
地
：
約
六
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

民
有

土
地
：
約
一
、
七
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

訓
練
施
設
と
し
て
共
同
使
用
す
る
。

使
用
期
間
：
令
和
八
年
八
月
二
十
九
日
か

ら
同
年
九
月
十
日
ま
で
の
間

六
〇
四
四

キ
ャ
ン
プ
瑞
慶
覧

沖
縄
県
中
頭
郡
北
谷
町

国
有

土
地
：
約
三
八
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

民
有

土
地
：
約
五
、
三
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

国
有

建
物
：
約
一
、
一
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

訓
練
施
設
と
し
て
共
同
使
用
す
る
。

使
用
期
間
：
令
和
八
年
八
月
二
十
九
日
か

ら
同
年
九
月
十
日
ま
で
の
間

六
〇
四
八

ホ
ワ
イ
ト
・
ビ
ー
チ

地
区

う
る
ま
市

国
有

土
地
：
約
五
四
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

公
有

土
地
：
約
五
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

民
有

土
地
：
約
一
三
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

進
入
路
整
備
に
係
る
調
査
の
た
め
共
同
使

用
す
る
。

使
用
期
間
：
調
査
終
了
の
日
ま
で

六
〇
五
六

牧
港
補
給
地
区

浦
添
市

国
有

土
地
：
約
四
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

公
有

土
地
：
約
三
五
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

民
有

土
地
：
約
二
、
三
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

国
有

建
物
：
約
六
、
九
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

訓
練
施
設
と
し
て
共
同
使
用
す
る
。

使
用
期
間
：
令
和
八
年
八
月
二
十
九
日
か

ら
同
年
九
月
十
日
ま
で
の
間

六
〇
六
四

那
覇
港
湾
施
設

那
覇
市

国
有

土
地
：
約
四
九
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

民
有

土
地
：
約
一
、
四
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

訓
練
施
設
と
し
て
共
同
使
用
す
る
。

使
用
期
間
：
令
和
八
年
八
月
二
十
九
日
か

ら
同
年
九
月
十
日
ま
で
の
間

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
二
十
八
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
十
九
条
第
三
項
第
一
号
の
規

定
に
よ
る
資
金
管
理
団
体
の
指
定
の
取
消
及
び
同
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
資
金
管
理
団
体
で
な
く
な
っ
た
旨
の
届
出

が
あ
っ
た
の
で
、
法
第
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

総
務
大
臣

林

芳
正

法
第
十
九
条
第
三
項
第
一
号
に
よ
る
届
出

資
金
管
理
団
体
の
届
出

を
し
た
者
の
氏
名

資

金

管

理

団

体

の

名

称

取
消
年
月
日

（
令
和
）

松
本

剛
明

松
本
た
け
あ
き
後
援
会

八
、

一
、
二
三

法
第
十
九
条
第
三
項
第
二
号
に
よ
る
届
出

資
金
管
理
団
体
の
届
出

を
し
た
者
の
氏
名

資

金

管

理

団

体

の

名

称

資
金
管
理
団
体
で
な

く
な
っ
た
年
月
日

（
令
和
）

阿
部

恭
久

阿
部
恭
久
事
務
所

八
、

四
、
二
四

佐
藤

茂
樹

友
樹
会

七
、
一
二
、
三
一

吉
川

有
美

吉
川
ゆ
う
み
を
育
て
る
会

七
、

七
、
二
九

〇
防
衛
省
告
示
第
二
百
二
十
九
号

日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び
に
日

本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
使
用
を
許
さ
れ
る
施

設
及
び
区
域
に
つ
い
て
、
共
同
使
用
及
び
追
加
提
供
が
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
次
の
と
お
り
決
定
さ
れ
た
。

令
和
八
年
九
月
一
日

防
衛
大
臣

小
泉
進
次
郎
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三
一
九
三

浜
松
飛
行
場

浜
松
市

国
有

土
地
：
約
六
〇
〇
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト

ル建
物
：
約
二
二
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
門
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
四
日
か
ら
同
月
十
一

日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

三
一
八
九

朝
霞
駐
屯
地

朝
霞
市
、
和
光
市
、
東

京
都
練
馬
区

国
有

土
地
：
約
一
、
九
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

建
物
：
約
一
二
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
水
道
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
八
日
か
ら
同
月
二
十

四
日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

陸
上
自
衛
隊
朝
霞
駐
屯
地
の
施
設
の
一
部

を
、
地
位
協
定
第
二
条
四
⒝
の
適
用
あ
る

施
設
及
び
区
域
と
し
て
提
供
す
る
。
提
供

期
間
中
は
、
地
位
協
定
の
関
連
あ
る
条
項

が
適
用
さ
れ
る
。

一
〇
七
七

丘
珠
駐
屯
地

札
幌
市

国
有

土
地
：
約
九
八
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

建
物
：
約
一
、
八
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
水
道
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
七
日
か
ら
同
月
三
十

日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

陸
上
自
衛
隊
丘
珠
駐
屯
地
の
施
設
の
一
部

を
、
地
位
協
定
第
二
条
四
⒝
の
適
用
あ
る

施
設
及
び
区
域
と
し
て
提
供
す
る
。
提
供

期
間
中
は
、
地
位
協
定
の
関
連
あ
る
条
項

が
適
用
さ
れ
る
。

三
〇
三
五

習
志
野
演
習
場

船
橋
市
、
八
千
代
市

国
有

土
地
：
約
一
、二
四
二
、〇
〇
〇
平
方
メ
ー

ト
ル
建
物
：
約
一
二
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
水
道
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
十
一
日
か
ら
同
月
十

五
日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

陸
上
自
衛
隊
習
志
野
演
習
場
及
び
陸
上
自

衛
隊
習
志
野
駐
屯
地
の
施
設
の
一
部
を
、

地
位
協
定
第
二
条
四
⒝
の
適
用
あ
る
施
設

及
び
区
域
と
し
て
提
供
す
る
。
提
供
期
間

中
は
、
地
位
協
定
の
関
連
あ
る
条
項
が
適

用
さ
れ
る
。

◎
追
加
提
供

施
設
番
号

施

設

名

所

在

地

名

所
有
関
係

摘

要

一
〇
六
六

東
千
歳
駐
屯
地

千
歳
市

国
有

土
地
：
約
二
八
〇
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト

ル建
物
：
約
一
、
九
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
水
道
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
二
日
か
ら
同
月
三
十

日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

陸
上
自
衛
隊
東
千
歳
駐
屯
地
の
施
設
の
一

部
を
、
地
位
協
定
第
二
条
四
⒝
の
適
用
あ

る
施
設
及
び
区
域
と
し
て
提
供
す
る
。
提

供
期
間
中
は
、
地
位
協
定
の
関
連
あ
る
条

項
が
適
用
さ
れ
る
。

一
〇
六
六

東
千
歳
駐
屯
地

苫
小
牧
市

国
有

土
地
：
約
九
、
一
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

公
有

土
地
：
約
二
二
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

国
有

工
作
物
：
鋪
床
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
二
日
か
ら
同
月
十
六

日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

陸
上
自
衛
隊
東
千
歳
駐
屯
地
（
苫
小
牧
西

港
）
の
施
設
の
一
部
を
、
地
位
協
定
第
二

条
四
⒝
の
適
用
あ
る
施
設
及
び
区
域
と
し

て
提
供
す
る
。
提
供
期
間
中
は
、
地
位
協

定
の
関
連
あ
る
条
項
が
適
用
さ
れ
る
。

一
〇
六
九

別
海
矢
臼
別
大
演
習

場

北
海
道
野
付
郡
別
海
町

国
有

建
物
：
約
五
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
照
明
装
置
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
七
日
か
ら
同
月
三
十

日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

陸
上
自
衛
隊
別
海
矢
臼
別
大
演
習
場
の
施

設
の
一
部
を
、
地
位
協
定
第
二
条
四
⒝
の

適
用
あ
る
施
設
及
び
区
域
と
し
て
提
供
す

る
。
提
供
期
間
中
は
、
地
位
協
定
の
関
連

あ
る
条
項
が
適
用
さ
れ
る
。

一
〇
七
〇

釧
路
駐
屯
地

釧
路
市

国
有

土
地
：
約
八
〇
、
〇
〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

工
作
物
：
鋪
床
等

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
二
日
か
ら
同
月
十
六

日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

陸
上
自
衛
隊
釧
路
駐
屯
地
（
釧
路
港
）
の

施
設
の
一
部
を
、
地
位
協
定
第
二
条
四
⒝

の
適
用
あ
る
施
設
及
び
区
域
と
し
て
提
供

す
る
。
提
供
期
間
中
は
、
地
位
協
定
の
関

連
あ
る
条
項
が
適
用
さ
れ
る
。
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航
空
自
衛
隊
浜
松
基
地
の
施
設
の
一
部

を
、
地
位
協
定
第
二
条
四
⒝
の
適
用
あ
る

施
設
及
び
区
域
と
し
て
提
供
す
る
。
提
供

期
間
中
は
、
地
位
協
定
の
関
連
あ
る
条
項

が
適
用
さ
れ
る
。

五
一
二
一

築
城
飛
行
場

春
日
市

国
有

建
物
：
約
二
〇
平
方
メ
ー
ト
ル

訓
練
施
設
と
し
て
追
加
提
供
す
る
。

使
用
期
間
：

一

令
和
八
年
九
月
七
日
か
ら
同
月
十
一

日
ま
で
の
間

二

必
要
に
応
じ
、
訓
練
の
展
開
及
び
撤

収
の
た
め
の
追
加
期
間

航
空
自
衛
隊
春
日
基
地
の
施
設
の
一
部

を
、
地
位
協
定
第
二
条
四
⒝
の
適
用
あ
る

施
設
及
び
区
域
と
し
て
提
供
す
る
。
提
供

期
間
中
は
、
地
位
協
定
の
関
連
あ
る
条
項

が
適
用
さ
れ
る
。

〇
関
東
地
方
整
備
局
告
示
第
二
百
六
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

関
東
地
方
整
備
局
長

西
澤
賢
太
郎

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

一
号

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

川
崎
市
幸
区
都
町
七
一
番
二
か
ら
同
市
幸
区
南
幸
町
一
丁
目

五
四
番
地
先
ま
で

前後

二
二
・
九
八
〜
四
三
・
六
五

二
四
・
三
七
〜
四
三
・
六
五

〇
・
〇
四
八

〇
・
〇
四
八

図
面
縦
覧
場
所

関
東
地
方
整
備
局
及
び
同
局
横
浜
国
道
事
務
所

〇
関
東
地
方
整
備
局
告
示
第
二
百
七
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

関
東
地
方
整
備
局
長

西
澤
賢
太
郎

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

十
六
号

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

野
田
市
船
形
字
上
原
参
一
六
三
四
番
一
か
ら
同
市
船
形
字
上

原
壱
一
五
〇
三
番
一
ま
で

前後

二
三
・
九
八
〜
四
一
・
八
六

二
三
・
九
八
〜
三
六
・
〇
四

〇
・
七
八
三

〇
・
七
八
三

図
面
縦
覧
場
所

関
東
地
方
整
備
局
及
び
同
局
千
葉
国
道
事
務
所

〇
関
東
地
方
整
備
局
告
示
第
二
百
八
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
供
用
を
開
始
す
る
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

関
東
地
方
整
備
局
長

西
澤
賢
太
郎

路
線
名

供

用

開

始

の

区

間

図
面
縦
覧
場
所

二
百
四
十
六
号

伊
勢
原
市
上
粕
屋
字
石
倉
中
一
四
五
三
番
五
地
先
か
ら
同
市
上
粕

屋
字
石
倉
中
一
四
九
三
番
二
地
先
ま
で

関
東
地
方
整
備
局
及
び
同
局
川

崎
国
道
事
務
所

供
用
開
始
の
期
日

令
和
八
年
九
月
一
日

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
三
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
高
速
自
動
車
国
道
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
七
十
九
号
）
第
七
条

第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
三
十
日
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

中
国
地
方
整
備
局
長

山
本

大
志

路

線

名

高
速
自
動
車
国
道
中
国
横
断
自
動
車
道
尾
道
松
江
線

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

庄
原
市
水
越
町
字
皇
塩
五
四
三
一
番
一
か
ら
同
市
高
野
町
和

南
原
字
上
深
石
山
五
三
一
〇
番
二
ま
で

前後

一
〇
五
〇
〜
二
三
六
〇
〇

一
〇
五
〇
〜
二
三
三
九
五
二
九
六
二
〇

二
九
六
二
〇

図
面
縦
覧
場
所

中
国
地
方
整
備
局
及
び
同
局
三
次
河
川
国
道
事
務
所

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
四
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

中
国
地
方
整
備
局
長

山
本

大
志

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

二
号
及
び
三
十
号

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

岡
山
市
南
区
古
新
田
字
大
野
一
三
四
九
番
一
か
ら
同
市
南
区

古
新
田
字
東
前
坂
一
二
一
三
番
三
ま
で

前後

三
二
七
三
〜

四
五
五
六

三
二
七
三
〜
一
二
六
八
六

〇
・
二
八
八

〇
・
二
八
八

図
面
縦
覧
場
所

中
国
地
方
整
備
局
及
び
同
局
岡
山
国
道
事
務
所

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
五
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

中
国
地
方
整
備
局
長

山
本

大
志

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

二
号
及
び
三
十
号

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

岡
山
市
南
区
妹
尾
字
廻
石
三
〇
九
三
番
三
か
ら
同
市
南
区
妹

尾
字
四
条
四
〇
六
八
番
六
ま
で

前後

三
〇
・
六
二
〜
五
五
・
九
四

三
七
・
〇
七
〜
七
四
・
八
六

〇
・
五
六
二

〇
・
五
六
二

図
面
縦
覧
場
所

中
国
地
方
整
備
局
及
び
同
局
岡
山
国
道
事
務
所





道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷
地
の
幅
員

延

長

備

考

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

岡
山
市
北
区
楢
津
字
橋
本
六
二
〇
番

一
か
ら
総
社
市
窪
木
字
茶
ノ
木
一
〇

一
七
番
一
ま
で

前

ＡＢ

七
・
四
〇
〜
六
一
・
五
〇

九
・
七
〇
〜
六
九
・
二
五
一
〇
二
七
五

二
四
〇
八

上
記
Ａ
、
Ｂ
及
び
Ｃ

は
、
関
係
図
面
に
表

示
す
る
敷
地
の
区
分

を
い
う
。

後

Ａ
Ｂ
Ｃ

七
・
四
〇
〜
六
一
・
五
〇

九
・
七
〇
〜
八
八
・
五
八
一
〇
二
七
五

三
五
一
五

図
面
縦
覧
場
所

中
国
地
方
整
備
局
及
び
同
局
岡
山
国
道
事
務
所

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷
地
の
幅
員

延

長

備

考

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

総
社
市
窪
木
字
落
合
一
〇
三
一
番
一

か
ら
同
市
井
尻
野
字
松
林
八
八
八
番

三
ま
で

前

ＡＢ

九
・
〇
〇
〜
四
二
・
〇
〇

一
二
・
二
五
〜
七
五
・
六
四

六
・
六
六
九

三
・
四
九
五

上
記
Ａ
、
Ｂ
及
び
Ｃ

は
、
関
係
図
面
に
表

示
す
る
敷
地
の
区
分

を
い
う
。

後

Ａ
Ｂ
Ｃ

九
・
〇
〇
〜
四
二
・
〇
〇

一
二
・
二
五
〜
八
三
・
六
八

六
・
六
六
九

四
・
九
〇
七

総
社
市
井
尻
野
字
松
林
八
八
八
番
三

か
ら
同
市
井
尻
野
字
浜
町
一
〇
三
三

番
一
ま
で

一
五
・
四
七
〜
二
三
・
一
三

一
六
・
八
九
〜
三
三
・
三
七

〇
・
〇
二
九

〇
・
〇
二
九

図
面
縦
覧
場
所

中
国
地
方
整
備
局
及
び
同
局
岡
山
国
道
事
務
所

前後

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
六
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

中
国
地
方
整
備
局
長

山
本

大
志

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

二
号
及
び
三
十
号

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

岡
山
県
都
窪
郡
早
島
町
早
島
字
無
津
六
一
八
番
一
か
ら
同
町

早
島
字
三
反
地
三
四
四
二
番
四
ま
で

前後

三
二
・
〇
一
〜
五
六
・
六
一

三
二
・
〇
一
〜
八
二
・
一
九

〇
・
六
六
六

〇
・
六
六
六

図
面
縦
覧
場
所

中
国
地
方
整
備
局
及
び
同
局
岡
山
国
道
事
務
所

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
七
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

中
国
地
方
整
備
局
長

山
本

大
志

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

百
八
十
号

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
八
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

中
国
地
方
整
備
局
長

山
本

大
志

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

百
八
十
号

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
九
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
供
用
を
開
始
す
る
の
で
、
高
速
自
動
車
国
道
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
七
十
九
号
）
第
七
条

第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
三
十
日
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

中
国
地
方
整
備
局
長

山
本

大
志

路
線
名

供

用

開

始

の

区

間

図
面
縦
覧
場
所

高
速
自
動
車
国

道
中
国
横
断
自

動
車
道
尾
道
松

江
線

庄
原
市
水
越
町
字
馬
ヶ
段
五
三
五
三
番
一
か
ら
同
市
高
野
町
和
南

原
字
上
深
石
山
五
三
一
〇
番
二
ま
で
（
た
だ
し
、
関
係
図
面
に
表

示
す
る
部
分
の
み
。）

中
国
地
方
整
備
局
及
び
同
局
三

次
河
川
国
道
事
務
所

供
用
開
始
の
期
日

令
和
八
年
九
月
一
日

〇
九
州
地
方
整
備
局
告
示
第
八
十
八
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

九
州
地
方
整
備
局
長

森
下

博
之

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

二
百
二
号

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

福
岡
市
城
南
区
梅
林
五
丁
目
一
三
七
番
九
か
ら
同
市
城
南
区

梅
林
五
丁
目
一
三
六
番
二
二
ま
で

前後

五
七
・
五
〇
〜
六
〇
・
五
〇

五
七
・
五
〇
〜
五
九
・
〇
〇

〇
・
〇
一
四

〇
・
〇
一
四

図
面
縦
覧
場
所

九
州
地
方
整
備
局
及
び
同
局
福
岡
国
道
事
務
所

〇
北
海
道
開
発
局
告
示
第
六
十
一
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
区
域
を
変
更
し
た
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

北
海
道
開
発
局
長

岡
下

淳

道
路
の
種
類

一
般
国
道

路

線

名

三
百
三
十
四
号

道
路
の
区
域

区

間

変
更
前

後
別

敷

地

の

幅

員

延

長

メ
ー
ト
ル

キ
ロ
メ
ー
ト
ル

北
海
道
斜
里
郡
斜
里
町
ウ
ト
ロ
東
四
番
一
か
ら
同
町
ウ
ト
ロ

東
四
四
九
番
ま
で

前後

二
〇
・
三
五
〜
二
九
・
二
九

二
〇
・
三
五
〜
二
八
・
六
四

〇
・
〇
四
八

〇
・
〇
四
八

図
面
縦
覧
場
所

北
海
道
開
発
局
及
び
同
局
網
走
開
発
建
設
部

〇
北
海
道
開
発
局
告
示
第
六
十
二
号

次
の
よ
う
に
道
路
の
供
用
を
開
始
す
る
の
で
、
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
か
ら
二
週
間
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
八
年
九
月
一
日

北
海
道
開
発
局
長

岡
下

淳

路
線
名

供

用

開

始

の

区

間

図
面
縦
覧
場
所

五

号

小
樽
市
築
港
一
〇
九
番
一
地
内

北
海
道
開
発
局
及
び
同
局
小
樽

開
発
建
設
部

供
用
開
始
の
期
日

令
和
八
年
九
月
一
日





官 庁 報 告

１ 次の表により、改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」という。）でこれに対応する改正前欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、これを加え、改正前欄に掲げる規定の傍線部
分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

１ （略） １ （略）
２ 委任する権限及び所掌事務 ２ 委任する権限及び所掌事務
一～六 （略） 一～六 （略）
七 人事院規則９24（通勤手当）に規定する次に掲げる事項 七 人事院規則９24（通勤手当）に規定する次に掲げる事項
～ （略） ～ （略）


第20条第２項第３号イの規定に基づき、人事院が定めることとされている場合及び月に

ついて定めること。


（新設）



第20条第３項の規定に基づき、人事院が定めることとされている支給額について定める

こと。


（新設）



第21条第１項の規定に基づき、人事院が定めることとされている場合について定めるこ

と。


（新設）



第21条第２項第１号イ


の規定に基づき、人事院が定めることとされている月について
定めること。



第21条第２項第１号イ


の規定に基づき、人事院が定めることとされている月について定
めること。



（略） 


（略）



第21条第３項の規定に基づき、人事院が定めることとされている月及び事項


について定

めること。


第21条第３項の規定に基づき、人事院が定めることとされている事項


について定めるこ

と。


～

（略） 


～

（略）

八～二十四 （略） 八～二十四 （略）
３・４ （略） ３・４ （略）

２ この決定による改正は、令和８年10月１日から効力を発生する。

令
和

年

月

日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

官 庁 事 項

人事院公示第 26 号
人事院は、人事院規則２４（人事院の職員に対する権限の委任）第２項の規定に基づき、昭和38年人事院公示第５号の一部改正に関し、次のとおり決定した。
令和８年９月１日 人事院総裁 川本 裕子

東北地方整備局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重

量の最高限度が車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を、下記のとおり指定する。
令和８年９月１日 東北地方整備局長 小島 優

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道108号古
川東バイパス

宮城県大崎市古川大幡字新田120番２から宮城県大崎市古川稲葉字角田８番ま
で

東北中央自動車道 秋田県湯沢市下院内字大槻沢117番１から秋田県湯沢市桑崎字上谷地261番１ま
で

日本海沿岸東北自
動車道（琴丘能代
道路）

秋田県能代市二ツ井町駒形字多郎兵衛沢50番２から秋田県能代市二ツ井町切石
字厩ケ台251番まで

日本海沿岸東北自
動車道（二ツ井今
泉道路）

秋田県能代市二ツ井町小繋字中島108番３から秋田県北秋田市今泉字根立場２
番214まで

２ 解除する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道47号 山形県新庄市大字福田字八幡原199番５から山形県最上郡戸沢村大字古口字真
柄3000番５まで

３ 指定及び解除する期日 令和８年９月１日

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車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの
最高限度が41メートルである道路を下記のとおり指定し、併せて、同令第10条第１項の規定に基づ
き、当該道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両の通行方法を下記のとおり
定める。
令和８年９月１日 東北地方整備局長 小島 優

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道108号 宮城県大崎市古川大幡字新田120番２から宮城県大崎市古川稲葉字角田８番ま
で

東北中央自動車道 秋田県湯沢市下院内字大槻沢117番１から秋田県湯沢市桑崎字上谷地261番１ま
で

日本海沿岸東北自
動車道（琴丘能代
道路）

秋田県能代市二ツ井町駒形字多郎兵衛沢50番２から秋田県能代市二ツ井町切石
字厩ケ台251番まで

日本海沿岸東北自
動車道（二ツ井今
泉道路）

秋田県能代市二ツ井町小繋字中島108番３から秋田県北秋田市今泉字根立場２
番214まで

２ 解除する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道47号 山形県新庄市大字福田字八幡原199番５から山形県最上郡戸沢村大字古口字真
柄3000番５まで

３ 指定及び解除する期日 令和８年９月１日
４ 通行方法

１の道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両は、次の通行方法によらな
ければならない。
走行位置の指定 トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵

す恐れがあるので、車線からはみ出さないよう走行するとともに、道路に隣接
する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識や樹木
等の上空障害物に接触しないよう十分に注意すること。

後方警戒措置 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法
023メートル以上、縦寸法012メートル以上（又は横寸法012メートル以上、
縦寸法023メートル以上）の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を
有する材料で「背高」と標示した標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げる
こと。

道路情報の収集 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路
情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走行すること。

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の
セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定及び解除し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通
行方法を下記のとおり定める。
令和８年９月１日 東北地方整備局長 小島 優

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道108号古
川東バイパス

宮城県大崎市古川大幡字新田120番２から宮城県大崎市古川稲葉字角田８番ま
で

東北中央自動車道 秋田県湯沢市下院内字大槻沢117番１から秋田県湯沢市桑崎字上谷地261番１ま
で

日本海沿岸東北自
動車道（琴丘能代
道路）

秋田県能代市二ツ井町駒形字多郎兵衛沢50番２から秋田県能代市二ツ井町切石
字厩ケ台251番まで

日本海沿岸東北自
動車道（二ツ井今
泉道路）

秋田県能代市二ツ井町小繋字中島108番３から秋田県北秋田市今泉字根立場２
番214まで

２ 解除する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道47号 山形県新庄市大字福田字八幡原199番５から山形県最上郡戸沢村大字古口字真
柄3000番５まで

３ 指定及び解除する期日 令和８年９月１日
４ 改正する通行方法
次の通行方法によらなければならない。
 交差点における左折又は右折にあたっての誘導
 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を左折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等（道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第17号に規定するものをいう。）又は自
転車（以下「他の車両等」という。）との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテ
ナ車及び他の車両等の誘導を行う者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

一般国道13号 秋田県湯沢市下院内（下院内インターチェン
ジ入口交差点）

一般国道13号横堀道路

 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を右折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテナ車及び他の車両等の誘導を行う
者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

一般国道13号横堀
道路

秋田県湯沢市下院内（下院内インターチェン
ジ入口交差点）

一般国道13号

 橋等の通行方法
橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路（高速自動車国道を除く。）を通行する場合に
あっては、徐行するとともに、１の径間の１の車線において限度超過車両（道路法（昭和27年法
律第180号）第47条の２第１項に規定する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して
通行しないよう十分に注意して通行しなければならない。


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 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を右折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテナ車及び他の車両等の誘導を行う
者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

一般国道４号 宮城県大崎市古川沢田字新原際 市道古川沢田線
市道古川沢田線 宮城県大崎市古川沢田字新原際 一般国道４号
一般国道４号 宮城県大崎市古川沢田字新原際 市道古川三ツ江線
市道古川三ツ江線 宮城県大崎市古川沢田字新原際 一般国道４号
一般国道45号 岩手県陸前高田市気仙町字水上152番１（陸

前高田長部インターチェンジ）
一般国道45号三陸道

一般国道45号三陸
道

岩手県陸前高田市気仙町字水上152番１（陸
前高田長部インターチェンジ）

一般国道45号

一般国道112号 山形県鶴岡市道形町（鶴岡市道形町交差点） 山形県道 代鶴岡線（山形県鶴
岡市宝田２丁目１番40方向の車
線に限る）

山形県道 代鶴岡
線

山形県鶴岡市道形町（鶴岡市道形町交差点） 一般国道112号

一般国道７号 山形県鶴岡市温海（鶴岡市温海交差点） 山形県道余目温海線
山形県道鶴岡羽黒
線

山形県鶴岡市東原町（鶴岡市東原町交差点） 一般国道112号

一般国道７号 山形県飽海郡遊佐町白木（遊佐町白木交差点） 山形県道比子八幡線
山形県道比子八幡
線

山形県飽海郡遊佐町白木（遊佐町白木交差点） 一般国道７号

一般国道７号 山形県鶴岡市下清水（鶴岡市下清水交差点） 鶴岡市道鉄工団地１号線
鶴岡市道鉄工団地
１号線

山形県鶴岡市下清水（鶴岡市下清水交差点） 一般国道７号

２ 解除する通行方法
 交差点における右折にあたっての誘導
第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を右折して第３欄の道路に入るときは、他の車両等
との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテナ車及び他の車両等の誘導を行う者又
は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

一般国道112号 山形県寒河江市大字八鍬803番１ 一般国道287号（山形県長井市
方向の車線に限る）

北陸地方整備局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の

セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を
次のとおり定める。
令和８年９月１日 北陸地方整備局長 植田 雅俊

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道470号 石川県鳳珠郡穴水町此木壱100番１から石川県七尾市高田町井36番１まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日
中部地方整備局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重

量の最高限度が車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を、下記のとおり指定する。
令和８年９月１日 中部地方整備局長 西村 拓

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道474号 愛知県北設楽郡東栄町大字三輪字大尻平８番１から愛知県新城市名号字杉本16
番１まで

２ 指定する期日 令和８年９月１日

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の
セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を
下記のとおり定めた件（令和７年10月27日東北地方整備局公示）の一部を次のように改正する。
令和８年９月１日 東北地方整備局長 小島 優

１ 通行方法
次の通行方法によらなければならない。
 交差点における左折又は右折にあたっての誘導
 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を左折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等（道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第17号に規定するものをいう。）又は自
転車（以下「他の車両等」という。）との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテ
ナ車及び他の車両等の誘導を行う者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

一般国道45号 岩手県陸前高田市気仙町字水上152番１（陸
前高田長部インターチェンジ）

一般国道45号三陸道

一般国道45号三陸
道

岩手県陸前高田市気仙町字水上152番１（陸
前高田長部インターチェンジ）

一般国道45号

一般国道112号 山形県鶴岡市道形町（鶴岡市道形町交差点） 山形県道 代鶴岡線
山形県道 代鶴岡
線

山形県鶴岡市道形町（鶴岡市道形町交差点） 一般国道112号

一般国道７号 山形県酒田市東両羽町（酒田市東両羽交差点） 酒田市道東両羽町大宮線
山形県道余目温海
線

山形県鶴岡市温海（温海字温海交差点） 一般国道７号

一般国道112号 山形県鶴岡市東原町（鶴岡市東原町交差点） 山形県道鶴岡羽黒線
山形県道鶴岡羽黒
線

山形県鶴岡市東原町（鶴岡市東原町交差点） 一般国道112号

一般国道７号 山形県飽海郡遊佐町白木（遊佐町白木交差点） 山形県道比子八幡線
山形県道比子八幡
線

山形県飽海郡遊佐町白木（遊佐町白木交差点） 一般国道７号

一般国道７号 山形県鶴岡市下清水（鶴岡市下清水交差点） 鶴岡市道鉄工団地１号線
鶴岡市道鉄工団地
１号線

山形県鶴岡市下清水（鶴岡市下清水交差点） 一般国道７号
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車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの
最高限度が41メートルである道路を下記のとおり指定し、併せて、同令第10条第１項の規定に基づ
き、当該道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両の通行方法を下記のとおり
定める。
令和８年９月１日 中部地方整備局長 西村 拓

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道474号 愛知県北設楽郡東栄町大字三輪字大尻平８番１から愛知県新城市名号字杉本16
番１まで

２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法

１の道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両は、次の通行方法によらな
ければならない。
走行位置の指定 トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵

す恐れがあるので、車線からはみ出さないよう走行するとともに、道路に隣接
する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識や樹木
等の上空障害物に接触しないよう十分に注意すること。

後方警戒措置 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法
023メートル以上、縦寸法012メートル以上（又は横寸法012メートル以上、
縦寸法023メートル以上）の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を
有する材料で「背高」と表示した標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げる
こと。

道路情報の収集 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路
情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走行すること。

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の
セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を
下記のとおり定める。
令和８年９月１日 中部地方整備局長 西村 拓

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道474号 静岡県浜松市天竜区佐久間町川合788番４から浜松市浜名区引佐町東黒田字桑
田263番３まで

２ 指定する期日 令和８年９月１日

 交差点における左折又は右折にあたっての誘導
 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を左折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等（道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第17号に規定するものをいう。）又は自
転車（以下「他の車両等」という。）との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテ
ナ車及び他の車両等の誘導を行う者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

三重県道59号線 三重県松阪市上川町（上川大黒交差点） 一般国道42号
一般国道474号 静岡県浜松市天竜区佐久間町川合（佐久間川

合インター交差点）
一般国道473号

一般国道473号 静岡県浜松市天竜区佐久間町川合（佐久間川
合インター交差点）

一般国道474号

浜松市道佐久間小
田敷線

静岡県浜松市天竜区佐久間町浦川（浦川イン
ターオンランプ交差点）

一般国道474号

一般国道474号 静岡県浜松市天竜区佐久間町浦川（浦川イン
ターオフランプ交差点）

一般国道473号

一般国道474号 愛知県北設楽郡東栄町三輪下奈根 一般国道151号
一般国道151号 愛知県北設楽郡東栄町三輪下奈根 一般国道474号
（既指定箇所の削除）
一般国道42号 三重県尾鷲市南浦（尾鷲南インター交差点） 一般国道42号（熊野尾鷲道路）
一般国道42号 三重県松阪市八田町 一般国道42号
 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を右折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテナ車及び他の車両等の誘導を行う
者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

三重県道59号線 三重県松阪市上川町（上川大黒交差点） 一般国道42号
一般国道42号 三重県松阪市上川町（上川大黒交差点） 三重県道59号線
一般国道474号 愛知県北設楽郡東栄町三輪下奈根 一般国道151号
一般国道151号 愛知県北設楽郡東栄町三輪下奈根 一般国道474号
（既指定箇所の削除）
一般国道42号 三重県尾鷲市南浦（尾鷲南インター交差点） 一般国道42号（熊野尾鷲道路）
 橋等の通行方法
橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路（高速自動車国道を除く。）を通行する場合に
あっては、徐行するとともに、１の径間の１の車線において限度超過車両（道路法（昭和27年法
律第180号）第47条の２第１項に規定する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して
通行しないよう十分に注意して通行しなければならない。

３ 通行方法
次の通行方法によらなければならない。
 交差点における左折又は右折の禁止
 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点（十字路、丁字路その他２以上の道路が交わる場
合における当該２以上の道路の交わる部分をいう。以下同じ。）を右折して第３欄の道路に入っ
てはならない。

第１欄 第２欄 第３欄
一般国道473号 静岡県浜松市天竜区佐久間町川合（佐久間川

合インター交差点）
一般国道474号

浜松市道佐久間小
田敷線

静岡県浜松市天竜区佐久間町浦川（浦川イン
ターオンランプ交差点）

一般国道474号

一般国道474号 静岡県浜松市天竜区佐久間町浦川（浦川イン
ターオフランプ交差点）

一般国道473号






令
和

年

月

日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 道 路 の 占 用 を 制 限 す る

区 域 を 指 定 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 次 の と お り 公 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 令 和 八 年 九 月 一 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

令 和 八 年 九 月 一 日 中 部 地 方 整 備 局 長 西 村 拓

道 路 の 種 類 一 般 国 道

路 線 名 四 十 一 号

占 用 を 制 限 す る 区 域

区 域 備 考

高 山 市 久 々 野 町 長 淀 地 先 か ら 同 市 久 々 野 町 木 賊 洞 地 先 ま で

制 限 の 対 象 と す る 占 用 物 件 新 た に 地 上 に 設 け る 電 柱 （ 占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 よ り 前 に 占 用 を

認 め ら れ た 電 柱 の 更 新 又 は 移 設 に よ る も の を 除 く 。 ）

た だ し 、 電 柱 を 地 上 に 設 け る や む を 得 な い 事 情 が あ り 、 当 該 道 路 の

敷 地 外 に 直 ち に 用 地 を 確 保 す る こ と が で き な い と 認 め ら れ る 場 合

は 、 こ の 限 り で な い 。

占 用 を 制 限 す る 理 由 緊 急 輸 送 道 路 の 占 用 を 制 限 す る こ と に よ り 、 災 害 が 発 生 し た 場 合 に

お け る 被 害 の 拡 大 を 防 止 す る た め 。

占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 令 和 八 年 九 月 一 日

図 面 縦 覧 場 所 中 部 地 方 整 備 局 及 び 同 局 高 山 国 道 事 務 所

中国地方整備局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重

量の最高限度が車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を、下記のとおり指定する。
令和８年９月１日 中国地方整備局長 山本 大志

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道２号 倉敷市玉島阿賀崎字唐船2623番１から浅口市金光町佐方2459番１まで
一般国道180号 総社市総社字国府西1773番６から同市小寺字宇戸口384番１まで
一般国道180号 岡山市北区楢津橋本620番１から同市北区松尾787番１まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの
最高限度が41メートルである道路を下記のとおり指定し、併せて、同令第10条第１項の規定に基づ
き、当該道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両の通行方法を下記のとおり
定める。
令和８年９月１日 中国地方整備局長 山本 大志

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道２号 倉敷市玉島阿賀崎字唐船2623番１から浅口市金光町佐方2459番１まで
一般国道180号 総社市総社字国府西1773番６から同市小寺字宇戸口384番１まで
一般国道180号 岡山市北区楢津橋本620番１から同市北区松尾787番１まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法

１の道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両は、次の通行方法によらな
ければならない。
走行位置の指定 トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵

す恐れがあるので、車線からはみ出さないよう走行するとともに、道路に隣接
する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識や樹木
等の上空障害物に接触しないよう十分に注意すること。

後方警戒措置 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法
023メートル以上、縦寸法012メートル以上（又は横寸法012メートル以上、
縦寸法023メートル以上）の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を
有する材料で「背高」と表示した標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げる
こと。

道路情報の収集 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路
情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走行すること。

近畿地方整備局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の

セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を
下記のとおり定める。
令和８年９月１日 近畿地方整備局長 小林賢太郎

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道24号 奈良県橿原市新堂町39番１から同市東坊城町135番１まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法
次の通行方法によらなければならない。
橋等の通行方法
橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路（高速自動車国道を除く。）を通行する場合に
あっては、徐行するとともに、１の径間の１の車線において限度超過車両（道路法（昭和27年法
律第180号）第47条の２第１項に規定する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して
通行しないよう十分に注意して通行しなければならない。

道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 道 路 の 占 用 を 制 限 す る

区 域 を 指 定 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 次 の と お り 公 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 令 和 八 年 九 月 一 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

令 和 八 年 九 月 一 日 中 部 地 方 整 備 局 長 西 村 拓

道 路 の 種 類 一 般 国 道

路 線 名 一 号

占 用 を 制 限 す る 区 域

区 域 備 考

亀 山 市 関 町 沓 掛 地 内

制 限 の 対 象 と す る 占 用 物 件 新 た に 地 上 に 設 け る 電 柱 （ 占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 よ り 前 に 占 用 を

認 め ら れ た 電 柱 の 更 新 又 は 移 設 に よ る も の を 除 く 。 ）

た だ し 、 電 柱 を 地 上 に 設 け る や む を 得 な い 事 情 が あ り 、 当 該 道 路 の

敷 地 外 に 直 ち に 用 地 を 確 保 す る こ と が で き な い と 認 め ら れ る 場 合

は 、 こ の 限 り で な い 。

占 用 を 制 限 す る 理 由 緊 急 輸 送 道 路 の 占 用 を 制 限 す る こ と に よ り 、 災 害 が 発 生 し た 場 合 に

お け る 被 害 の 拡 大 を 防 止 す る た め 。

占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 令 和 八 年 九 月 一 日

図 面 縦 覧 場 所 中 部 地 方 整 備 局 及 び 同 局 三 重 河 川 国 道 事 務 所
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車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の
セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を
下記のとおり定める。
令和８年９月１日 中国地方整備局長 山本 大志

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道２号 倉敷市玉島阿賀崎字唐船2623番１から浅口市金光町佐方2459番１まで
一般国道９号 浜田市三隅町三隅2053番１から益田市遠田町2398番１まで
一般国道180号 岡山市北区楢津橋本620番１から同市北区松尾787番１まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法
次の通行方法によらなければならない。
橋等の通行方法
橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路（高速自動車国道を除く。）を通行する場合に
あっては、徐行するとともに、１の径間の１の車線において限度超過車両（道路法（昭和27年法
律第180号）第47条の２第１項に規定する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して
通行しないよう十分に注意して通行しなければならない。

四国地方整備局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重

量の最高限度が車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を、下記のとおり指定する。
令和８年９月１日 四国地方整備局長 奥田 晃久

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

四国横断自動車道
（阿南ＩＣ～小松
島南ＩＣ）

徳島県阿南市下大野町渡り上り569番１から徳島県小松島市立江字中ノ坪278番
まで

２ 指定する期日 令和８年９月１日

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの
最高限度が41メートルである道路を下記のとおり指定し、併せて、同令第10条第１項の規定に基づ
き、当該道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両の通行方法を下記のとおり
定める。
令和８年９月１日 四国地方整備局長 奥田 晃久

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

四国横断自動車道
（阿南ＩＣ～小松
島南ＩＣ）

徳島県阿南市下大野町渡り上り569番１から徳島県小松島市立江字中ノ坪278番
地先まで

２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法

１の道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両は、次の通行方法によらな
ければならない。
走行位置の指定 トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵

す恐れがあるので、車線からはみ出さないよう走行するとともに、道路に隣接
する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識や樹木
等の上空障害物に接触しないよう十分に注意すること。

後方警戒措置 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法
023メートル以上、縦寸法012メートル以上（又は横寸法012メートル以上、
縦寸法023メートル以上）の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を
有する材料で「背高」と表示した標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げる
こと。

道路情報の収集 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路
情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走行すること。

九州地方整備局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の

セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を
下記のとおり定める。
令和８年９月１日 九州地方整備局長 森下 博之

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道220号 宮崎県宮崎市大字内海1133番１から宮崎県日南市南郷町榎原丙1928番１まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法
次の通行方法によらなければならない。
 交差点における左折又は右折にあたっての誘導
 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を左折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等（道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第17号に規定するものをいう。）又は自
転車（以下「他の車両等」という。）との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテ
ナ車及び他の車両等の誘導を行う者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

一般国道220号 宮崎県日南市春日町（春日町交差点） 一般国道220号（宮崎県串間市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県日南市油津２丁目（油津交差点） 一般国道220号（宮崎県串間市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県日南市南郷町中村甲（中村交差点） 一般国道220号（宮崎県串間市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県日南市南郷町南町（南町交差点） 一般国道220号（宮崎県串間市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県日南市南郷町中村乙（目井津港入口交
差点）

一般国道220号（宮崎県串間市
の方向に限る）
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 第１欄の道路から第２欄に所在する交差点を右折して第３欄の道路に入るときは、他の車両
等との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテナ車及び他の車両等の誘導を行う
者又は車両を配置しておかなければならない。
第１欄 第２欄 第３欄

一般国道220号 宮崎県日南市春日町（春日町交差点） 一般国道220号（宮崎県宮崎市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県日南市油津二丁目（油津交差点） 一般国道220号（宮崎県宮崎市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県日南市南郷町南町（南町交差点） 一般国道220号（宮崎県宮崎市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県日南市南郷町中村乙（目井津港入口交
差点）

一般国道220号（宮崎県宮崎市
の方向に限る）

一般国道220号 宮崎県串間市大字西方（今町交差点） 一般国道220号（宮崎県宮崎市
の方向に限る）

北海道開発局公示
車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重

量の最高限度が車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を次のとおり指定する。
令和８年９月１日 北海道開発局長 岡下 淳

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

音中道路 北海道中川郡音威子府村字音威子府128番２から同郡中川町字誉865番２地先ま
で

厚賀静内道路 北海道沙流郡日高町字美原341番３から同道新冠郡新冠町字高江70番２まで
一般国道238号 紋別市沼の上228番５から同市小向79番３まで
一般国道453号 北海道有珠郡壮瞥町字蟠渓12番２から同町字上久保内197番４まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重
量の最高限度が車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を次のとおり解除する。
令和８年９月１日 北海道開発局長 岡下 淳

１ 解除する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道238号 紋別市沼の上228番５から同市小向79番３まで
２ 解除する期日 令和８年９月１日

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの
最高限度が41メートルである道路を次のとおり指定し、あわせて、同令第10条第１項の規定に基づ
き、当該道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両の通行方法を次のとおり定
める。
令和８年９月１日 北海道開発局長 岡下 淳

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

音中道路 北海道中川郡音威子府村字音威子府128番２から同郡中川町字誉865番２地先ま
で

厚賀静内道路 北海道沙流郡日高町字美原341番３から同道新冠郡新冠町字高江70番２まで
一般国道238号 紋別市沼の上228番５から同市小向79番３まで
一般国道453号 北海道有珠郡壮瞥町字蟠渓12番２から同町字上久保内197番４まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法

１の道路を通行する高さが38メートルを超え41メートル以下の車両は、次の通行方法によらな
ければならない。
走行位置の指定 トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵

すおそれがあるので、車線からはみ出さないよう走行するとともに、道路に隣
接する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識や樹
木等の上空障害物に接触しないよう十分に注意すること。

後方警戒措置 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法
023メートル以上、縦寸法012メートル以上（又は横寸法012メートル以上、
縦寸法023メートル以上）の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を
有する材料で「背高」と表示した標識を車両の後方の見やすい箇所に掲げるこ
と。

道路情報の収集 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路
情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走行すること。

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの
最高限度が41メートルである道路を次のとおり解除する。
令和８年９月１日 北海道開発局長 岡下 淳

１ 解除する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

一般国道238号 紋別市沼の上228番５から同市小向79番３まで
２ 解除する期日 令和８年９月１日

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第４項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用の
セミトレーラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる
道路として下記の道路を指定し、併せて、同令第10条第２項の規定に基づき、当該道路の通行方法を
下記のとおり定める。
令和８年９月１日 北海道開発局長 岡下 淳

１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり
路 線 名 区 間

音中道路 北海道中川郡音威子府村字音威子府128番２から同郡中川町字誉865番２地先ま
で

厚賀静内道路 北海道沙流郡日高町字美原341番３から同道新冠郡新冠町字高江70番２まで
２ 指定する期日 令和８年９月１日
３ 通行方法
次の通行方法によらなければならない。
橋等の通行方法
橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路（高速自動車国道を除く。）を通行する場合に
あっては、徐行するとともに、１の径間の１の車線において限度超過車両（道路法（昭和27年法
律第180号）第47条の２第１項に規定する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して
通行しないよう十分に注意して通行しなければならない。

 橋等の通行方法
橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路（高速自動車国道を除く。）を通行する場合に
あっては、徐行するとともに、１の径間の１の車線において限度超過車両（道路法（昭和27年法
律第180号）第47条の２第１項に規定する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して
通行しないよう十分に注意して通行しなければならない。
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国 家 試 験

診療放射線技師国家試験の施行
診療放射線技師法（昭和26年法律第226号。以

下「法」という。）第18条の規定により、第79回診
療放射線技師国家試験を次のとおり施行する。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月18日（木曜日）
２ 試験地 北海道、宮城県、東京都、愛知県、
大阪府、広島県、香川県及び福岡県
ただし、行政事務の簡素合理化及び整理に関
する法律（昭和58年法律第83号。以下「58年改
正法」という。）による改正前の診療放射線技師
及び診療エツクス線技師法（昭和26年法律第
226号。以下「旧法」という。）に定める診療エ
ツクス線技師試験（以下「診療エツクス線技師
試験」という。）又は法附則第７項の規定による
試験（以下「特例試験」という。）に合格した者
であって、受験願書にその旨を記載し、試験科
目の免除を受けて診療放射線技師国家試験を受
けようとするものについては、東京都に限る。
３ 試験科目 基礎医学大要、理工学・放射線科
学、エックス線撮影機器学、エックス線撮影技
術学、診療画像検査学、画像工学、医療画像情
報学、核医学診療技術学、放射線治療技術学、
放射線安全管理学及び医療安全管理学
ただし、２のただし書に該当する者について
は、次の科目を免除する。
基礎医学大要、理工学・放射線科学、エック
ス線撮影機器学、エックス線撮影技術学、画像
工学及び放射線安全管理学

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 診療放射線技師法施行規則
（昭和26年厚生省令第33号）第３号書式
により作成するとともに、受験願書に記
載する氏名は、戸籍（中長期在留者につ
いては在留カード又は住民票、特別永住
者については特別永住者証明書又は住民
票、短期在留者については旅券その他の
身分を証する書類）に記載されている文
字を使用すること。ただし、戸籍に記載
されている限りにおいて、氏名の横に括
弧書きの上、旧姓を併記して申請するこ
とができる。
なお、２のただし書に該当する者に
あっては、診療エツクス線技師試験（特
例試験を含む。以下同じ。）に合格してい
る旨を、受験願書の受験地の下に記載す
ること。

イ ４の又はに該当する者が提出する書
類
 修業証明書若しくは修業見込証明書又
は卒業証明書若しくは卒業見込証明書
この場合、修業見込証明書又は卒業見
込証明書を提出した者にあっては、令和
９年３月11日（木曜日）午後２時までに
修業証明書又は卒業証明書を提出するこ
と。当該期日までに提出がなされないと
きは、当該受験は原則として無効とする。
 ２のただし書に該当する者にあって
は、診療エツクス線技師免許証の写し（診
療放射線技師国家試験運営本部事務所若
しくは診療放射線技師国家試験運営臨時
事務所又は都道府県医務主管課若しくは
保健所に当該免許証の原本を提示し、原
本照合を受けたもの）又は診療エツクス
線技師試験の合格証書の写し（診療放射
線技師国家試験運営本部事務所又は診療
放射線技師国家試験運営臨時事務所に当
該証書の原本を提示し、原本照合を受け
たもの）若しくは合格証明書

ウ ４のに該当する者が提出する書類 診
療放射線技師国家試験受験資格認定書の写
し（診療放射線技師国家試験運営本部事務
所又は診療放射線技師国家試験運営臨時事
務所に当該認定書の原本を提示し、原本照
合を受けたもの）

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月14日
（月曜日）から令和９年１月４日（月曜日）
までに提出すること。

イ 受験に関する書類を郵送する場合の提出
先は、診療放射線技師国家試験運営本部事
務所とする。
ウ ただし、下記に掲げる診療放射線技師国
家試験運営臨時事務所においては、受験に
関する書類を直接持参する場合について、
その提出を受け付けることとする。
北海道 ランスタッド・札幌支店
宮城県 ランスタッド・仙台支店
東京都 ランスタッド・試験監督事業部
愛知県 ランスタッド・名古屋支店
大阪府 ランスタッド・大阪支店
広島県 ランスタッド・広島支店
香川県 ランスタッド・高松支店
福岡県 ランスタッド・福岡支店
沖縄県 人材派遣センターオキナワ
エ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日、日
曜日その他の行政機関の休日を除く。）午前
９時から午前12時までと午後１時から午後
５時までとする。
オ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月４日（月曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
カ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 試験手数料
ア 試験手数料は、11400円とし、試験手数
料の額に相当する収入印紙を受験願書に貼
ることにより納付すること。この場合、収
入印紙は消印しないこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、試験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、郵送により交付
する。なお、令和９年２月４日（木曜日）ま
でに受験票が到着しない場合は、診療放射線
技師国家試験運営本部事務所に問い合わせる
こと。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月23日（火曜日）午後２時に厚生労働省ホーム
ページの資格・試験情報のページにその受験地
及び受験番号を掲載して発表する。

４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第20条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第11項の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。）であって、文部科
学大臣が指定した学校又は都道府県知事が指
定した診療放射線技師養成所において、３年
以上診療放射線技師として必要な知識及び技
能の修習を終えたもの（令和９年３月11日（木
曜日）までに修業し、又は卒業する見込みの
者を含む。）

 外国の診療放射線技術に関する学校若しく
は養成所を卒業し、又は外国で法第３条の規
定による免許に相当する免許を受けた者で
あって、厚生労働大臣がに掲げる者と同等
以上の学力及び技能を有するものと認めたも
の
 58年改正法の施行の際（昭和59年10月１日）
現に診療エツクス線技師又は診療エツクス線
技師試験を受けることができた者であって、
旧法第20条に規定する文部大臣が指定した学
校又は厚生大臣が指定した診療放射線技師養
成所において、１年以上診療放射線技師とし
て必要な知識及び技能の修習を終えたもの
（58年改正法の施行の際現に修習中の者で
あって、同法施行後にその修習を終えたもの
を含む。）

 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメ－トル、横４センチ
メ－トルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、診療放射線技師国
家試験運営本部事務所又は診療放射線技
師国家試験運営臨時事務所において交付
する受験写真用台紙に貼り付けた上、同
台紙に所定の事項を記入して提出するこ
と。

なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
診療放射線技師養成所又は診療放射線技
師国家試験運営本部事務所若しくは診療
放射線技師国家試験運営臨時事務所にお
いて、その写真が受験者本人と相違ない
旨の確認を受けること。
 返信用封筒 縦235センチメートル、
横12センチメートルのもので、表面に、
郵便番号及び宛先を記載し、590円（定
形郵便110円＋一般書留480円）の郵便切
手を貼り付け、書留の表示をすること。
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７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月27日（金曜日）までに診療
放射線技師国家試験運営本部事務所に申し出る
こと。申し出た者については、受験の際にその
障害の状態に応じて必要な配慮を講ずることが
ある。
８ 手続及び問い合わせ先
 試験に関する手続及び問い合わせ先は下記
のとおりとする。
診療放射線技師国家試験運営本部事務所
東京都江東区有明３丁目６番11号 ＴＦＴビ
ル東館７階 郵便番号1350063 電話番号
03（5579）6903
 ５ののアの期間に、受験に関する書類を
直接持参する場合の提出先は下記の試験地を
管轄するいずれかの診療放射線技師国家試験
運営臨時事務所とする。
診療放射線技師国家試験運営臨時事務所

試験地 所 在 地
北海道 ランスタッド・札幌支店 国家試験係

北海道札幌市中央区北四条西４丁目１
番３号 伊藤・加藤ビル５階

宮城県 ランスタッド・仙台支店 国家試験係
宮城県仙台市青葉区中央１丁目２番３
号 仙台マークワン15階

東京都 ランスタッド・試験監督事業部 国家試
験係
東京都江東区有明３丁目６番11号 Ｔ
ＦＴビル東館７階

愛知県 ランスタッド・名古屋支店 国家試験係
愛知県名古屋市中区栄１丁目24番15号
プライム名古屋伏見ビル２階

大阪府 ランスタッド・大阪支店 国家試験係
大阪府大阪市北区梅田２丁目２番22号
ハービスＥＮＴオフィスタワー18階

広島県 ランスタッド・広島支店 国家試験係
広島県広島市中区本通６番11号 明治
安田生命広島本通ビル８階

香川県 ランスタッド・高松支店 国家試験係
香川県高松市番町１丁目６番８号 高
松興銀ビル８階

福岡県 ランスタッド・福岡支店 国家試験係
福岡県福岡市中央区天神１丁目６番８
号 天神ツインビル９階
人材派遣センターオキナワ 国家試験係
沖縄県那覇市久茂地１丁目７番１号
琉球リース総合ビル９階

臨床検査技師国家試験の施行
臨床検査技師等に関する法律（昭和33年法律第
76号。以下「法」という。）第12条の規定により、
第73回臨床検査技師国家試験を次のとおり施行す
る。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月17日（水曜日）
２ 試験地 北海道、宮城県、東京都、愛知県、
大阪府、広島県、香川県、福岡県及び沖縄県
３ 試験科目 医用工学概論（情報科学概論及び
検査機器総論を含む。）、公衆衛生学（関係法規
を含む。）、臨床検査医学総論（臨床医学総論及
び医学概論を含む。）、臨床検査総論（検査管理
総論及び医動物学を含む。）、病理組織細胞学、
臨床生理学、臨床化学（放射性同位元素検査技
術学を含む。）、臨床血液学、臨床微生物学及び
臨床免疫学
４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第15条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第４項の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。）であって、文部科
学大臣が指定した学校又は都道府県知事が指
定した臨床検査技師養成所において、３年以
上法第２条に規定する検査に必要な知識及び
技能を修得したもの（令和９年３月11日（木
曜日）までに修業し、又は卒業する見込みの
者を含む。）
 学校教育法に基づく大学（同法に基づく短
期大学を除く。）又は旧大学令（大正７年勅令
第388号）に基づく大学（以下「大学」とい
う。）において医学又は歯学の正規の課程を修
めて卒業したもの（令和９年３月11日（木曜
日）までに卒業する見込みの者を含む。）
 医師若しくは歯科医師（に掲げる者を除
く。）又は外国で医師免許若しくは歯科医師免
許を受けたもの

 次のいずれかに該当する者であって、大学、
文部科学大臣が指定した学校又は都道府県知
事が指定した臨床検査技師養成所において、
病態学（薬理学及び病態薬理学を除く。）、公
衆衛生学、医用工学概論、血液検査学、病理
検査学、尿・糞便等一般検査学、生化学検査
学、免疫検査学、遺伝子関連・染色体検査学、
輸血・移植検査学、微生物検査学、生理検査
学、臨床検査総合管理学及び医療安全管理学
の各科目を修めたもの（令和９年３月11日（木
曜日）までに修了する見込みの者を含む。）
ただし、次のいずれかに該当する者であっ
て、平成元年12月31日までに臨床生理学、臨
床化学、放射性同位元素臨床検査技術、医用
電子工学概論及び看護学総論の各科目を修め
たもの並びに平成27年３月31日までに医用工
学概論、臨床検査総論、臨床生理学、臨床化
学及び放射性同位元素検査技術学の各科目を
修めたもの並びに平成27年４月１日において
現に大学、文部科学大臣が指定した学校又は
都道府県知事が指定した臨床検査技師養成所
において臨床検査技師となるのに必要な知識
及び技能を習得中のものであって、医用工学
概論、臨床検査総論、臨床生理学、臨床化学
及び放射性同位元素検査技術学の各科目を修
めたもの（令和９年３月11日（木曜日）まで
に修了する見込みの者を含む。）並びに令和４
年３月31日までに大学、文部科学大臣が指定
した学校又は都道府県知事が指定した臨床検
査技師養成所において、医用工学概論、臨床
検査総論、臨床生理学、臨床化学、放射性同
位元素検査技術学及び医療安全管理学の各科
目を修めたもの並びに令和４年３月31日にお
いて現に大学、文部科学大臣が指定した学校
又は都道府県知事が指定した臨床検査技師養
成所において臨床検査技師となるのに必要な
知識及び技能を習得中のものであって、医用
工学概論、臨床検査総論、臨床生理学、臨床
化学、放射性同位元素検査技術学及び医療安
全管理学の各科目を修めたもの（令和９年３
月11日（木曜日）までに修了する見込みの者
を含む。）に対しても、受験資格を認める。
ア 大学において獣医学又は薬学の正規の課
程を修めて卒業した者（令和９年３月11日
（木曜日）までに卒業する見込みの者を含
む。）

イ 獣医師又は薬剤師（アに掲げる者を除
く。）
ウ 外国の医学校、歯科医学校、獣医学校若
しくは薬学校を卒業し、又は外国で獣医師
免許若しくは薬剤師免許を受けた者

 大学において病態学、公衆衛生学、医用工
学概論、血液検査学、病理検査学、尿・糞便
等一般検査学、生化学検査学、免疫検査学、
遺伝子関連・染色体検査学、輸血・移植検査
学、微生物検査学、生理検査学、臨床検査総
合管理学及び医療安全管理学の各科目を修め
て卒業した者（令和９年３月11日（木曜日）
までに卒業する見込みの者を含む。）（に掲
げる者を除く。）
ただし、次のいずれかに該当する者であっ
て、平成元年12月31日までに臨床生理学、臨
床化学、放射性同位元素臨床検査技術、医用
電子工学概論及び看護学総論の各科目を修め
たもの並びに平成27年３月31日までに医用工
学概論、臨床検査総論、臨床生理学、臨床化
学及び放射性同位元素検査技術学の各科目を
修めたもの並びに平成27年４月１日において
現に大学、文部科学大臣が指定した学校又は
都道府県知事が指定した臨床検査技師養成所
において臨床検査技師となるのに必要な知識
及び技能を習得中のものであって、医用工学
概論、臨床検査総論、臨床生理学、臨床化学
及び放射性同位元素検査技術学の各科目を修
めたもの（令和９年３月11日（木曜日）まで
に修了する見込みの者を含む。）並びに令和４
年３月31日までに大学、文部科学大臣が指定
した学校又は都道府県知事が指定した臨床検
査技師養成所において、医用工学概論、臨床
検査総論、臨床生理学、臨床化学、放射性同
位元素検査技術学及び医療安全管理学の各科
目を修めたもの並びに令和４年３月31日にお
いて現に大学、文部科学大臣が指定した学校
又は都道府県知事が指定した臨床検査技師養
成所において臨床検査技師となるのに必要な
知識及び技能を習得中のものであって、医用
工学概論、臨床検査総論、臨床生理学、臨床
化学、放射性同位元素検査技術学及び医療安
全管理学の各科目を修めたもの（令和９年３
月11日（木曜日）までに修了する見込みの者
を含む。）に対しても、受験資格を認める。
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ア 大学（旧大学令に基づく大学を除く。）に
おいて保健衛生学の正規の課程を修めて卒
業した者（令和９年３月11日（木曜日）ま
でに卒業する見込みの者を含む。）
イ 大学において医学概論、解剖学、生理学、
病理学、生化学、微生物学、医動物学、情
報科学概論、検査機器総論、医用工学概論、
臨床血液学（血液採取に関する内容を除
く。）及び臨床免疫学の各科目を修めて卒業
した者（令和９年３月11日（木曜日）まで
に卒業する見込みの者を含む。）
ただし、平成元年12月31日までに大学に
おいて、生理学、解剖学、病理学、微生物
学及び生化学の各科目を修めて卒業した者
に対しても、受験資格を認める。

 外国の法第２条に規定する検査に関する学
校若しくは養成所を卒業し、又は外国で臨床
検査技師の免許に相当する免許を受けた者で
あって、厚生労働大臣がに掲げる者と同等
以上の知識及び技能を有すると認めたもの
 学校教育法第90条第１項の規定により大学
に入学することができる者（文部科学大臣の
指定した学校が大学である場合において、当
該大学が学校教育法第90条第２項の規定によ
り当該大学に入学させた者又は衛生検査技師
法の一部を改正する法律（昭和45年法律第83
号。以下「改正法」という。）附則第10条の規
定により学校教育法第90条第１項の規定によ
り大学に入学することができる者とみなされ
る者を含む。）であって、改正法の施行の際（昭
和46年１月１日）現に改正法による改正前の
衛生検査技師法（昭和33年法律第76号。以下
「改正前法」という。）第15条第１号の規定に
より指定されている学校において、３年以上
改正前法第２条に規定する検査に必要な知識
及び技能の修習を終えているもの又は当該学
校において改正法の施行の際現に同条に規定
する検査に必要な知識及び技能を修習中で
あって、その修習を改正法施行後に終えたも
の

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 臨床検査技師等に関する法
律施行規則（昭和33年厚生省令第24号）
様式第５により作成するとともに、受験

願書に記載する氏名は、戸籍（中長期在
留者については在留カード又は住民票、
特別永住者については特別永住者証明書
又は住民票、短期在留者については旅券
その他の身分を証する書類）に記載され
ている文字を使用すること。
なお、戸籍に記載されている限りにお
いて、氏名の横に括弧書きの上、旧姓を
併記して申請することができる。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、臨床検査技師国家
試験運営本部事務所又は臨床検査技師国
家試験運営臨時事務所において交付する
受験写真用台紙に貼り付けた上、同台紙
に所定の事項を記入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
臨床検査技師養成所又は臨床検査技師国
家試験運営本部事務所若しくは臨床検査
技師国家試験運営臨時事務所において、
その写真が受験者本人と相違ない旨の確
認を受けること。
 返信用封筒 縦235センチメートル、
横12センチメートルのもので、表面に、
郵便番号及び宛先を記載し、590円（定
形郵便110円＋一般書留480円）の郵便切
手を貼り付け、書留の表示をすること。

イ ４のに該当する者が提出する書類 修
業証明書若しくは修業見込証明書又は卒業
証書の写し、卒業証明書若しくは卒業見込
証明書
ウ ４のに該当する者が提出する書類 卒
業証書の写し、卒業証明書又は卒業見込証
明書
エ ４のに該当する者（外国で医師免許又
は歯科医師免許を受けた者を除く。）が提出
する書類 医師免許証の写し又は歯科医師
免許証の写し（臨床検査技師国家試験運営
本部事務所又は臨床検査技師国家試験運営
臨時事務所に当該免許証の原本を提示し、
原本照合を受けたもの）
オ ４ののア又はイに該当する者が提出す
る書類
 卒業証書の写し、卒業証明書若しくは
卒業見込証明書又は獣医師免許証の写し
若しくは薬剤師免許証の写し（臨床検査

技師国家試験運営本部事務所又は臨床検
査技師国家試験運営臨時事務所に当該免
許証の原本を提示し、原本照合を受けた
もの）
 ４の本文に規定する科目を修めたこ
とを証する書類若しくは修める見込みで
あることを証する書類又は４のただし
書に規定する科目を修めたことを証する
書類若しくは修める見込みであることを
証する書類及び平成27年４月１日現在の
在学証明書（在学証明書の提出は、４の
ただし書に該当する者であって、平成
27年４月１日において現に大学、文部科
学大臣が指定した学校又は都道府県知事
が指定した臨床検査技師養成所において
臨床検査技師となるのに必要な知識及び
技能を習得中のものに限る。）又は令和４
年３月31日現在の在学証明書（在学証明
書の提出は、４のただし書に該当する
者であって、令和４年３月31日において
現に大学、文部科学大臣が指定した学校
又は都道府県知事が指定した臨床検査技
師養成所において臨床検査技師となるの
に必要な知識及び技能を習得中のものに
限る。）

カ ４のに該当する者が提出する書類
 卒業証書の写し、卒業証明書又は卒業
見込証明書
 大学において４の本文に規定する科
目を修めたことを証する書類若しくは修
める見込みであることを証する書類又は
４のただし書に規定する科目を修めた
ことを証する書類若しくは修める見込み
であることを証する書類及び平成27年４
月１日現在の在学証明書（在学証明書の
提出は、４のただし書に該当する者で
あって、平成27年４月１日において現に
大学、文部科学大臣が指定した学校又は
都道府県知事が指定した臨床検査技師養
成所において臨床検査技師となるのに必
要な知識及び技能を習得中のものに限
る。）又は令和４年３月31日現在の在学証
明書（在学証明書の提出は、４のただ
し書に該当する者であって、令和４年３
月31日において現に大学、文部科学大臣
が指定した学校又は都道府県知事が指定

した臨床検査技師養成所において臨床検
査技師となるのに必要な知識及び技能を
習得中のものに限る。）

キ ４のただし書のイに該当する者が提出
する書類 ４のただし書のイに規定する
科目を修めたことを証する書類若しくは修
める見込みであることを証する書類又は４
のただし書のイただし書に規定する科目
を修めたことを証する書類
ク ４のに該当する者のうち、外国で医師
免許若しくは歯科医師免許を受けた者又は
４ののウに該当する者が提出する書類
当該免許証の写し等当該規定に該当するこ
とを証する書類の写し及び訳文（公的な機
関（当該国の大使館、領事館、外務省等）
において真実である旨の確認を受け、その
証明を併せて提出すること。）
ケ ４のに該当する者が提出する書類 臨
床検査技師国家試験受験資格認定書の写し
（臨床検査技師国家試験運営本部事務所又
は臨床検査技師国家試験運営臨時事務所に
当該認定書の原本を提示し、原本照合を受
けたもの）
コ ４のに該当する者が提出する書類
 修業証明書若しくは卒業証書の写し又
は卒業証明書
 教科課程を明らかにした書類
なお、４の又はに該当する者であっ
て、修業見込証明書又は卒業見込証明書を
提出したものにあっては、修業証明書又は
卒業証明書を、４の又はに該当する者
であって、卒業見込証明書又は当該科目を
修める見込みであることを証する書類を提
出したものにあっては、卒業証明書又は当
該科目を修めたことを証する書類を、令和
９年３月11日（木曜日）午後２時までに提
出すること。当該期日までに提出がなされ
ないときは、当該受験は原則として無効と
する。
また、４の、、、又はに該当
する者で卒業証書の写しを提出するものに
あっては、臨床検査技師国家試験運営本部
事務所又は臨床検査技師国家試験運営臨時
事務所に卒業証書の原本を提示し、原本照
合を受けること。
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 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月14日
（月曜日）から令和９年１月４日（月曜日）
までに提出すること。
イ 受験に関する書類を郵送する場合の提出
先は、臨床検査技師国家試験運営本部事務
所とする。
ウ ただし、下記に掲げる臨床検査技師国家
試験運営臨時事務所においては、受験に関
する書類を直接持参する場合について、そ
の提出を受け付けることとする。
北海道 ランスタッド・札幌支店
宮城県 ランスタッド・仙台支店
東京都 ランスタッド・試験監督事業部
愛知県 ランスタッド・名古屋支店
大阪府 ランスタッド・大阪支店
広島県 ランスタッド・広島支店
香川県 ランスタッド・高松支店
福岡県 ランスタッド・福岡支店
沖縄県 人材派遣センターオキナワ
エ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日、日
曜日その他の行政機関の休日を除く。）午前
９時から午前12時までと午後１時から午後
５時までとする。
オ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月４日（月曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
カ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 受験手数料
ア 受験手数料は、11300円とし、受験手数
料の額に相当する収入印紙を受験願書に貼
ることにより納付すること。この場合、収
入印紙は消印しないこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、郵送により交付
する。なお、令和９年２月３日（水曜日）ま
でに受験票が到着しない場合は、臨床検査技
師国家試験運営本部事務所に問い合わせるこ
と。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月23日（火曜日）午後２時に厚生労働省ホーム
ページの資格・試験情報のページにその受験地
及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月27日（金曜日）までに臨床
検査技師国家試験運営本部事務所に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 手続及び問い合わせ先
 試験に関する手続及び問い合わせ先は下記
のとおりとする。
臨床検査技師国家試験運営本部事務所 東
京都江東区有明３丁目６番11号 ＴＦＴビル
東館７階 郵便番号1350063 電話番号03
（5579）6903
 ５ののアの期間に、受験に関する書類を
直接持参する場合の提出先は下記の試験地を
管轄する臨床検査技師国家試験運営臨時事務
所とする。
臨床検査技師国家試験運営臨時事務所

試験地 所 在 地
北海道 ランスタッド・札幌支店 国家試験係

北海道札幌市中央区北四条西４丁目１
番３号 伊藤・加藤ビル５階

宮城県 ランスタッド・仙台支店 国家試験係
宮城県仙台市青葉区中央１丁目２番３
号 仙台マークワン15階

東京都 ランスタッド・試験監督事業部 国家試
験係
東京都江東区有明３丁目６番11号 Ｔ
ＦＴビル東館７階

愛知県 ランスタッド・名古屋支店 国家試験係
愛知県名古屋市中区栄１丁目24番15号
プライム名古屋伏見ビル２階

大阪府 ランスタッド・大阪支店 国家試験係
大阪府大阪市北区梅田２丁目２番22号
ハービスＥＮＴオフィスタワー18階

広島県 ランスタッド・広島支店 国家試験係
広島県広島市中区本通６番11号 明治
安田生命広島本通ビル８階

香川県 ランスタッド・高松支店 国家試験係
香川県高松市番町１丁目６番８号 高
松興銀ビル８階

福岡県 ランスタッド・福岡支店 国家試験係
福岡県福岡市中央区天神１丁目６番８
号 天神ツインビル９階

沖縄県 人材派遣センターオキナワ 国家試験係
沖縄県那覇市久茂地１丁目７番１号
琉球リース総合ビル９階

理学療法士国家試験の施行
理学療法士及び作業療法士法（昭和40年法律第
137号。以下「法」という。）第10条の規定により、
第62回理学療法士国家試験を次のとおり施行す
る。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日
 筆記試験 令和９年２月21日（日曜日）
 口述試験及び実技試験 令和９年２月22日
（月曜日）

２ 試験地
 筆記試験 北海道、宮城県、東京都、愛知
県、大阪府、香川県、福岡県及び沖縄県
 口述試験及び実技試験 東京都

４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第11条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第６項の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。）であって、文部科
学省令・厚生労働省令で定める基準に適合す
るものとして、文部科学大臣が指定した学校
又は都道府県知事が指定した理学療法士養成
施設において、３年以上理学療法士として必
要な知識及び技能を修得したもの（令和９年
３月11日（木曜日）までに修業し、又は卒業
する見込みの者を含む。）
 外国の理学療法に関する学校若しくは養成
施設を卒業し、又は外国で理学療法士の免許
に相当する免許を受けた者であって、厚生労
働大臣がに掲げる者と同等以上の知識及び
技能を有すると認定したもの
 法施行の際（昭和40年８月28日）現に文部
大臣又は厚生大臣が指定した学校又は施設に
おいて、理学療法士となるのに必要な知識及
び技能を修業中であって、法施行後に当該学
校又は施設を卒業した者

３ 試験科目及び試験方法
 筆記試験 一般問題及び実地問題に区分し
て次の科目について行う。ただし、重度視力
障害者（視力の良い方の眼の矯正視力が003
以下若しくは視力の良い方の眼の矯正視力が
004かつ他方の眼の矯正視力が手動弁以下又
は周辺視野角度（Ⅰ／４視標による。以下同
じ。）の総和が左右眼それぞれ80度以下かつ両
眼中心視野角度（Ⅰ／２視標による。以下同
じ。）が28度以下若しくは両眼開放視認点数が
70点以下かつ両眼中心視野視認点数が20点以
下の者をいう。）に対しては、実地問題につい
ては行わない。また、重度視力障害者に対し
ては、点字、試験問題の読み上げ又はその併
用による受験を認める。弱視者（視力の良い
方の眼の矯正視力が015以下又は周辺視野角
度の総和が左右眼それぞれ80度以下かつ両眼
中心視野角度が56度以下若しくは両眼開放視

認点数が70点以下かつ両眼中心視野視認点数
が40点以下の者をいう。）に対しては、弱視用
試験による受験を認める。
ア 一般問題 解剖学、生理学、運動学、病
理学概論、臨床心理学、リハビリテーショ
ン医学（リハビリテーション概論を含む。）、
臨床医学大要（人間発達学を含む。）及び理
学療法
イ 実地問題 運動学、臨床心理学、リハビ
リテーション医学、臨床医学大要（人間発
達学を含む。）及び理学療法

 口述試験及び実技試験 重度視力障害者に
対して、筆記試験の実地問題に代えて次の科
目について行う。運動学、臨床心理学、リハ
ビリテーション医学、臨床医学大要（人間発
達学を含む。）及び理学療法
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５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 理学療法士及び作業療法士
法施行規則（昭和40年厚生省令第47号。
以下「規則」という。）様式第５号により
作成するとともに、受験願書に記載する
氏名は、戸籍（中長期在留者については
在留カード又は住民票、特別永住者につ
いては特別永住者証明書又は住民票、短
期在留者については旅券その他の身分を
証する書類）に記載されている文字を使
用すること。ただし、戸籍に記載されて
いる限りにおいて、氏名の横に括弧書き
の上、旧姓を併記して申請することがで
きる。
なお、弱視用試験、点字試験、試験問
題の読み上げ又は点字試験と試験問題の
読み上げの併用を希望する者は、受験願
書の右上に「弱視用試験希望」、「点字試
験希望」、「読み上げ希望」又は「点字試
験と読み上げ希望」と朱書きで記載する
こと。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、理学療法士国家試
験運営本部事務所又は理学療法士国家試
験運営臨時事務所において交付する受験
写真用台紙に貼り付けた上、同台紙に所
定の事項を記入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
養成施設又は理学療法士国家試験運営本
部事務所若しくは理学療法士国家試験運
営臨時事務所において、その写真が受験
者本人と相違ない旨の確認を受けるこ
と。
 返信用封筒 縦235センチメートル、
横12センチメートルのもので、表面に、
郵便番号及び宛先を記載し、590円（定
形郵便110円＋一般書留480円）の郵便切
手を貼り付け、書留の表示をすること。

イ ４の又はに該当する者が提出する書
類 修業証明書若しくは修業見込証明書又
は卒業証明書若しくは卒業見込証明書
ウ ４のに該当する者が提出する書類 理
学療法士国家試験受験資格認定書の写し
（理学療法士国家試験運営本部事務所又は
理学療法士国家試験運営臨時事務所に当該
認定書の原本を提示し、原本照合を受けた
もの）
なお、４の又はに該当する者であっ
て、修業見込証明書又は卒業見込証明書を
提出したものにあっては、令和９年３月11
日（木曜日）午後２時までに修業証明書又
は卒業証明書を提出すること。当該期日ま
でに提出がなされないときは、当該受験は
原則として無効とする。

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月14日
（月曜日）から令和９年１月４日（月曜日）
までに提出すること。
イ 受験に関する書類を郵送する場合の提出
先は、理学療法士国家試験運営本部事務所
とする。
ウ ただし、下記に掲げる理学療法士国家試
験運営臨時事務所においては、受験に関す
る書類を直接持参する場合について、その
提出を受け付けることとする。
北海道 ランスタッド・札幌支店
宮城県 ランスタッド・仙台支店
東京都 ランスタッド・試験監督事業部
愛知県 ランスタッド・名古屋支店
大阪府 ランスタッド・大阪支店
広島県 ランスタッド・広島支店
香川県 ランスタッド・高松支店
福岡県 ランスタッド・福岡支店
沖縄県 人材派遣センターオキナワ
エ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日、日
曜日その他の行政機関の休日を除く。）午前
９時から午前12時までと午後１時から午後
５時までとする。

作業療法士国家試験の施行
理学療法士及び作業療法士法（昭和40年法律第
137号。以下「法」という。）第10条の規定により、
第62回作業療法士国家試験を次のとおり施行す
る。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日
 筆記試験 令和９年２月21日（日曜日）
 口述試験及び実技試験 令和９年２月22日
（月曜日）

２ 試験地
 筆記試験 北海道、宮城県、東京都、愛知
県、大阪府、香川県、福岡県及び沖縄県
 口述試験及び実技試験 東京都

オ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月４日（月曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
カ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 受験手数料
ア 受験手数料は、10100円とし、受験手数
料の額に相当する収入印紙を受験願書に貼
ることにより納付すること。この場合、収
入印紙は消印しないこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は郵送により交付す
る。なお、令和９年２月８日（月曜日）まで
に受験票が到着しない場合は、理学療法士国
家試験運営本部事務所に問い合わせること。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月23日（火曜日）午後２時に厚生労働省ホーム
ページの資格・試験情報のページにその受験地
及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月27日（金曜日）までに理学
療法士国家試験運営本部事務所に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 手続及び問い合わせ先
 試験に関する手続及び問い合わせ先は下記
のとおりとする。
理学療法士国家試験運営本部事務所 東京
都江東区有明３丁目６番11号 ＴＦＴビル東
館７階 郵便番号1350063 電話番号03
（5579）6903
 ５ののアの期間に、受験に関する書類を
直接持参する場合の提出先は下記の試験地を
管轄する理学療法士国家試験運営臨時事務所
とする。
理学療法士国家試験運営臨時事務所

試験地 所 在 地
北海道 ランスタッド・札幌支店 国家試験係

北海道札幌市中央区北四条西４丁目１
番３号 伊藤・加藤ビル５階

宮城県 ランスタッド・仙台支店 国家試験係
宮城県仙台市青葉区中央１丁目２番３
号 仙台マークワン15階

東京都 ランスタッド・試験監督事業部 国家試
験係
東京都江東区有明３丁目６番11号 Ｔ
ＦＴビル東館７階

愛知県 ランスタッド・名古屋支店 国家試験係
愛知県名古屋市中区栄１丁目24番15号
プライム名古屋伏見ビル２階

大阪府 ランスタッド・大阪支店 国家試験係
大阪府大阪市北区梅田２丁目２番22号
ハービスＥＮＴオフィスタワー18階

香川県 ランスタッド・高松支店 国家試験係
香川県高松市番町１丁目６番８号 高
松興銀ビル８階

福岡県 ランスタッド・広島支店 国家試験係
広島県広島市中区本通６番11号 明治
安田生命広島本通ビル８階
ランスタッド・福岡支店 国家試験係
福岡県福岡市中央区天神１丁目６番８
号 天神ツインビル９階

沖縄県 人材派遣センターオキナワ 国家試験係
沖縄県那覇市久茂地１丁目７番１号
琉球リース総合ビル９階

３ 試験科目及び試験方法
 筆記試験 一般問題及び実地問題に区分し
て次の科目について行う。ただし、重度視力
障害者（視力の良い方の眼の矯正視力が003
以下若しくは視力の良い方の眼の矯正視力が
004かつ他方の眼の矯正視力が手動弁以下又
は周辺視野角度（Ⅰ／４視標による。以下同
じ。）の総和が左右眼それぞれ80度以下かつ両
眼中心視野角度（Ⅰ／２視標による。以下同
じ。）が28度以下若しくは両眼開放視認点数が
70点以下かつ両眼中心視野視認点数が20点以
下の者をいう。）に対しては、実地問題につい
ては行わない。また、重度視力障害者に対し
ては、点字、試験問題の読み上げ又はその併
用による受験を認める。弱視者（視力の良い
方の眼の矯正視力が015以下又は周辺視野角
度の総和が左右眼それぞれ80度以下かつ両眼
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中心視野角度が56度以下若しくは両眼開放視
認点数が70点以下かつ両眼中心視野視認点数
が40点以下の者をいう。）に対しては、弱視用
試験による受験を認める。
ア 一般問題 解剖学、生理学、運動学、病
理学概論、臨床心理学、リハビリテーショ
ン医学（リハビリテーション概論を含む。）、
臨床医学大要（人間発達学を含む。）及び
作業療法
イ 実地問題 運動学、臨床心理学、リハビ
リテーション医学、臨床医学大要（人間発
達学を含む。）及び作業療法

 口述試験及び実技試験 重度視力障害者に
対して、筆記試験の実地問題に代えて次の科
目について行う。運動学、臨床心理学、リハ
ビリテーション医学、臨床医学大要（人間発
達学を含む。）及び作業療法

４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第12条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第６項の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。）であって、文部科
学省令・厚生労働省令で定める基準に適合す
るものとして、文部科学大臣が指定した学校
又は都道府県知事が指定した作業療法士養成
施設において、３年以上作業療法士として必
要な知識及び技能を修得したもの（令和９年
３月11日（木曜日）までに修業し、又は卒業
する見込みの者を含む。）
 外国の作業療法に関する学校若しくは養成
施設を卒業し、又は外国で作業療法士の免許
に相当する免許を受けた者であって、厚生労
働大臣がに掲げる者と同等以上の知識及び
技能を有すると認定したもの
 法施行の際（昭和40年８月28日）現に文部
大臣又は厚生大臣が指定した学校又は施設に
おいて、作業療法士となるのに必要な知識及
び技能を修業中であって、法施行後に当該学
校又は施設を卒業した者

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 理学療法士及び作業療法士
法施行規則（昭和40年厚生省令第47号。
以下「規則」という。）様式第５号により
作成するとともに、受験願書に記載する
氏名は、戸籍（中長期在留者については
在留カード又は住民票、特別永住者につ
いては特別永住者証明書又は住民票、短
期在留者については旅券その他の身分を
証する書類）に記載されている文字を使
用すること。ただし、戸籍に記載されて
いる限りにおいて、氏名の横に括弧書き
の上、旧姓を併記して申請することがで
きる。
なお、弱視用試験、点字試験、試験問
題の読み上げ又は点字試験と試験問題の
読み上げの併用を希望する者は、受験願
書の右上に「弱視用試験希望」、「点字試
験希望」、「読み上げ希望」又は「点字試
験と読み上げ希望」と朱書きで記載する
こと。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、作業療法士国家試
験運営本部事務所又は作業療法士国家試
験運営臨時事務所において交付する受験
写真用台紙に貼り付けた上、同台紙に所
定の事項を記入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
養成施設又は作業療法士国家試験運営本
部事務所若しくは作業療法士国家試験運
営臨時事務所において、その写真が受験
者本人と相違ない旨の確認を受けるこ
と。
 返信用封筒 縦235センチメートル、
横12センチメートルのもので、表面に、
郵便番号及び宛先を記載し、590円（定
形郵便110円＋一般書留480円）の郵便切
手を貼り付け、書留の表示をすること。

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月14日
（月曜日）から令和９年１月４日（月曜日）
までに提出すること。
イ 受験に関する書類を郵送する場合の提出
先は、作業療法士国家試験運営本部事務所
とする。
ウ ただし、下記に掲げる作業療法士国家試
験運営臨時事務所においては、受験に関す
る書類を直接持参する場合について、その
提出を受け付けることとする。
北海道 ランスタッド・札幌支店
宮城県 ランスタッド・仙台支店
東京都 ランスタッド・試験監督事業部
愛知県 ランスタッド・名古屋支店
大阪府 ランスタッド・大阪支店
広島県 ランスタッド・広島支店
香川県 ランスタッド・高松支店
福岡県 ランスタッド・福岡支店
沖縄県 人材派遣センターオキナワ
エ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日、日
曜日その他の行政機関の休日を除く。）午前
９時から午前12時までと午後１時から午後
５時までとする。
オ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月４日（月曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
カ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

イ ４の又はに該当する者が提出する書
類 修業証明書若しくは修業見込証明書又
は卒業証明書若しくは卒業見込証明書

ウ ４のに該当する者が提出する書類 作
業療法士国家試験受験資格認定書の写し
（作業療法士国家試験運営本部事務所又は
作業療法士国家試験運営臨時事務所に当該
認定書の原本を提示し、原本照合を受けた
もの）
なお、４の又はに該当する者であっ
て、修業見込証明書又は卒業見込証明書を
提出したものにあっては、令和９年３月11
日（木曜日）午後２時までに修業証明書又
は卒業証明書を提出すること。当該期日ま
でに提出がなされないときは、当該受験は
原則として無効とする。

 受験手数料
ア 受験手数料は、10100円とし、受験手数
料の額に相当する収入印紙を受験願書に貼
ることにより納付すること。この場合、収
入印紙は消印しないこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は郵送により交付す
る。なお、令和９年２月８日（月曜日）まで
に受験票が到着しない場合は、作業療法士国
家試験運営本部事務所に問い合わせること。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月23日（火曜日）午後２時に厚生労働省ホーム
ページの資格・試験情報のページにその受験地
及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月27日（金曜日）までに作業
療法士国家試験運営本部事務所に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 手続及び問い合わせ先
 試験に関する手続及び問い合わせ先は下記
のとおりとする。
作業療法士国家試験運営本部事務所 東京
都江東区有明３丁目６番11号 ＴＦＴビル東
館７階 郵便番号1350063 電話番号03
（5579）6903
 ５ののアの期間に、受験に関する書類を
直接持参する場合の提出先は下記の試験地を
管轄する作業療法士国家試験運営臨時事務所
とする。
作業療法士国家試験運営臨時事務所

試験地 所 在 地
北海道 ランスタッド・札幌支店 国家試験係

北海道札幌市中央区北四条西４丁目１
番３号 伊藤・加藤ビル５階

宮城県 ランスタッド・仙台支店 国家試験係
宮城県仙台市青葉区中央１丁目２番３
号 仙台マークワン15階

東京都 ランスタッド・試験監督事業部 国家試
験係
東京都江東区有明３丁目６番11号 Ｔ
ＦＴビル東館７階

愛知県 ランスタッド・名古屋支店 国家試験係
愛知県名古屋市中区栄１丁目24番15号
プライム名古屋伏見ビル２階

大阪府 ランスタッド・大阪支店 国家試験係
大阪府大阪市北区梅田２丁目２番22号
ハービスＥＮＴオフィスタワー18階
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香川県 ランスタッド・高松支店 国家試験係
香川県高松市番町１丁目６番８号 高
松興銀ビル８階

福岡県 ランスタッド・広島支店 国家試験係
広島県広島市中区本通６番11号 明治
安田生命広島本通ビル８階
ランスタッド・福岡支店 国家試験係
福岡県福岡市中央区天神１丁目６番８
号 天神ツインビル９階

沖縄県 人材派遣センターオキナワ 国家試験係
沖縄県那覇市久茂地１丁目７番１号
琉球リース総合ビル９階

視能訓練士国家試験の施行
視能訓練士法（昭和46年法律第64号。以下「法」
という。）第11条の規定により、第57回視能訓練士
国家試験を次のとおり施行する。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月18日（木曜日）
２ 試験地 東京都及び大阪府
３ 試験科目 基礎医学大要、基礎視能矯正学、
視能検査学、視能障害学及び視能訓練学
４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第14条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第５項の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。）であって、文部科
学大臣が指定した学校又は都道府県知事が指
定した視能訓練士養成所において、３年以上
視能訓練士として必要な知識及び技能を修得
したもの（令和９年３月11日（木曜日）まで
に修業し、又は卒業する見込みの者を含む。）

イ ４の、又はに該当する者が提出す
る書類 修業証明書若しくは修業見込証明
書又は卒業証明書若しくは卒業見込証明書
ウ ４のに該当する者が提出する書類 視
能訓練士国家試験受験資格認定書の写し
（視能訓練士国家試験運営本部事務所又は
視能訓練士国家試験運営臨時事務所に当該
認定書の原本を提示し、原本照合を受けた
もの）
なお、４の、又はに該当する者で
修業見込証明書又は卒業見込証明書を提出
したものにあっては、令和９年３月11日（木
曜日）午後２時までに修業証明書又は卒業
証明書を提出すること。当該期日までに提
出がなされないときは、当該受験は原則と
して無効とする。

 受験手数料
ア 受験手数料は、15800円とし、受験手数
料の額に相当する収入印紙を受験願書に貼
ることにより納付すること。この場合、収
入印紙は消印しないこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、郵送により交付
する。なお、令和９年２月４日（木曜日）ま
でに受験票が到着しない場合は、視能訓練士
国家試験運営本部事務所に問い合わせるこ
と。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月23日（火曜日）午後２時に厚生労働省ホーム
ページの資格・試験情報のページにその受験地
及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月27日（金曜日）までに視能
訓練士国家試験運営本部事務所に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。

 学校教育法に基づく大学若しくは旧大学令
（大正７年勅令第388号）に基づく大学又は
視能訓練士法施行規則（昭和46年厚生省令第
28号。以下「規則」という。）第11条第１号若
しくは第２号に掲げる学校若しくは養成所に
おいて２年以上修業し、かつ、外国語、心理
学、保健体育、生物学、物理学、数学（統計
学を含む。）及び教育学、倫理学、精神衛生、

社会福祉又は保育のうち２科目の各科目を修
めた者であって、法第14条第２号の規定によ
り文部科学大臣が指定した学校又は都道府県
知事が指定した視能訓練士養成所において、
１年以上視能訓練士として必要な知識及び技
能を修得したもの（令和９年３月11日（木曜
日）までに修業し、又は卒業する見込みの者
を含む。）。ただし、平成16年４月１日前に法
第14条第２号の規定に基づき文部科学大臣が
指定した学校又は厚生労働大臣が指定した視
能訓練士養成所に入学し、又は入所した者で
あって、学校教育法に基づく大学若しくは旧
大学令に基づく大学又は規則第11条第１号若
しくは第２号に掲げる学校若しくは養成所に
おいて２年以上修業し、かつ、英語、心理学、
保健体育及び教育学、倫理学、生物学、精神
衛生、社会福祉又は保育のうち２科目の各科
目を修めたものに対しても、受験資格を認め
る。
 外国の視能訓練に関する学校若しくは養成
所を卒業し、又は外国で視能訓練士の免許に
相当する免許を受けた者であって、厚生労働
大臣が又はに掲げる者と同等以上の知識
及び技能を有すると認定したもの
 法の施行の際（昭和46年７月19日）現に厚
生大臣が指定した養成所において、視能訓練
士として必要な知識及び技能の修得を終えて
いる者又は当該知識及び技能を修得中であっ
て、その修得を法施行後に終えた者

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 規則様式第５号により作成
するとともに、受験願書に記載する氏名
は、戸籍（中長期在留者については在留
カード又は住民票、特別永住者について
は特別永住者証明書又は住民票、短期在
留者については旅券その他の身分を証す
る書類）に記載されている文字を使用す
ること。
なお、戸籍に記載されている限りにお
いて、氏名の横に括弧書きの上、旧姓を
併記して申請することができる。

 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、視能訓練士国家試
験運営本部事務所又は視能訓練士国家試
験運営臨時事務所において交付する受験
写真用台紙に貼り付けた上、同台紙に所
定の事項を記入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
視能訓練士養成所又は視能訓練士国家試
験運営本部事務所若しくは視能訓練士国
家試験運営臨時事務所において、その写
真が受験者本人と相違ない旨の確認を受
けること。
 返信用封筒 縦235センチメートル、
横12センチメートルのもので、表面に、
郵便番号及び宛先を記載し、590円（定
形郵便110円＋一般書留480円）の郵便切
手を貼り付け、書留の表示をすること。

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月14日
（月曜日）から令和９年１月４日（月曜日）
までに提出すること。
イ 受験に関する書類を郵送する場合の提出
先は、視能訓練士国家試験運営本部事務所
とする。

ウ ただし、下記に掲げる視能訓練士国家試
験運営臨時事務所においては、受験に関す
る書類を直接持参する場合について、その
提出を受け付けることとする。
北海道 ランスタッド・札幌支店
宮城県 ランスタッド・仙台支店
東京都 ランスタッド・試験監督事業部
愛知県 ランスタッド・名古屋支店
大阪府 ランスタッド・大阪支店
広島県 ランスタッド・広島支店
香川県 ランスタッド・高松支店
福岡県 ランスタッド・福岡支店
沖縄県 人材派遣センターオキナワ
エ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日、日
曜日その他の行政機関の休日を除く。）午前
９時から午前12時までと午後１時から午後
５時までとする。
オ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月４日（月曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
カ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。
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８ 手続及び問い合わせ先
 試験に関する手続及び問い合わせ先は下記
のとおりとする。
視能訓練士国家試験運営本部事務所 東京
都江東区有明３丁目６番11号 ＴＦＴビル東
館７階 郵便番号1350063 電話番号03
（5579）6903
 ５ののアの期間に、受験に関する書類を
直接持参する場合の提出先は下記の試験地を
管轄するいずれかの視能訓練士国家試験運営
臨時事務所とする。
視能訓練士国家試験運営臨時事務所

試験地 所 在 地
東京都 ランスタッド・札幌支店 国家試験係

北海道札幌市中央区北四条西４丁目１
番３号 伊藤・加藤ビル５階
ランスタッド・仙台支店 国家試験係
宮城県仙台市青葉区中央１丁目２番３
号 仙台マークワン15階
ランスタッド・試験監督事業部 国家試
験係
東京都江東区有明３丁目６番11号 Ｔ
ＦＴビル東館７階

大阪府 ランスタッド・名古屋支店 国家試験係
愛知県名古屋市中区栄１丁目24番15号
プライム名古屋伏見ビル２階

ランスタッド・大阪支店 国家試験係
大阪府大阪市北区梅田２丁目２番22号
ハービスＥＮＴオフィスタワー18階

ランスタッド・広島支店 国家試験係
広島県広島市中区本通６番11号 明治
安田生命広島本通ビル８階
ランスタッド・高松支店 国家試験係
香川県高松市番町１丁目６番８号 高
松興銀ビル８階
ランスタッド・福岡支店 国家試験係
福岡県福岡市中央区天神１丁目６番８
号 天神ツインビル９階
人材派遣センターオキナワ 国家試験係
沖縄県那覇市久茂地１丁目７番１号
琉球リース総合ビル９階

３ 試験科目及び試験方法
 試験科目 医療概論（医学史を除く。）、衛
生学・公衆衛生学、関係法規、解剖学、生理
学、病理学概論、臨床医学総論、臨床医学各
論、リハビリテーション医学、東洋医学概論・
経絡経穴概論、あん摩マッサージ指圧理論及
び東洋医学臨床論
 試験方法 筆記試験により行う。ただし、
視覚障害者については、申請により次の方法
による受験を認める。
ア 拡大文字、超拡大文字又は点字による受
験
イ 試験問題を録音したＤＡＩＳＹＣＤの
併用又は試験問題の読み上げの併用による
受験
ただし、文部科学大臣の認定した学校の
長又は厚生労働大臣の認定した養成施設の
長がやむを得ないと認めた者に限る。
ウ 照明器具、読書補助具、点字タイプライ
ター等の使用による受験

４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することので
きる者（法第２条第１項の規定により文部科
学大臣の認定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第18条の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することのできる
者とみなされる者を含む。）であって、３年以
上、文部科学省令・厚生労働省令で定める基
準に適合するものとして、文部科学大臣の認
定した学校又は厚生労働大臣の認定した養成
施設において、あん摩マッサージ指圧師とな
るのに必要な知識及び技能を修得したもの
（令和９年３月15日（月曜日）までに修業し、
又は卒業する見込みの者を含む。）

 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう
師等に関する法律の一部を改正する法律（昭
和63年法律第71号。以下「改正法」という。）
の施行の際（平成２年４月１日）現に改正法
による改正前の法第２条第１項の規定により
文部大臣の認定した学校又は厚生大臣の認定
した養成施設において同項に規定する知識及
び技能の修得を終えている者並びに改正法施
行の際現に当該学校又は養成施設において当
該知識及び技能を修得中の者であって、改正
法施行後にその修得を終えたもの
 あん摩マツサージ指圧師、はり師及びきゆ
う師に係る学校養成施設認定規則（昭和26年
文部省・厚生省令第２号）第４条に定める程
度の著しい視覚障害があり、学校教育法第57
条の規定により高等学校に入学することので
きる者（法附則第18条の２第２項の規定によ
り、学校教育法第57条の規定により高等学校
に入学することのできる者とみなされる者を
含む。）であって、法附則第18条の２第１項の
規定により文部科学大臣の認定した学校又は
厚生労働大臣の認定した養成施設において、
３年以上、あん摩マッサージ指圧師となるの
に必要な知識及び技能又は５年以上、あん摩
マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師とな
るのに必要な知識及び技能を修得したもの
（令和９年３月15日（月曜日）までに修業し、
又は卒業する見込みの者を含む。）
 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律
（昭和46年法律第129号）の施行の際（昭和
47年５月15日）現に沖縄県内のあん摩マッ
サージ指圧師に係る学校若しくは養成施設を
卒業している者又はこれらの学校若しくは養
成施設において修業中であり、沖縄の復帰に
伴う特別措置に関する法律の施行後に当該学
校又は養成施設を卒業した者であって、法第
２条第１項に規定するあん摩マッサージ指圧
師となるのに必要な知識及び技能を修得した
者と同等以上の知識及び技能を有する者とし
て都道府県知事が認めたもの

イ 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮影
した縦６センチメートル、横４センチメー
トルのもので、その裏面に撮影年月日及び
氏名を記載し、公益財団法人東洋療法研修
試験財団において交付する受験写真用台紙
に貼り付けた上、同台紙に所定の事項を記
入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業し、
若しくは在籍している学校若しくは養成施
設又は公益財団法人東洋療法研修試験財団
において、その写真が受験者本人と相違な
い旨の確認を受けること。
ウ 修業証明書若しくは修業見込証明書又は
卒業証明書若しくは卒業見込証明書
なお、修業見込証明書又は卒業見込証明
書を提出した者にあっては、令和９年３月
15日（月曜日）午後５時までに修業証明書
又は卒業証明書を提出すること。当該期日
までに提出がなされないときは、当該受験
は原則として無効とする。

あん摩マッサージ指圧師国家試験の施行
あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等
に関する法律（昭和22年法律第217号。以下「法」
という。）第２条第１項の規定により、第35回あん
摩マッサージ指圧師国家試験を次のとおり施行す
る。

なお、試験の実施に関する事務は、法第３条の
４第１項の規定により指定試験機関として指定さ
れた公益財団法人東洋療法研修試験財団が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月27日（土曜日）
２ 試験地
 晴眼者 宮城県、東京都、愛知県、大阪府、
香川県及び鹿児島県
 視覚障害者 各都道府県

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア 受験願書 あん摩マツサージ指圧師、は
り師、きゆう師等に関する法律施行規則（平
成２年厚生省令第19号）様式第５号により
作成するとともに、受験願書に記載する氏
名は、戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票

に記載されている限りにおいて、氏名の横
に括弧書きの上、旧姓を併記して申請する
ことができる。
なお、３ののアによる受験を希望する
者は、受験願書の右上に「拡大文字受験希
望」、「超拡大文字受験希望」又は「点字受
験希望」と記載すること。また、３のの
イを希望する者は、「ＤＡＩＳＹＣＤの併
用希望」又は「読み上げの併用希望」と記
載すること。

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月１日
（火曜日）から同年12月18日（金曜日）ま
でに公益財団法人東洋療法研修試験財団に
提出すること。
イ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日及び
日曜日を除く。）午前９時30分から午前12時
までと午後１時から午後５時までとする。
ウ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和８年12月18日（金曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。
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 受験手数料
ア 受験手数料は、19500円とし、受験手数
料の額を公益財団法人東洋療法研修試験財
団が指定する銀行又は郵便局の口座に振り
込むこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年１月27
日（水曜日）に投函し郵送により交付する。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、厚生労働省ホー
ムページの資格・試験情報のページ及び公益財
団法人東洋療法研修試験財団ホームページに、
その受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月５日（木曜日）までに公益
財団法人東洋療法研修試験財団に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 試験に関する照会先 公益財団法人東洋療法
研修試験財団 東京都台東区上野７丁目６番５
号 ＶＯＲＴ上野Ⅱ６階 郵便番号1100005
電話番号03（5811）1666 ＦＡＸ番号03

（5811）1667
はり師国家試験の施行
あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等
に関する法律（昭和22年法律第217号。以下「法」
という。）第２条第１項の規定により、第35回はり
師国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第３条の
４第１項の規定により指定試験機関として指定さ
れた公益財団法人東洋療法研修試験財団が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月28日（日曜日）
２ 試験地
 晴眼者 北海道、宮城県、東京都、新潟県、
愛知県、大阪府、広島県、香川県、福岡県、
鹿児島県及び沖縄県
 視覚障害者 各都道府県
３ 試験科目及び試験方法
 試験科目 医療概論（医学史を除く。）、衛
生学・公衆衛生学、関係法規、解剖学、生理
学、病理学概論、臨床医学総論、臨床医学各
論、リハビリテーション医学、東洋医学概論、
経絡経穴概論、はり理論及び東洋医学臨床論

ただし、同時にきゅう師国家試験を受けよ
うとする者に対しては、はり理論又はきゅう
理論以外の共通科目について、受験者の申請
によりその一方の試験を免除する。
 試験方法 筆記試験により行う。ただし、
視覚障害者については、申請により次の方法
による受験を認める。
ア 拡大文字、超拡大文字又は点字による受
験
イ 試験問題を録音したＤＡＩＳＹＣＤの
併用又は試験問題の読み上げの併用による
受験
ただし、文部科学大臣の認定した学校の
長、厚生労働大臣の認定した養成施設の長
又は都道府県知事の認定した養成施設の長
がやむを得ないと認めた者に限る。
ウ 照明器具、読書補助具、点字タイプライ
ター等の使用による受験

４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することので
きる者（法第２条第１項の規定により文部科
学大臣の認定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第18条の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することのできる
者とみなされる者を含む。）であって、３年以
上、文部科学省令・厚生労働省令で定める基
準に適合するものとして、文部科学大臣の認
定した学校、厚生労働大臣の認定した養成施
設又は都道府県知事の認定した養成施設にお
いて、はり師となるのに必要な知識及び技能
を修得したもの（令和９年３月15日（月曜日）
までに修業し、又は卒業する見込みの者を含
む。）
 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう
師等に関する法律の一部を改正する法律（昭
和63年法律第71号。以下「改正法」という。）
の施行の際（平成２年４月１日）現に改正法
による改正前の法第２条第１項の規定により
文部大臣の認定した学校又は厚生大臣の認定
した養成施設において同項に規定する知識及
び技能の修得を終えている者並びに改正法施
行の際現に当該学校又は養成施設において当
該知識及び技能を修得中の者であって、改正
法施行後にその修得を終えたもの

 あん摩マツサージ指圧師、はり師及びきゆ
う師に係る学校養成施設認定規則（昭和26年
文部省・厚生省令第２号）第４条に定める程
度の著しい視覚障害があり、学校教育法第57
条の規定により高等学校に入学することので
きる者（法附則第18条の２第２項の規定によ
り、学校教育法第57条の規定により高等学校
に入学することのできる者とみなされる者を
含む。）であって、法附則第18条の２第１項の
規定により文部科学大臣の認定した学校又は
厚生労働大臣の認定した養成施設において、
５年以上、あん摩マッサージ指圧師、はり師
及びきゅう師となるのに必要な知識及び技能
を修得したもの（令和９年３月15日（月曜日）
までに修業し、又は卒業する見込みの者を含
む。）
 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律
（昭和46年法律第129号）の施行の際（昭和
47年５月15日）現に沖縄県内のはり師に係る
学校若しくは養成施設を卒業している者又は
これらの学校若しくは養成施設において修業
中であり、沖縄の復帰に伴う特別措置に関す
る法律の施行後に当該学校又は養成施設を卒
業した者であって、法第２条第１項に規定す
るはり師となるのに必要な知識及び技能を修
得した者と同等以上の知識及び技能を有する
者として都道府県知事が認めたもの

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア 受験願書 あん摩マツサージ指圧師、は
り師、きゆう師等に関する法律施行規則（平
成２年厚生省令第19号）様式第５号により
作成するとともに、受験願書に記載する氏
名は、戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票
に記載されている限りにおいて、氏名の横
に括弧書きの上、旧姓を併記して申請する
ことができる。
なお、３ののアによる受験を希望する
者は、受験願書の右上に「拡大文字受験希
望」、「超拡大文字受験希望」又は「点字受
験希望」と記載すること。また、３のの
イを希望する者は、「ＤＡＩＳＹＣＤの併
用希望」又は「読み上げの併用希望」と記
載すること。

イ 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮影
した縦６センチメートル、横４センチメー
トルのもので、その裏面に撮影年月日及び
氏名を記載し、公益財団法人東洋療法研修
試験財団において交付する受験写真用台紙
に貼り付けた上、同台紙に所定の事項を記
入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業し、
若しくは在籍している学校若しくは養成施
設又は公益財団法人東洋療法研修試験財団
において、その写真が受験者本人と相違な
い旨の確認を受けること。
ウ 修業証明書若しくは修業見込証明書又は
卒業証明書若しくは卒業見込証明書
なお、修業見込証明書又は卒業見込証明
書を提出した者にあっては、令和９年３月
15日（月曜日）午後５時までに修業証明書
又は卒業証明書を提出すること。当該期日
までに提出がなされないときは、当該受験
は原則として無効とする。

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月１日
（火曜日）から同年12月18日（金曜日）ま
でに公益財団法人東洋療法研修試験財団に
提出すること。
イ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日及び
日曜日を除く。）午前９時30分から午前12時
までと午後１時から午後５時までとする。
ウ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和８年12月18日（金曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 受験手数料
ア 受験手数料は、19500円とし、受験手数
料の額を公益財団法人東洋療法研修試験財
団が指定する銀行又は郵便局の口座に振り
込むこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年１月27
日（水曜日）に投函し郵送により交付する。


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６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、厚生労働省ホー
ムページの資格・試験情報のページ及び公益財
団法人東洋療法研修試験財団ホームページに、
その受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月５日（木曜日）までに公益
財団法人東洋療法研修試験財団に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 試験に関する照会先 公益財団法人東洋療法
研修試験財団 東京都台東区上野７丁目６番５
号 ＶＯＲＴ上野Ⅱ６階 郵便番号1100005
電話番号03（5811）1666 ＦＡＸ番号03

（5811）1667
きゅう師国家試験の施行
あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等
に関する法律（昭和22年法律第217号。以下「法」
という。）第２条第１項の規定により、第35回きゅ
う師国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第３条の
４第１項の規定により指定試験機関として指定さ
れた公益財団法人東洋療法研修試験財団が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月28日（日曜日）
２ 試験地
 晴眼者 北海道、宮城県、東京都、新潟県、
愛知県、大阪府、広島県、香川県、福岡県、
鹿児島県及び沖縄県
 視覚障害者 各都道府県
３ 試験科目及び試験方法
 試験科目 医療概論（医学史を除く。）、衛
生学・公衆衛生学、関係法規、解剖学、生理
学、病理学概論、臨床医学総論、臨床医学各
論、リハビリテーション医学、東洋医学概論、
経絡経穴概論、きゅう理論及び東洋医学臨床
論
ただし、同時にはり師国家試験を受けよう
とする者に対しては、きゅう理論又ははり理
論以外の共通科目について、受験者の申請に
よりその一方の試験を免除する。

 試験方法 筆記試験により行う。ただし、
視覚障害者については、申請により次の方法
による受験を認める。
ア 拡大文字、超拡大文字又は点字による受
験
イ 試験問題を録音したＤＡＩＳＹＣＤの
併用又は試験問題の読み上げの併用による
受験
ただし、文部科学大臣の認定した学校の
長、厚生労働大臣の認定した養成施設の長
又は都道府県知事の認定した養成施設の長
がやむを得ないと認めた者に限る。
ウ 照明器具、読書補助具、点字タイプライ
ター等の使用による受験

４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することので
きる者（法第２条第１項の規定により文部科
学大臣の認定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第18条の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することのできる
者とみなされる者を含む。）であって、３年以
上、文部科学省令・厚生労働省令で定める基
準に適合するものとして、文部科学大臣の認
定した学校、厚生労働大臣の認定した養成施
設又は都道府県知事の認定した養成施設にお
いて、きゅう師となるのに必要な知識及び技
能を修得したもの（令和９年３月15日（月曜
日）までに修業し、又は卒業する見込みの者
を含む。）
 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう
師等に関する法律の一部を改正する法律（昭
和63年法律第71号。以下「改正法」という。）
の施行の際（平成２年４月１日）現に改正法
による改正前の法第２条第１項の規定により
文部大臣の認定した学校又は厚生大臣の認定
した養成施設において同項に規定する知識及
び技能の修得を終えている者並びに改正法施
行の際現に当該学校又は養成施設において当
該知識及び技能を修得中の者であって、改正
法施行後にその修得を終えたもの

 あん摩マツサージ指圧師、はり師及びきゆ
う師に係る学校養成施設認定規則（昭和26年
文部省・厚生省令第２号）第４条に定める程
度の著しい視覚障害があり、学校教育法第57
条の規定により高等学校に入学することので
きる者（法附則第18条の２第２項の規定によ
り、学校教育法第57条の規定により高等学校
に入学することのできる者とみなされる者を
含む。）であって、法附則第18条の２第１項の
規定により文部科学大臣の認定した学校又は
厚生労働大臣の認定した養成施設において、
５年以上、あん摩マッサージ指圧師、はり師
及びきゅう師となるのに必要な知識及び技能
を修得したもの（令和９年３月15日（月曜日）
までに修業し、又は卒業する見込みの者を含
む。）
 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律
（昭和46年法律第129号）の施行の際（昭和
47年５月15日）現に沖縄県内のきゅう師に係
る学校若しくは養成施設を卒業している者又
はこれらの学校若しくは養成施設において修
業中であり、沖縄の復帰に伴う特別措置に関
する法律の施行後に当該学校又は養成施設を
卒業した者であって、法第２条第１項に規定
するきゅう師となるのに必要な知識及び技能
を修得した者と同等以上の知識及び技能を有
する者として都道府県知事が認めたもの

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア 受験願書 あん摩マツサージ指圧師、は
り師、きゆう師等に関する法律施行規則（平
成２年厚生省令第19号）様式第５号により
作成するとともに、受験願書に記載する氏
名は、戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票
に記載されている限りにおいて、氏名の横
に括弧書きの上、旧姓を併記して申請する
ことができる。
なお、３ののアによる受験を希望する
者は、受験願書の右上に「拡大文字受験希
望」、「超拡大文字受験希望」又は「点字受
験希望」と記載すること。また、３のの
イを希望する者は、「ＤＡＩＳＹＣＤの併
用希望」又は「読み上げの併用希望」と記
載すること。

イ 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮影
した縦６センチメートル、横４センチメー
トルのもので、その裏面に撮影年月日及び
氏名を記載し、公益財団法人東洋療法研修
試験財団において交付する受験写真用台紙
に貼り付けた上、同台紙に所定の事項を記
入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業し、
若しくは在籍している学校若しくは養成施
設又は公益財団法人東洋療法研修試験財団
において、その写真が受験者本人と相違な
い旨の確認を受けること。
ウ 修業証明書若しくは修業見込証明書又は
卒業証明書若しくは卒業見込証明書
なお、修業見込証明書又は卒業見込証明
書を提出した者にあっては、令和９年３月
15日（月曜日）午後５時までに修業証明書
又は卒業証明書を提出すること。当該期日
までに提出がなされないときは、当該受験
は原則として無効とする。

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月１日
（火曜日）から同年12月18日（金曜日）ま
でに公益財団法人東洋療法研修試験財団に
提出すること。
イ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日及び
日曜日を除く。）午前９時30分から午前12時
までと午後１時から午後５時までとする。
ウ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和８年12月18日（金曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 受験手数料
ア 受験手数料は、19500円とし、受験手数
料の額を公益財団法人東洋療法研修試験財
団が指定する銀行又は郵便局の口座に振り
込むこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年１月27
日（水曜日）に投函し郵送により交付する。
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６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、厚生労働省ホー
ムページの資格・試験情報のページ及び公益財
団法人東洋療法研修試験財団ホームページに、
その受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月５日（木曜日）までに公益
財団法人東洋療法研修試験財団に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 試験に関する照会先 公益財団法人東洋療法
研修試験財団 東京都台東区上野７丁目６番５
号 ＶＯＲＴ上野Ⅱ６階 郵便番号1100005
電話番号03（5811）1666 ＦＡＸ番号03

（5811）1667
臨床工学技士国家試験の施行
臨床工学技士法（昭和62年法律第60号。以下「法」
という。）第11条の規定により、第40回臨床工学技
士国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第17条第
１項の規定により指定試験機関として指定された
公益財団法人医療機器センターが行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年３月７日（日曜日）
２ 試験地 北海道、東京都、大阪府及び福岡県
３ 試験科目 医学概論（公衆衛生学、人の構造
及び機能、病理学概論及び関係法規を含む。）、
臨床医学総論（臨床生理学、臨床生化学、臨床
免疫学及び臨床薬理学を含む。）、医用電気電子
工学（情報処理工学を含む。）、医用機械工学、
生体物性材料工学、生体機能代行装置学、医用
治療機器学、生体計測装置学及び医用機器安全
管理学
４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第14条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第４条の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。以下同じ。）であっ

て、法第14条第１号の規定により文部科学大
臣が指定した学校又は都道府県知事が指定し
た臨床工学技士養成所において、３年以上臨
床工学技士として必要な知識及び技能を修得
したもの（令和９年３月15日（月曜日）まで
に修業し、又は卒業する見込みの者を含む。）
 学校教育法に基づく大学若しくは高等専門
学校、旧大学令（大正７年勅令第388号）に
基づく大学又は臨床工学技士法施行規則（昭
和63年厚生省令第19号。以下「規則」という。）
第13条に規定する学校、文教研修施設若しく
は養成所において２年（高等専門学校にあっ
ては、５年）以上修業し、かつ、厚生労働大
臣の指定する科目を修めた者であって、法第
14条第２号の規定により文部科学大臣が指定
した学校又は都道府県知事が指定した臨床工
学技士養成所において、１年以上臨床工学技
士として必要な知識及び技能を修得したもの
（令和９年３月15日（月曜日）までに修業し、
又は卒業する見込みの者を含む。）
なお、厚生労働大臣の指定する科目は、次
のとおりである。（昭和63年厚生省告示第97
号）
ア 人文科学のうち２科目
イ 社会科学のうち２科目
ウ 自然科学のうち２科目
エ 外国語
オ 保健体育
カ 公衆衛生学、解剖学、生理学、病理学、
生化学、免疫学、看護学概論、保健技術学、
応用数学、医用工学概論、システム工学、
情報処理工学、電気工学、電子工学、物性
工学、機械工学、材料工学、計測工学、放
射線工学概論、臨床医学概論及び内科診断
学のうち８科目

 学校教育法に基づく大学若しくは高等専門
学校、旧大学令に基づく大学又は規則第14条
に規定する学校、文教研修施設若しくは養成
所において１年（高等専門学校にあっては、
４年）以上修業し、かつ、厚生労働大臣の指
定する科目を修めた者であって、法第14条第
３号の規定により文部科学大臣が指定した学
校又は都道府県知事が指定した臨床工学技士
養成所において、２年以上臨床工学技士とし
て必要な知識及び技能を修得したもの（令和
９年３月15日（月曜日）までに修業し、又は
卒業する見込みの者を含む。）

なお、厚生労働大臣の指定する科目は、次
のとおりである。（昭和63年厚生省告示第98
号）
ア 人文科学のうち２科目
イ 社会科学のうち２科目
ウ 自然科学のうち２科目
エ 外国語
オ 保健体育
カ 公衆衛生学、解剖学、生理学、病理学、
生化学、免疫学、看護学概論、保健技術学、
応用数学、医用工学概論、システム工学、
情報処理工学、電気工学、電子工学、物性
工学、機械工学、材料工学、計測工学、放
射線工学概論、臨床医学概論及び内科診断
学のうち４科目

 学校教育法に基づく大学（短期大学を除
く。）又は旧大学令に基づく大学において解剖
学、生理学、生化学、医学概論、公衆衛生学、
病理学、薬理学、免疫学、チーム医療概論、
関係法規、応用数学、電気工学、電子工学、
機械工学、計測工学、医用工学、生体物性工
学、医用材料工学、医用機器学概論、医用治
療機器学、生体計測装置学、臨床支援技術学、
生体機能代行技術学、医療安全管理学、臨床
医学総論、臨床実習の各科目（令和４年厚生
労働省告示第113号）を修めて卒業した者（令
和９年３月15日（月曜日）までに卒業する見
込みの者を含む。）
ただし、令和４年３月31日までに学校教育
法に基づく大学（短期大学を除く。）又は旧大
学令に基づく大学において公衆衛生学、医学
概論、解剖学、生理学、病理学、生化学、薬
理学、免疫学、看護学概論、応用数学、医用
工学、電気工学、電子工学、物性工学、機械
工学、材料工学、計測工学、医用機器学概論、
生体機能代行装置学、医用治療機器学、生体
計測装置学、医用機器安全管理学、臨床医学
総論、関係法規及び臨床実習の各科目（以下、
「昭和63年厚生省告示第99号指定科目」とい
う。）を修めて卒業したもの並びに令和４年４
月１日において現に学校教育法に基づく大学
（短期大学を除く。）又は旧大学令に基づく大
学において臨床工学技士となるのに必要な知

識及び技能を習得中のものであって昭和63年
厚生省告示第99号指定科目を修めて卒業した
もの（令和９年３月15日（月曜日）までに卒
業する見込みの者を含む。）に対しても、受験
資格を認める。
 外国の生命維持管理装置の操作及び保守点
検に関する学校若しくは養成所を卒業し、又
は外国で臨床工学技士の免許に相当する免許
を受けた者であって、厚生労働大臣が、、
又はに掲げる者と同等以上の知識及び技
能を有すると認定したもの
 臨床工学技士として必要な知識及び技能を
修得させる学校又は養成所であって、法附則
第２条の規定により文部大臣又は厚生大臣が
指定したものにおいて、法施行の際（昭和63
年４月１日）現に臨床工学技士として必要な
知識及び技能の修得を終えている者又は法施
行の際現に臨床工学技士として必要な知識及
び技能を修得中であって、その修得を法施行
後に終えた者

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 規則様式第６号により作成
するとともに、受験願書に記載する氏名
は、戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票
に記載されている限りにおいて、氏名の
横に括弧書きの上、旧姓を併記して申請
することができる。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、公益財団法人医療
機器センターにおいて交付する受験写真
用台紙に貼り付けた上、同台紙に所定の
事項を記入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
臨床工学技士養成所又は公益財団法人医
療機器センターにおいて、その写真が受
験者本人と相違ない旨の確認を受けるこ
と。


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イ ４のからまでに該当する者が提出す
る書類 修業証明書若しくは修業見込証明
書又は卒業証明書若しくは卒業見込証明書
ウ ４のに該当する者が提出する書類
 卒業証明書又は卒業見込証明書
 ４のに規定する科目を修めたことを
証する書類又は修める見込みであること
を証する書類

エ ４のに該当する者が提出する書類 臨
床工学技士国家試験受験資格認定書の写し
（公益財団法人医療機器センターに当該認
定書の原本を提示し、原本照合を受けたも
の）
オ ４のに該当する者のうち、法施行の際
現に臨床工学技士として必要な知識及び技
能の修得を終えている者が提出する書類
修業証明書又は卒業証明書
カ ４のに該当する者のうち、法施行の際
現に臨床工学技士として必要な知識及び技
能を修得中であって、その修得を法施行後
に終えた者が提出する書類
 修業証明書又は卒業証明書
 昭和63年４月１日現在の在学証明書
なお、４のからまでに該当する者で
あって、修業見込証明書又は卒業見込証明書
を提出したものにあっては、修業証明書又は
卒業証明書を、４のに該当する者であって、
卒業見込証明書を提出したものにあっては、
卒業証明書を、４のに該当する者であって、
当該科目を修める見込みであることを証する
書類を提出したものにあっては、当該科目を
修めたことを証する書類を、令和９年３月15
日（月曜日）午後５時までに提出すること。
当該期日までに提出がなされないときは、当
該受験は原則として無効とする。
 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月１日
（火曜日）から同年12月18日（金曜日）ま
でに公益財団法人医療機器センターに提出
すること。
イ 受験に関する書類を郵送する場合は、原
則として書留郵便をもって送付すること。
この場合、令和８年12月18日（金曜日）ま
での消印のあるものに限り受け付ける。

ウ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日及び
日曜日を除く。）午前９時30分から午前12時
までと午後１時から午後５時までとする。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 受験手数料
ア 受験手数料は、30800円とし、受験手数
料の額を公益財団法人医療機器センターが
指定する銀行又は郵便局の口座に振り込む
こと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年２月19
日（金曜日）に投函し郵送により交付する。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、厚生労働省ホー
ムページの資格・試験情報のページ及び公益財
団法人医療機器センターホームページに、その
受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月13日（金曜日）までに公益
財団法人医療機器センターに申し出ること。申
し出た者については、受験の際にその障害の状
態に応じて必要な配慮を講ずることがある。
８ 試験に関する照会先 公益財団法人医療機器
センター 東京都文京区本郷１丁目28番34号
本郷ＭＫビル２階 郵便番号1130033 電話
番号03（3813）8531 ＦＡＸ番号03（3813）
7327
義肢装具士国家試験の施行
義肢装具士法（昭和62年法律第61号。以下「法」
という。）第11条の規定により、第40回義肢装具士
国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第17条第
１項の規定により指定試験機関として指定された
公益財団法人テクノエイド協会が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月19日（金曜日）
２ 試験地 東京都

３ 試験科目 臨床医学大要（臨床神経学、整形
外科学、リハビリテーション医学、理学療法・
作業療法、臨床心理学及び関係法規を含む。）、
義肢装具工学（図学・製図学、機構学、制御工
学、システム工学及びリハビリテーション工
学）、義肢装具材料学（義肢装具材料力学を含
む。）、義肢装具生体力学、義肢装具採型・採寸
学及び義肢装具適合学
４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第14条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第４条の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。）であって、文部科
学大臣が指定した学校又は都道府県知事が指
定した義肢装具士養成所において、３年以上
義肢装具士として必要な知識及び技能を修得
したもの（令和９年３月１日（月曜日）まで
に修業し、又は卒業する見込みの者を含む。）
 学校教育法に基づく大学若しくは高等専門
学校、旧大学令（大正７年勅令第388号）に
基づく大学又は義肢装具士法施行規則（昭和
63年厚生省令第20号。以下「規則」という。）
第13条に規定する学校、文教研修施設若しく
は養成所（以下「大学等」という。）において
１年（高等専門学校にあっては、４年）以上
修業し、かつ、厚生労働大臣の指定する科目
を修めた者であって、法第14条第２号の規定
により文部科学大臣が指定した学校又は都道
府県知事が指定した義肢装具士養成所におい
て、２年以上義肢装具士として必要な知識及
び技能を修得したもの（令和９年３月１日（月
曜日）までに修業し、又は卒業する見込みの
者を含む。）
なお、厚生労働大臣の指定する科目は、次
のとおりである。（昭和63年厚生省告示第100
号）
ア 心理学、倫理学、社会学、人間発達学及
び社会福祉学のうち１科目
イ 数学、物理学、生物学及び数理統計学の
うち２科目
ウ 外国語
エ 保健体育

 職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）
第44条第１項の規定に基づく義肢及び装具の
製作に係る技能検定に合格した者のうち規則
第14条に規定する者であって、法第14条第３
号の規定により文部科学大臣が指定した学校
又は都道府県知事が指定した義肢装具士養成
所において、１年以上義肢装具士として必要
な知識及び技能を修得したもの（令和９年３
月１日（月曜日）までに修業し、又は卒業す
る見込みの者を含む。）
 外国の義肢装具の製作適合等に関する学校
若しくは養成所を卒業し、又は外国で義肢装
具士の免許に相当する免許を受けた者であっ
て、厚生労働大臣が、又はに掲げる者
と同等以上の知識及び技能を有すると認定し
たもの
 義肢装具士として必要な知識及び技能を修
得させる学校又は養成所であって、法附則第
２条の規定により文部大臣又は厚生大臣が指
定したものにおいて、法施行の際（昭和63年
４月１日）現に義肢装具士として必要な知識
及び技能の修得を終えている者又は法施行の
際現にこれを修得中であって、法施行後にそ
の修得を終えた者

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 規則様式第６号により作成
するとともに、受験願書に記載する氏名
は、戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票
に記載されている限りにおいて、氏名の
横に括弧書きの上、旧姓を併記して申請
することができる。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、公益財団法人テク
ノエイド協会において交付する受験写真
用台紙に貼り付けた上、同台紙に所定の
事項を記入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
義肢装具士養成所又は公益財団法人テク
ノエイド協会において、その写真が受験
者本人と相違ない旨の確認を受けるこ
と。
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イ ４のからまでに該当する者が提出す
る書類 修業証明書若しくは修業見込証明
書又は卒業証明書若しくは卒業見込証明書
ウ ４のに該当する者が提出する書類 義
肢装具士国家試験受験資格認定書の写し
（公益財団法人テクノエイド協会に当該認
定書の原本を提示し、原本照合を受けたも
の）
エ ４のに該当する者が提出する書類 修
業証明書又は卒業証明書
なお、４のからまでに該当する者で
あって、修業見込証明書又は卒業見込証明
書を提出したものにあっては、令和９年３
月１日（月曜日）午後５時までに修業証明
書又は卒業証明書を提出すること。当該期
日までに提出がなされないときは、当該受
験は原則として無効とする。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、公益財団法人テ
クノエイド協会ホームページ及び厚生労働省
ホームページの資格・試験情報のページにその
受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月30日（月曜日）までに公益
財団法人テクノエイド協会に申し出ること。申
し出た者については、受験の際にその障害の状
態に応じて必要な配慮を講ずることがある。
８ 試験に関する照会先 公益財団法人テクノエ
イド協会 東京都新宿区神楽河岸１番１号 セ
ントラルプラザ４階 郵便番号1620823 電
話番号03（3266）6884 ＦＡＸ番号03（3266）
6885 受験に関する書類の受付期間、提出場所等

ア 受験に関する書類は、令和９年１月４日
（月曜日）から同年１月18日（月曜日）ま
でに公益財団法人テクノエイド協会に提出
すること。
イ 受験に関する書類の受付時間は、アの期
間中毎日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）
午前９時から午前12時までと午後１時から
午後５時までとする。
ウ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月18日（月曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類は返還しない。

 書類の提出については次のことに注意する
こと。
４のに該当する者であって、卒業見込証
明書を提出したものにあっては、令和９年３
月１日（月曜日）午後５時までに卒業証明書
の提出がなされないときは、当該受験は原則
として無効とする。
 受験手数料
ア 受験手数料は、59800円とし、受験手数
料の額を公益財団法人テクノエイド協会が
指定する銀行の口座に振り込むこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年１月29
日（金曜日）に投函し郵送により交付する。

柔道整復師国家試験の施行
柔道整復師法（昭和45年法律第19号。以下「法」
という。）第10条の規定により、第35回柔道整復師
国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第13条の
３第１項の規定により指定試験機関として指定さ
れた公益財団法人柔道整復研修試験財団が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年３月７日（日曜日）
２ 試験地 北海道、宮城県、東京都、愛知県、
大阪府、広島県、香川県、福岡県及び沖縄県

４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することので
きる者（法第12条第１項の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第11項の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することのできる
者とみなされる者を含む。）であって、３年以
上、文部科学省令・厚生労働省令で定める基
準に適合するものとして、文部科学大臣の指
定した学校又は都道府県知事の指定した柔道
整復師養成施設において柔道整復師となるの
に必要な知識及び技能を修得したもの（令和
９年３月17日（水曜日）までに修業し、又は
卒業する見込みの者を含む。）
 柔道整復師法の一部を改正する法律（昭和
63年法律第72号。以下「改正法」という。）の
施行の際（平成２年４月１日）現に改正法に
よる改正前の法第12条の規定により文部大臣
の指定した学校又は厚生大臣の指定した柔道
整復師養成施設において同条に規定する知識
及び技能の修得を終えている者並びに改正法
施行の際現に当該学校又は柔道整復師養成施
設において当該知識及び技能を修得中の者で
あって改正法施行後にその修得を終えたもの

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア 受験願書 柔道整復師法施行規則（平成
２年厚生省令第20号）様式第５号により作
成するとともに、受験願書に記載する氏名
は、戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票に
記載されている限りにおいて、氏名の横に
括弧書きの上、旧姓を併記して申請するこ
とができる。
なお、点字試験、ＤＡＩＳＹＣＤの使
用、点字試験とＤＡＩＳＹＣＤの使用の
併用又は弱視用試験を希望する者は、受験
願書の右上に「点字試験希望」、「ＤＡＩＳ
ＹＣＤの使用希望」、「点字試験とＤＡＩ
ＳＹＣＤの使用希望」又は「弱視用試験
希望」と朱書きで記載すること。
イ 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮影
した縦６センチメートル、横４センチメー
トルのもので、その裏面に撮影年月日及び
氏名を記載し、公益財団法人柔道整復研修
試験財団において交付する受験写真用台紙
に貼り付けた上、同台紙に所定の事項を記
入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業し、
若しくは在籍している学校若しくは柔道整
復師養成施設又は公益財団法人柔道整復研
修試験財団において、その写真が受験者本
人と相違ない旨の確認を受けること。
ウ 修業証明書若しくは修業見込証明書又は
卒業証明書若しくは卒業見込証明書
なお、修業見込証明書又は卒業見込証明
書を提出した者にあっては、令和９年３月
17日（水曜日）午後５時までに修業証明書
又は卒業証明書を提出すること。当該期日
までに提出がなされないときは、当該受験
は原則として無効とする。

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月21日
（月曜日）から令和９年１月13日（水曜日）
までに公益財団法人柔道整復研修試験財団
に提出すること。
イ 受験に関する書類の提出は、原則として
書留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月13日（水曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。

３ 試験科目及び試験方法
 試験科目 解剖学、生理学、運動学、病理
学概論、衛生学・公衆衛生学、一般臨床医学、
外科学概論、整形外科学、リハビリテーショ
ン医学、柔道整復理論及び関係法規
 試験方法 筆記試験により行う。ただし、
重度視力障害者（視力の良い方の眼の矯正視
力が003以下の者、視力の良い方の眼の矯正
視力が004かつ他方の眼の矯正視力が手動弁
以下の者、周辺視野角度（Ⅰ／４視標による。
以下同じ。）の総和が左右眼それぞれ80度以下
かつ両眼中心視野角度（Ⅰ／２視標による。
以下同じ。）が28度以下の者、両眼開放視認点
数が70点以下かつ両眼中心視野視認点数が20

点以下の者その他点字、試験問題を録音した
ＤＡＩＳＹＣＤを使用しなければ受験が困
難と文部科学大臣の指定した学校の長又は都
道府県知事の指定した養成施設の長が認めた
者）に対しては、申請により点字、試験問題
を録音したＤＡＩＳＹＣＤの使用又はその
併用による受験を認める。また、弱視者（視
力の良い方の眼の矯正視力が015以下の者、
周辺視野角度の総和が左右眼それぞれ80度以
下かつ両眼中心視野角度が56度以下の者、両
眼開放視認点数が70点以下かつ両眼中心視野
視認点数が40点以下の者その他試験時間を延
長しなければ受験が困難と文部科学大臣の指
定した学校の長又は都道府県知事の指定した
養成施設の長が認めた者）に対しては、弱視
用試験による受験を認める。


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ウ 受験に関する書類をやむを得ず直接持参
する場合の受付時間は、アの期間中毎日（土
曜日、日曜日、祝日及び年末年始（令和８
年12月29日（火曜日）から令和９年１月３
日（日曜日）まで）を除く。）午前９時から
午後５時までとする。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 受験手数料
ア 受験手数料は、23900円とし、受験手数
料の額を公益財団法人柔道整復研修試験財
団が指定する銀行又は郵便局の口座に振り
込むこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年２月18
日（木曜日）に投函し郵送により交付する。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、厚生労働省ホー
ムページの資格・試験情報のページ及び公益財
団法人柔道整復研修試験財団ホームページに、
その受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年12月18日（金曜日）までに公益
財団法人柔道整復研修試験財団に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 試験に関する照会先 公益財団法人柔道整復
研修試験財団 東京都港区西新橋１丁目11番４
号 日土地西新橋ビル６階 郵便番号105
0003 電話番号03（6205）4731 ＦＡＸ番号03
（6205）4732

３ 試験科目 人体（歯・口腔を除く。）の構造と
機能、歯・口腔の構造と機能、疾病の成り立ち
及び回復過程の促進、歯・口腔の健康と予防に
関わる人間と社会の仕組み、歯科衛生士概論、
臨床歯科医学、歯科予防処置論、歯科保健指導
論及び歯科診療補助論
４ 受験資格
 文部科学大臣の指定した歯科衛生士学校を
卒業した者（令和９年３月15日（月曜日）ま
でに卒業する見込みの者を含む。）
 都道府県知事の指定した歯科衛生士養成所
を卒業した者（令和９年３月15日（月曜日）
までに卒業する見込みの者を含む。）
 外国の歯科衛生士学校を卒業し、又は外国
において歯科衛生士免許を得た者であって、
厚生労働大臣が又はに掲げる者と同等以
上の知識及び技能を有すると認めたもの

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和９年１月５日
（火曜日）から同年１月14日（木曜日）ま
でに一般財団法人歯科医療振興財団に提出
すること。
イ 受験に関する書類の提出は、原則として
書留郵便をもって送付すること。この場合、
令和９年１月14日（木曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
ウ 受験に関する書類をやむを得ず直接持参
する場合の受付時間は、アの期間中毎日（土
曜日、日曜日及び祝日を除く。）午前９時30
分から午前12時までと午後１時から午後５
時までとする。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 書類の提出については次のことに注意する
こと。
４の受験資格の又はに該当する者で

あって、卒業見込証明書を提出したものに
あっては、令和９年３月15日（月曜日）午後
５時までに卒業証明書の提出がなされないと
きは、当該受験は原則として無効とする。
 受験手数料
ア 受験手数料は、14300円とし、受験手数
料の額を所定の５連式払込用紙を用いて一
般財団法人歯科医療振興財団が指定する郵
便局又は銀行の口座に振り込むこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年２月８
日（月曜日）に投函し郵送により交付する。

歯科技工士国家試験の施行
歯科技工士法（昭和30年法律第168号。以下「法」
という。）第12条の規定により、第12回歯科技工士
国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第15条の
３第１項の規定により指定試験機関として指定さ
れた一般財団法人歯科医療振興財団が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎
１ 試験期日 令和９年２月21日（日曜日）
２ 試験地 北海道、宮城県、東京都、神奈川県、
新潟県、愛知県、大阪府、広島県、香川県、福
岡県及び大分県
３ 試験科目
 学説試験 歯科理工学、歯の解剖学、顎口
腔機能学、有床義歯技工学、歯冠修復技工学、
矯正歯科技工学、小児歯科技工学及び関係法
規
 実地試験 歯科技工実技
４ 受験資格
 文部科学大臣の指定した歯科技工士学校を
卒業した者（令和９年３月15日（月曜日）ま
でに卒業する見込みの者を含む。）
 都道府県知事の指定した歯科技工士養成所
を卒業した者（令和９年３月15日（月曜日）
までに卒業する見込みの者を含む。）
 歯科医師国家試験又は歯科医師国家試験予
備試験を受けることができる者
 外国の歯科技工士学校若しくは歯科技工士
養成所を卒業し、又は外国で歯科技工士の免
許を受けた者で、厚生労働大臣が、又は
に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有
すると認めたもの

歯科衛生士国家試験の施行
歯科衛生士法（昭和23年法律第204号。以下「法」
という。）第11条の規定により、第36回歯科衛生士
国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第12条の
４第１項の規定により指定試験機関として指定さ
れた一般財団法人歯科医療振興財団が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎

１ 試験期日 令和９年３月７日（日曜日）
２ 試験地 北海道、宮城県、東京都、新潟県、
愛知県、大阪府、広島県、香川県、福岡県及び
沖縄県

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 歯科衛生士法施行規則（平
成元年厚生省令第46号）様式第６号によ
り作成するとともに、受験願書に記載す
る氏名は、戸籍の謄本若しくは抄本又は
住民票に記載されている限りにおいて、
氏名の横に括弧書きの上、旧姓を併記し
て申請することができる。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、一般財団法人歯科
医療振興財団において交付する受験写真
用台紙に貼り付けた上、同台紙に所定の
事項を記入して提出すること。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している歯科衛生士学
校若しくは歯科衛生士養成所又は一般財
団法人歯科医療振興財団において、その
写真が受験者本人と相違ない旨の確認を
受けること。

イ ４の又はに該当する者が提出する書
類 卒業証明書又は卒業見込証明書
ウ ４のに該当する者が提出する書類 歯
科衛生士国家試験受験資格認定書の写し
（一般財団法人歯科医療振興財団に当該認
定書の原本を提示し、原本照合を受けたも
の）

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、一般財団法人歯
科医療振興財団ホームページ及び厚生労働省
ホームページの資格・試験情報のページに、そ
の受験地及び受験番号を掲載して発表する。

７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月27日（金曜日）までに一般
財団法人歯科医療振興財団に申し出ること。申
し出た者については、受験の際にその障害の状
態に応じて必要な配慮を講ずることがある。
８ 試験に関する照会先 一般財団法人歯科医療
振興財団 東京都千代田区九段北４丁目１番20
号 歯科医師会館内 郵便番号1020073 電
話番号03（3262）3381 ＦＡＸ番号03（3262）
2179
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５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 歯科技工士法施行規則（昭
和30年厚生省令第23号）様式第４号によ
り作成するとともに、受験願書に記載す
る氏名は、戸籍の謄本若しくは抄本又は
住民票に記載されている限りにおいて、
氏名の横に括弧書きの上、旧姓を併記し
て申請することができる。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメトル、横４センチ

メトルのもので、その裏面にシギ の
記号、撮影年月日及び氏名を記載し、一
般財団法人歯科医療振興財団において交
付する受験写真用台紙に貼り付けた上、
同台紙に所定の事項を記入して提出する
こと。
なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している歯科技工士学
校若しくは歯科技工士養成所又は一般財
団法人歯科医療振興財団において、その
写真が受験者本人と相違ない旨の確認を
受けること。

イ ４の、又はに該当する者が提出す
る書類 卒業証明書、卒業見込証明書又は
歯科医師国家試験等を受けることができる
者である旨を証する書類
ウ ４のに該当する者が提出する書類 歯
科技工士国家試験受験資格認定書の写し
（一般財団法人歯科医療振興財団に当該認
定書の原本を提示し、原本照合を受けたも
の）

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年12月１日
（火曜日）から同年12月７日（月曜日）ま
でに一般財団法人歯科医療振興財団に提出
すること。
イ 受験に関する書類の提出は、原則として
書留郵便をもって送付すること。この場合、
令和８年12月７日（月曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。

ウ 受験に関する書類をやむを得ず直接持参
する場合の受付時間は、アの期間中毎日午
前９時30分から午前12時までと午後１時か
ら午後５時までとする。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 書類の提出については次のことに注意する
こと。
４の受験資格の、又はに該当する者
であって、卒業見込証明書を提出したものに
あっては、令和９年３月15日（月曜日）午後
５時までに卒業証明書の提出がなされないと
きは、当該受験は原則として無効とする。
 受験手数料
ア 受験手数料は、30000円とし、受験手数
料の額を所定の５連式払込用紙を用いて一
般財団法人歯科医療振興財団が指定する郵
便局又は銀行の口座に振り込むこと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年１月22
日（金曜日）に投函し郵送により交付する。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、一般財団法人歯
科医療振興財団ホームページ及び厚生労働省
ホームページの資格・試験情報のページに、そ
の受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 視覚、聴覚、音声機能又は
言語機能に障害を有する者で受験を希望するも
のは、令和８年11月27日（金曜日）までに一般
財団法人歯科医療振興財団に申し出ること。申
し出た者については、受験の際にその障害の状
態に応じて必要な配慮を講ずることがある。
８ 試験に関する照会先 一般財団法人歯科医療
振興財団 東京都千代田区九段北４丁目１番20
号 歯科医師会館内 郵便番号1020073 電
話番号03（3262）3381 ＦＡＸ番号03（3262）
2179
言語聴覚士国家試験の施行
言語聴覚士法（平成９年法律第132号。以下「法」
という。）第30条の規定により、第29回言語聴覚士
国家試験を次のとおり施行する。
なお、試験の実施に関する事務は、法第36条第
１項の規定により指定試験機関として指定された
公益財団法人医療研修推進財団が行う。
令和８年９月１日

厚生労働大臣 上野賢一郎

１ 試験期日 令和９年２月20日（土曜日）
２ 試験地 北海道、東京都、愛知県、大阪府、
広島県及び福岡県
３ 試験科目 基礎医学、臨床医学、臨床歯科医
学、音声・言語・聴覚医学、心理学、音声・言
語学、社会福祉・教育、言語聴覚障害学総論、
失語・高次脳機能障害学、言語発達障害学、発
声発語・嚥

えん

下障害学及び聴覚障害学
４ 受験資格
 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第33条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者を含む。）
その他その者に準ずるものとして言語聴覚士
法施行規則（平成10年厚生省令第74号。以下
「規則」という。）第13条に定める者であって、
法第33条第１号の規定により文部科学大臣が
指定した学校又は都道府県知事が指定した言
語聴覚士養成所において、３年以上言語聴覚
士として必要な知識及び技能を修得したもの
（令和９年３月15日（月曜日）までに修業し、
又は卒業する見込みの者を含む。）

 学校教育法に基づく大学若しくは高等専門
学校、旧大学令に基づく大学又は規則第15条
に定める学校、文教研修施設若しくは養成所
において１年（高等専門学校にあっては、４
年）以上修業し、かつ、厚生労働大臣の指定
する科目を修めた者であって、法第33条第３
号の規定により文部科学大臣が指定した学校
又は都道府県知事が指定した言語聴覚士養成
所において、２年以上言語聴覚士として必要
な知識及び技能を修得したもの（令和９年３
月15日（月曜日）までに修業し、又は卒業す
る見込みの者を含む。）
なお、厚生労働大臣の指定する科目は、次
のとおりである。（平成10年厚生省告示第226
号）
ア 人文科学のうち２科目
イ 社会科学のうち２科目
ウ 自然科学のうち２科目（統計学を含む。）
エ 外国語
オ 保健体育
カ 基礎医学（医学総論、解剖学、生理学及
び病理学を含む。）、臨床医学（内科学、小
児科学、精神医学、リハビリテーション医
学、耳鼻咽

いん

喉
こう

科学、臨床神経学及び形成外
科学を含む。）、臨床歯科医学（口腔

こう

外科学
を含む。）、音声・言語・聴覚医学（神経系

 学校教育法に基づく大学若しくは高等専門
学校、旧大学令（大正７年勅令第388号）に
基づく大学又は規則第14条に定める学校、文
教研修施設若しくは養成所において２年（高
等専門学校にあっては、５年）以上修業し、
かつ、厚生労働大臣の指定する科目を修めた
者であって、法第33条第２号の規定により文
部科学大臣が指定した学校又は都道府県知事
が指定した言語聴覚士養成所において、１年
以上言語聴覚士として必要な知識及び技能を
修得したもの（令和９年３月15日（月曜日）
までに修業し、又は卒業する見込みの者を含
む。）
なお、厚生労働大臣の指定する科目は、次
のとおりである。（平成10年厚生省告示第225
号）
ア 人文科学のうち２科目
イ 社会科学のうち２科目
ウ 自然科学のうち２科目（統計学を含む。）
エ 外国語
オ 保健体育

カ 基礎医学（医学総論、解剖学、生理学及
び病理学を含む。）、臨床医学（内科学、小
児科学、精神医学、リハビリテーション医
学、耳鼻咽

いん

喉
こう

科学、臨床神経学及び形成外
科学を含む。）、臨床歯科医学（口腔

くう

外科学
を含む。）、音声・言語・聴覚医学（神経系
の構造、機能及び病態を含む。）、臨床心理
学、生涯発達心理学、学習・認知心理学（心
理測定法を含む。）、言語学、音声学、言語
発達学、音響学（聴覚心理学を含む。）、社
会福祉・教育（社会保障制度、リハビリテー
ション概論及び関係法規を含む。）、言語聴
覚障害学総論（言語聴覚障害診断学を含
む。）、失語・高次脳機能障害学、言語発達
障害学（脳性麻痺

ひ

及び学習障害を含む。）、
発声発語・嚥

えん

下障害学（音声障害、構音障
害及び吃

きつ

音を含む。）及び聴覚障害学（小児
聴覚障害、成人聴覚障害、聴力検査並びに
補聴器及び人工内耳を含む。）のうち８科目
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の構造、機能及び病態を含む。）、臨床心理
学、生涯発達心理学、学習・認知心理学（心
理測定法を含む。）、言語学、音声学、言語
発達学、音響学（聴覚心理学を含む。）及び
社会福祉・教育（社会保障制度、リハビリ
テーション概論及び関係法規を含む。）のう
ち４科目

 学校教育法に基づく大学（短期大学を除
く。）又は旧大学令に基づく大学において厚生
労働大臣の指定する科目を修めて卒業した者
その他その者に準ずるものとして規則第16条
に定める者（令和９年３月15日（月曜日）ま
でに卒業する見込みの者を含む。）
なお、厚生労働大臣の指定する科目は、次
のとおりである。（平成10年厚生省告示第227
号）
ア 基礎医学（医学総論、解剖学、生理学及
び病理学を含む。）
イ 臨床医学（内科学、小児科学、精神医学、
リハビリテーション医学、耳鼻咽

いん

喉
こう

科学、
臨床神経学及び形成外科学を含む。）
ウ 臨床歯科医学（口腔

くう

外科学を含む。）
エ 音声・言語・聴覚医学（神経系の構造、
機能及び病態を含む。）
オ 臨床心理学
カ 生涯発達心理学
キ 学習・認知心理学（心理測定法を含む。）
ク 言語学
ケ 音声学
コ 言語発達学
サ 音響学（聴覚心理学を含む。）
シ 社会福祉・教育（社会保障制度、リハビ
リテーション概論及び関係法規を含む。）
ス 言語聴覚障害学総論（言語聴覚障害診断
学を含む。）
セ 失語・高次脳機能障害学
ソ 言語発達障害学（脳性麻痺

ひ

及び学習障害
を含む。）
タ 発声発語・嚥

えん

下障害学（音声障害、構音
障害及び吃

きつ

音を含む。）
チ 聴覚障害学（小児聴覚障害、成人聴覚障
害、聴力検査並びに補聴器及び人工内耳を
含む。）
ツ 臨床実習

 学校教育法に基づく大学（短期大学を除
く。）又は旧大学令に基づく大学を卒業した者
その他その者に準ずるものとして規則第17条
に定める者であって、法第33条第５号の規定
により文部科学大臣が指定した学校又は都道
府県知事が指定した言語聴覚士養成所におい
て、２年以上言語聴覚士として必要な知識及
び技能を修得したもの（令和９年３月15日（月
曜日）までに修業し、又は卒業する見込みの
者を含む。）
 外国の法第２条に規定する業務に関する学
校若しくは養成所を卒業し、又は外国で言語
聴覚士に係る厚生労働大臣の免許に相当する
免許を受けた者であって、厚生労働大臣が、
、、又はに掲げる者と同等以上の知
識及び技能を有すると認定したもの
 言語聴覚士として必要な知識及び技能を修
得させる学校又は養成所であって、法附則第
２条の規定により文部大臣又は厚生大臣が指
定したものにおいて、法施行の際（平成10年
９月１日）現に言語聴覚士として必要な知識
及び技能の修得を終えている者又は法施行の
際現に言語聴覚士として必要な知識及び技能
を修得中であり、その修得を法施行後に終え
た者（令和９年３月15日（月曜日）までに修
業し、又は卒業する見込みの者を含む。）

オ ４の受験資格のに該当する者のうち法
施行の際現に言語聴覚士として必要な知識
及び技能の修得を終えているものが提出す
る書類 修業証明書又は卒業証明書
カ ４の受験資格のに該当する者のうち法
施行の際現に言語聴覚士として必要な知識
及び技能を修得中であり、その修得を法施
行後に終えたものが提出する書類
 修業証明書若しくは修業見込証明書又
は卒業証明書若しくは卒業見込証明書
 平成10年９月１日現在の在学証明書
なお、４の受験資格のからまで、及
びに該当する者であって、修業見込証明書
又は卒業見込証明書を提出したものにあって
は、修業証明書又は卒業証明書を、４の受験
資格のに該当する者であって、卒業見込証
明書又は当該科目を修める見込みであること
を証する書類を提出したものにあっては、卒
業証明書又は当該科目を修めたことを証する
書類を令和９年３月15日（月曜日）午後５時
までに提出すること。当該期日までに提出が
なされないときは、当該受験は原則として無
効とする。

６ 合格者の発表 試験の合格者は、令和９年３
月26日（金曜日）午後２時に、厚生労働省ホー
ムページの資格・試験情報のページ及び公益財
団法人医療研修推進財団ホームページに、その
受験地及び受験番号を掲載して発表する。
７ 受験に伴う配慮 身体、視覚、聴覚、音声機
能又は言語機能に障害を有する者で受験を希望
するものは、令和８年10月30日（金曜日）まで
に公益財団法人医療研修推進財団に申し出るこ
と。申し出た者については、受験の際にその障
害の状態に応じて必要な配慮を講ずることがあ
る。
８ 試験に関する照会先 公益財団法人医療研修
推進財団 東京都港区西新橋１丁目６番11号
西新橋光和ビル７階 郵便番号1050003 電
話番号03（3501）6515 ＦＡＸ番号03（3539）
6636

 受験に関する書類の受付期間、提出場所等
ア 受験に関する書類は、令和８年11月16日
（月曜日）から同年12月４日（金曜日）ま
でに公益財団法人医療研修推進財団に提出
すること。
イ 受験に関する書類を直接持参する場合の
受付時間は、アの期間中毎日（土曜日、日
曜日及び祝日を除く。）午前９時30分から午
前12時までと午後１時から午後５時までと
する。
ウ 受験に関する書類を郵送する場合は、書
留郵便をもって送付すること。この場合、
令和８年12月４日（金曜日）までの消印の
あるものに限り受け付ける。
エ 受験に関する書類を受理した後は、受験
に関する書類の返還及び受験地の変更は認
めない。

 受験手数料
ア 受験手数料は、38400円とし、受験手数
料の額を公益財団法人医療研修推進財団が
指定する銀行又は郵便局の口座に振り込む
こと。
イ 受験に関する書類を受理した後は、受験
手数料は返還しない。

 受験票の交付 受験票は、令和９年２月３
日（水曜日）に投函し郵送により交付する。

５ 受験手続
 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
 受験願書 規則様式第５号により作成
するとともに、受験願書に記載する氏名
は、戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票
に記載されている限りにおいて、氏名の
横に括弧書きの上、旧姓を併記して申請
することができる。
 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメートル、横４センチ
メートルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、公益財団法人医療
研修推進財団において交付する受験写真
用台紙に貼り付けた上、同台紙に所定の
事項を記入して提出すること。

なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
言語聴覚士養成所又は公益財団法人医療
研修推進財団において、その写真が受験
者本人と相違ない旨の確認を受けるこ
と。

イ ４の受験資格のからまで及びに該
当する者が提出する書類 修業証明書若し
くは修業見込証明書又は卒業証明書若しく
は卒業見込証明書
ウ ４の受験資格のに該当する者が提出す
る書類
 卒業証明書又は卒業見込証明書
 ４のの厚生労働大臣の指定する科目
を修めた旨を証する書類又は修める見込
みであることを証する書類

エ ４の受験資格のに該当する者が提出す
る書類 言語聴覚士国家試験受験資格認定
書の写し（公益財団法人医療研修推進財団
に当該認定書の原本を提示し、原本照合を
受けたもの）
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貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 29555550349
有価証券 448362351
割賦元金 27190206422
管理業務支出金 451915298
受託業務支出金 74128861
前払費用 3437380
未収収益 138502307
未収消費税等 720737969
未収金
建設事業未収
金

24563867

管理業務未収
金

19714584

受託業務未収
金

1678979135

その他未収金 37579272


1760836858

賞与引当金見返


791131723

その他の流動資
産

11984207


流動資産合計 61146793725
Ⅱ 固定資産
１ 事業用固定資産

有形固定資産
建物 45237982910
減価償却
累計額

26366824721

減損損失
累計額

167286678


18703871511
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令和７事業年度独立行政法人水資源機構の財務諸表に関する公告

独立行政法人水資源機構公告第１号
独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、令和７事業年度独立

行政法人水資源機構の財務諸表について次のとおり公告します。
令和８年９月１日 埼玉県さいたま市中央区新都心11番地２

独立行政法人 水資源機構
理事長 岡村 次郎
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構築物 3780720616974
減価償却
累計額

1384648101880

減損損失
累計額

2769388989


2393303126105

機械装置 227363451686
減価償却
累計額

162754471835

減損損失
累計額

13738396


64595241455

船舶 388662414
減価償却
累計額

317129012


71533402

車両運搬具 976373522
減価償却
累計額

803732607


172640915

工具器具備
品

1210565752

減価償却
累計額

911069163


299496589

土地 161934880809
減損損失
累計額

5514859926


156420020883

その他の有
形固定資産

998374123


有形固定資
産合計

2634564304983

無形固定資産
地上権 6603471928


無形固定資
産合計

6603471928


事業用固定
資産合計

2641167776911

２ 一般管理用固定
資産
有形固定資産
建物 5171829819
減価償却
累計額

2984558203


2187271616

構築物 114406613
減価償却
累計額

85394012


29012601

機械装置 1762108296
減価償却
累計額

1120567274


641541022

車両運搬具 19152577
減価償却
累計額

17237321


1915256

工具器具備
品

618155267

減価償却
累計額

321251069


296904198

土地 3301280000


有形固定資
産合計

6457924693


一般管理用
固定資産合
計

6457924693

３ 建設仮勘定
事業用建設仮
勘定

425793037603

一般管理用建
設仮勘定

34823034


建設仮勘定合
計

425827860637

４ 投資その他の資
産
投資有価証券 11341489586
割賦元金 128949611667
長期前払消費
税等

15788500414

敷金・保証金 280885960
前払年金費用 4302537131


投資その他の
資産合計

160663024758


固定資産合計 3234116586999


資産合計 3295263380724


負債の部
Ⅰ 流動負債

預り補助金等
預り交付金 4215576771
預り補助金 781216838
預り負担金 3671171364


8667964973

一年内償還予定
水資源債券

10000000000

一年内返済予定
長期借入金

18785057403
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未払金
建設事業未払
金

4388307545

管理業務未払
金

8593441384

受託業務未払
金

1119473813

災害復旧事業
未払金

354420

その他未払金 1776516246


15878093408
未払費用 66212135
受託業務前受金 332454186
預り金 658091617
引当金
賞与引当金 791131723


791131723

資産除去債務 90753428
その他の流動負
債

5750729169


流動負債合計 61020488042
Ⅱ 固定負債

資産見返負債
資産見返補助
金等
資産見返交
付金

948767143612

資産見返補
助金

743977105679

資産見返負
担金

935479492026

資産見返積
立金

5793387908


2634017129225

資産見返寄附
金

25231975

建設仮勘定見
返補助金等
建設仮勘定
見返交付金

272596748848

建設仮勘定
見返補助金

72692287723

建設仮勘定
見返負担金

33444182707

建設仮勘定
見返積立金

123265154


378856484432

資産見返仮勘
定

9761885057


資産見返負
債合計

3022660730689

長期預り補助金
等
長期預り発電
設備負担金

594793217

長期預り施設
更新負担金

299707112


894500329

水資源債券 18500000000
長期借入金 91752505483
引当金
退職給付引当
金

10970710444


10970710444


固定負債合計 3144778446945


負債合計 3205798934987
純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 4837527623


資本金合計 4837527623
Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 2876423347
その他行政コス
ト累計額
減価償却相当
累計額（）

 4293826506

除売却差額相
当累計額（）

 604860791


 4898687297


資本剰余金合
計

 2022263950

Ⅲ 利益剰余金
前中期目標期間
繰越積立金

72904545111

積立金 9961442418
当期未処分利益 3783194535



（うち当期総利益 3783194535）
利益剰余金合
計

86649182064


純資産合計 89464445737


負債純資産
合計

3295263380724


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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行 政 コ ス ト 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
管理業務費 39850313092
受託業務費 6022168590
災害復旧事業費 42893054
海外調査等業務費 133894462
建設事業費 13537890800
一般管理費  1428538519
事業用固定資産減価償却費 73393062638
事業用固定資産除却費 1509870456
財務費用 1478567159
臨時損失 1402081405


損益計算書上の費用合計 135942203137


Ⅱ その他行政コスト

減価償却相当額 282602623
除売却差額相当額 8448651


その他行政コスト合計 291051274


Ⅲ 行政コスト 136233254411



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
損 益 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
（単位：円）

経常費用
管理業務費
給与、賞与及び諸手当 5132990838
雑給 747939312
法定福利費 921190794
福利厚生費 10148207
旅費交通費 95055265
通信費 155912724
荷造運搬費 61373104
車両維持費 63971744
船舶維持費 13539868
動力用電力料 4075596610
水道光熱費 75373084
消耗品費 261613863
新聞図書費 16419692
印刷製本費 7762556

租税公課 4766840179
保険料 219704014
地代家賃 115838935
支払手数料 4572507
支払報酬 2644328
賃借料 48636749
会議費 533110
訴訟費 845455
管理委託費 2437796453
外部委託費 3641904829
保守修繕費 8238648534
測量調査観測費 3600528160
補償費 13587391
本社管理費等 2348771649
賞与引当金繰入 554722355
その他業務費 2215850783


39850313092

受託業務費 6022168590
災害復旧事業費 42893054
海外調査等業務費 133894462
建設事業費
建設事業完了精算費 6025187292
租税公課 7173695819
廃止事業追加経費 339007689


13537890800

一般管理費
給与、賞与及び諸手当 51318393
法定福利費 7823961
退職給付費用  2230251757
地代家賃 1040065
減価償却費 9528448
その他業務費 27276606
業務経費 704725765


 1428538519

事業用固定資産減価償却費 73393062638
事業用固定資産除却費 1509870456
財務費用
支払利息 1460133472
債券発行費 15822410
その他財務費用 2611277


1478567159


経常費用合計 134540121732


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純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府出資金
（資本金合計） 資本剰余金

その他行政コスト累計額
資本剰余金合計

減価償却相当累計額（） 除売却差額相当累計額（）

当期首残高 4837527623 2373715940  4061563817  546072206  2233920083

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却 50339934  58788585  8448651

減価償却  282602623  282602623

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分又は損失の処理

前中期目標期間からの繰越し

利益処分による積立

経常収益
受託収入
政府受託収入 2740195887
地方公共団体等受託収入 3026338612
その他受託収入 242617608


6009152107

補助金等収益 37923264814
災害復旧事業収入 42893054
海外調査等業務収入 40531371
管理雑収入 926949187
資産見返補助金等戻入 74868757771
資産見返寄附金戻入 4284675
建設仮勘定見返補助金等戻入 13850215945
賞与引当金見返に係る収益 558492181
財務収益
受取利息 3092647058


3092647058

臨時損失
固定資産売却損 580506953
減損損失 799939291
国庫納付金 21635161


1402081405



臨時利益
固定資産売却益 658341
資産見返補助金等戻入 1401423064


1402081405



当期純利益 2801405133
前中期目標期間繰越積立金取崩額


981789402


当期総利益 3783194535


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

雑益 24338702


経常収益合計 137341526865


経常利益 2801405133
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 その他

当期純利益

前中期目標期間繰越積立金取崩額 502707407 502707407

その他の利益剰余金の当期変動額（純額）

当期変動額合計  502707407  232262689  58788585 211656133

当期末残高 4837527623 2876423347  4293826506  604860791  2022263950

（単位：円）

Ⅲ 利益剰余金

純資産合計
前中期目標期間繰越積立金 積 立 金 当期未処分利益 利益剰余金合計

うち当期総利益

74425860604 7373592277 2587850141  84387303022 86990910562

 8448651

 282602623

 

2587850141  2587850141  

2801405133 2801405133 2801405133 2801405133

 1484496809 981789402 981789402  502707407 

 36818684  36818684  36818684

 1521315493 2587850141 1195344394 3783194535 2261879042 2473535175

72904545111 9961442418 3783194535 3783194535 86649182064 89464445737
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キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
事業用固定資産の取得による支出  35935186821
管理業務支出  31813646903
受託業務支出  5900111011
災害復旧事業支出  43523104
人件費支出  14613029150
その他の業務支出  3045710504
受託収入 6709795188
補助金等収入 78859210202
割賦負担金収入 21456851355
補助金等の精算による返還金の支出  3559896967
その他の業務収入 1438669333
消費税等支払額  618801150
消費税等還付額 1842479050


小 計 14777099518

利息の受取額 3118357735
利息の支払額  1700787288


業務活動によるキャッシュ・フロー 16194669965

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出  1168217000
有価証券の償還による収入 950000000
定期預金の預入による支出  10000000000
定期預金の払戻による収入 10000000000
譲渡性預金の預入による支出  9000000000
譲渡性預金の払戻による収入 12000000000
一般管理用固定資産の取得による支出  244893726
敷金・保証金の差入による支出  548000
敷金・保証金の返戻による収入 687097


投資活動によるキャッシュ・フロー 2537028371

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
債券の発行による収入 7982595349
債券の償還による支出  7000000000
長期借入れによる収入 500000000
長期借入金の返済による支出  22864206756
不要財産に係る国庫納付等による支出  20573673


財務活動によるキャッシュ・フロー  21402185080

Ⅳ 資金に係る換算差額 0


Ⅴ 資金増加額  2670486744
Ⅵ 資金期首残高 32226037093


Ⅶ 資金期末残高 29555550349



利益の処分に関する書類
（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 3783194535


当期総利益 3783194535
Ⅱ 積立金振替額 72904545111


前中期目標期間繰越積立金 72904545111

Ⅲ 利益処分額
積立金 76687739646


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重要な会計方針
１．有形固定資産の減価償却の会計処理方法
定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、水資源開発公団から承継した償却資産については、承継時における当該資産の経済的若
しくは機能的な実情を考慮して決定した耐用年数を採用しております。
また、事業用固定資産のうち構築物については、経済的な実情及び施設の特殊性を勘案し、自主
的に算定した耐用年数を設定しております。

ダム 76年
用水路 34年～64年
堰等 47年～52年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特定の
除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却相当
累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
２．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上
しております。なお、役職員の賞与については、補助金等により財源措置がなされる見込みである
ため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
職員への退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては期間定額基準によっております。
また、役員への退職手当の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を退職給付引当金に含
めております。
過去勤務費用は、その発生時に一括費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に一括費用処理しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）






注記事項
１．貸借対照表関係
 減損会計
１）減損の認識
減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額 減 損 額

事業用地 土地（38施設）（事
業用固定資産）

滋賀県草津市他 1855447938 667670836

地上権（１施設）
（事業用固定資産）

群馬県前橋市 3240 0

導水施設 構築物（10施設）
（事業用固定資産）

群馬県前橋市他 10 0

湖沼施設 構築物（９施設）
（事業用固定資産）

滋賀県草津市 9 0

ダム下流施
設

構築物（５施設）
（事業用固定資産）

京都府南丹市 5 13683386

建物（２施設）（事
業用固定資産）

京都府南丹市 2 1421448

観測局舎 建物（４施設）（事
業用固定資産）

滋賀県近江八幡市他 4 0

機械設備 機械装置（４施設）
（事業用固定資産）

茨城県稲敷市他 4 0

宿舎 土地（９施設）（事
業用固定資産）

千葉県千葉市他 381497366 104443473

構築物（３施設）
（事業用固定資産）

千葉県千葉市他 3 1257114

建物（30施設）（事
業用固定資産）

千葉県千葉市他 30 9463034

 帳簿価額については、当事業年度の期末帳簿価額を記載しております。
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５．棚卸資産の評価基準及び評価方法
管理業務支出金、受託業務支出金及び災害復旧事業支出金
個別法による原価法

６．債券発行差額の償却方法
債券発行差額は、債券の償還期間にわたって定額法により償却しております。

７．収益及び費用の計上基準
 本社管理費等の配賦方法
本社管理費等（先行投資的な本社管理費等を除く。）は各事業・業務に配賦するため、建設事業
に対する配賦額は建設仮勘定に資産計上し、管理業務・受託業務に対する配賦額は収益が計上さ
れる事業年度に費用処理しております。
 支払利息等の会計処理方法
長期借入金等の資金を充当して事業用固定資産を建設した場合、建設期間に対応する支払利息
は建設仮勘定に計上し、負担者が負担する金額が確定したものについては割賦元金に振り替えて
計上しております。
 受託業務に係る収益
受託業務においては、国又は地方公共団体等との委託契約等に基づき、顧客が保有する水資源
の開発又は利用のための施設等の維持管理等を行う義務を負っております。当該履行義務は、主
として、当法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受することで
充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定
の期間にわたり認識しております。

８．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。
ただし、建設事業に係る控除対象外消費税については、建設期間中は長期前払消費税等として投
資その他の資産に計上し、完了事業年度に一括費用処理しております。
また、管理業務に係る控除対象外消費税については、発生事業年度に費用処理しております。

９．資産見返負債の会計処理
資産見返負債の計上は、独立行政法人水資源機構の財務及び会計等に関する省令第６条の規定に
よっております。
（参考）
〇独立行政法人水資源機構の財務及び会計等に関する省令（平成15年国土交通省令第104号）
（補助金等の会計処理）
第６条 機構は、機構法第12条第１項第１号から第３号までの業務の実施に際し、機構法第21条
第１項及び第22条第１項の交付金、機構法第23条、第25条各項、第26条第１項及び第27条の負
担金並びに機構法第35条の補助金（以下この条において「補助金等」という。）をそれらの業務
の財源の全部又は一部に充てたときは、当該業務により生じた施設その他の固定資産（独立行
政法人会計基準において建設仮勘定に属する資産を除く。）の価額のうち当該補助金等の額に相
当する額を資産の部に固定資産として計上するとともに、その額と同額を負債の部に資産見返
負債として計上するものとする。
２ 機構は、機構法第12条第１項第１号から第３号までの業務の実施に際し、機構法第31条第１
項の規定により国土交通大臣の承認を受けた金額をそれらの業務の財源の全部又は一部に充て
たときは、当該業務により生じた施設その他の固定資産の価額のうち当該承認を受けた金額に
相当する額を資産の部に固定資産として計上するとともに、その額と同額を負債の部に資産見
返負債として計上するものとする。

減損の認識に至った経緯等
事業用地、導水施設、湖沼施設、ダム下流施設、観測局舎及び機械設備は、
事業の中止又は施設の用途廃止等により将来の使用見込みがなくなったことから減損を認識
しております。
宿舎については、その全部又は一部につき、使用しない決定を行ったことから、減損を
認識しております。
回収可能サービス価額
回収可能サービス価額は、正味売却価額を使用しており、算定方法等は次のとおりです。
建物については、不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額などを用いて算定しております。
土地については、不動産鑑定評価額又は地価公示価格などを用いて算定しております。
構築物及び機械装置については、備忘価額としております。





２）減損の兆候
減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額

宿舎 土地（４施設）（事業用固定資産） 徳島県徳島市他 117032483

建物（６施設）（事業用固定資産） 千葉県香取市他 14550071

 帳簿価額については、当事業年度の期末帳簿価額を記載しております。

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額
（＊） 時価（＊） 差 額

有価証券及び投資有価証券 11789851937 10660429400 1129422537
割賦元金 156139818089 152621278224 3518539865
水資源債券 （28500000000） （28211350000） （288650000）
長期借入金 （110537562886）（105206605726） （5330957160）

（＊） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
割賦元金は流動資産に計上されているものを含み、水資源債券及び長期借入金は流動負債
に計上されているものを含んでおります。

 賃貸等不動産の時価等
当機構は、将来の使用見込みがなく遊休状態である土地、建物等を有しております。これらの
賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

1430157563 50587631 1480745194 1671118524
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認められた兆候の概要
宿舎は、当該固定資産の稼働率が取得時の想定と比べて低下しているため、又は市場価
格が著しく下落しているため、減損の兆候を認めております。
減損の認識に至らなかった根拠
当該固定資産は経常的な保守管理を行い、使用目的に従った機能を現有しており、施設
管理を行っていくための付随施設として使用していくため、減損を認識しておりません。

 金融商品の時価等
１）金融商品の状況に関する事項
当機構は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保証債などに限定
し、財政融資資金、民間借入金及び水資源債券の発行により資金を調達しております。
投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、地方債等を保有しており、
全て満期保有目的債券であります。
割賦元金は、借入金等の資金を充当して事業用固定資産を建設した場合に、当該借入金及び
その支払利息が負担者の負担に帰すべきものとして確定した金額であり、未回収分を債権とし
て計上しております。
借入金等の使途は事業用固定資産の建設資金であり、主務大臣の認可を受け、資金調達を行っ
ております。
２）金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。
また、現金は注記を省略しており、預金、有価証券のうち譲渡性預金、未収金、未収収益、
未払金及び未払費用、敷金・保証金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること
等から、注記を省略しております。

 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定し

た時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。
有価証券及び投資有価証券
当法人が保有している地方債等は、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。一方で、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場
価格とは認められない地方債等（貸借対照表計上額：799755477円、時価：736702400円）
は、レベル２の時価に分類しております。
割賦元金
割賦元金の時価は、元利金の合計額の将来キャッシュ・フローを、国債流通利回りを基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
水資源債券（財投機関債）
当法人の発行する財投機関債である水資源債券は、活発な市場における無調整の相場価格
を利用できるため、レベル１の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額の将来キャッシュ・フローを、同額の新規借入を行っ
た場合の利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額
であります。

（注２）当期増減額は、次のとおりであります。
遊休状態となった不動産の追加による増加 898968816円
売却等による減少 848381185円

（注３）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて当機構で算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

 資産除去債務
当機構は、石綿含有吹き付け材を使用している事業用建物を有しております。この内の一部に
ついて、木曽川用水施設管理業務の中で、石綿含有吹き付け材の除去工事の実施を決定したこと
から、当該事業用建物に係る資産除去債務を合理的に見積ることが可能となったため、当事業年
度に資産除去債務を計上しており、令和８事業年度に除去を予定しております。


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 不要財産に係る国庫納付等
不要財産に係る国庫納付等については、次のとおりであります。

 資産種類 土地 土地、工作物、そ
の他構築物等 土地、建物

 資産名称 大多喜ダム流入工
関連施設用地 宝山湖南造成地 水豊寮

取得価額 15145200 3166547340円 34215201円

 帳簿価額
減価償却  297858280円 16074984円

減損額  1067203614円 14236184円

帳簿価額 15145200 1801485446円 3904033円

 不要財産となった理由
今後の必要性につ
いて検討した結
果、不要と認めら
れたため

今後の必要性につ
いて検討した結
果、不要と認めら
れたため

今後の必要性につ
いて検討した結
果、不要と認めら
れたため

 国庫納付等の方法
独立行政法人通則
法第46条の２第２
項に基づく譲渡収
入による納付

独立行政法人通則
法第46条の２第２
項に基づく譲渡収
入による納付

独立行政法人通則
法第46条の２第２
項に基づく譲渡収
入による納付

 譲渡収入の額 1171000円
（585500円）

59964521円
（19988173円）

7220000円
（1828375円）

 控除費用 
（）


（）

1078191円
（181387円）

国庫納付額 585500円 19988173円 1646988円

納付年月日 Ｒ7.8.29 Ｒ8.3.31 


国庫納付等
の額
納付等年月
日

地方公共団
体への払戻額   

納付年月日   

その他民間
等への払戻額   

納付年月日   

４．有価証券関係
満期保有目的の債券

（単位：円）

区 分 種 類 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

地 方 債   

小 計   

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

地 方 債 6907963798 6234138400  673825398

福岡北九州
高速道路債
ほか

4881888139 4426291000  455597139

小 計 11789851937 10660429400  1129422537

合 計 11789851937 10660429400  1129422537

 減資額   

 備考   
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また、豊川用水に係る支線水路施設の一部について、撤去工事の実施を決定したことから、当
該施設に係る資産除去債務を合理的に見積ることが可能となったため、地上権設定契約に起因す
る原状回復義務に基づき、当事業年度に資産除去債務を計上しており、令和８事業年度に撤去を
予定しております。
当該事業用建物を除く石綿含有吹き付け材を使用している事業用建物につきましては、中期計
画等において解体の予定はなく、また、管理業務を実施する上で必要な資産であることから、石
綿含有吹き付け材の囲い込み等を実施しており、今後も適切な維持管理を行いながら使用を継続
します。また、当該施設を除く地上権設定契約に起因する原状回復義務を有する施設等につきま
しては、撤去工事実施に係る具体的な決定はありません。このことから、資産除去債務を合理的
に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
当事業年度における資産除去債務の残高の推移は、以下のとおりであります。
期首残高 円
見積りの変更による増加額 90753428円
期末残高 90753428円

 の帳簿価額は、負担金を財源とした部分を含んでおります。
の下段（ ）書きは、政府からの支出を財源とした部分であります。
国庫納付等が行われていない場合には、日付を記載しておりません。
国庫補助金等により取得した固定資産であることから、減資の対象としておりません。

 その他行政コスト累計額
その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 365546868円

２．行政コスト計算書関係
 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 136233254411円
自己収入等 62000178114円
国庫納付額 21635161円
機会費用 32064771円

                                        

独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト 74243505907円

 機会費用の計上方法
１）政府出資から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

２）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法
人での勤務期間に対応する部分について、退職手当支給規程に定める退職手当支給基準等を参
考に計算しております。

３．キャッシュ・フロー計算書関係
 キャッシュ・フロー計算書の資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳
現金及び預金 29555550349円

 重要な非資金取引について
当期において、無償により受け入れた資産の金額は、4258404円であります。
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５．退職給付関係
 採用している退職給付制度の概要
当機構は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び共済
年金に係る整理資源を採用しています。
確定給付年金制度（積立型制度）は、水資源機構企業年金基金にて運営し、給与と勤務期間に
基づいた一時金又は年金を支給しています。
退職一時金制度（非積立型制度）は、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支
給しています。
 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 22837614151
勤務費用 683090401
利息費用 465766973
数理計算上の差異の当期発生額  1778206613
退職給付の支払額  1435042862
役員退職手当引当金繰入額 15887900
整理資源負担金取崩額  6548863

        

期末における退職給付債務 20782561087

        

 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 12344963273
期待運用収益 308624081
数理計算上の差異の当期発生額 1241887787
事業主からの拠出額 710877745
退職給付の支払額  558243662
制度加入者からの拠出額 66278550

        

期末における年金資産 14114387774

        

 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整
表
積立型制度の退職給付債務 9842950386
年金資産  14114387774

        

積立型制度の未積立退職給付債務  4271437388
非積立型制度の未積立退職給付債務 10939610701

        
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6668173313

        
退職給付引当金 10970710444
前払年金費用  4302537131

        

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6668173313

        

６．収益認識関係
当機構は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注記
を省略しております。
 収益の分解情報
当機構の一定の事業等のまとまりごとの区分は、水資源開発施設等の管理業務、ダム等建設業
務、用水路等建設業務、法人共通です。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における
会計基準第86における収益は、5036069803円、195035547円、201061437円及び576985320円
です。
 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
す。
 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、315783424円であり、
当機構は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて令和８年度までの間で収益を認
識することを見込んでいます。なお、当該事業年度中に認識された収益のうち、過去の期間に充
足された履行義務に係る金額は重要ではありません。
未収金のうち、契約資産（受託業務における契約について、当機構が請求を行っていない業務
の進捗に係る対価）及び顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりです。

契約資産 1284717円
顧客との契約から生じた債権 1677694418円

受託業務前受金は、主に受託業務における契約について、顧客から受け取った前受金等であり、
その全額が契約負債です。

７．重要な債務負担行為
81061841155円

 退職給付に関連する損益
勤務費用 683090401
利息費用 465766973
期待運用収益  308624081
数理計算上の差異の当期の費用処理額  3020094400
制度加入者からの拠出額  66278550
役員退職手当引当金繰入額 15887900

        

合計  2230251757

        

 年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
債券 41％
株式 41％
現金及び預金 4％
その他 14％

        

合計 100％

        

 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金
資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）
割引率 確定給付企業年金 33％ 一時金 29％
長期期待運用収益率 25％

８．固有の表示科目の内容
事業用固定資産
固定資産のうち独立行政法人水資源機構法第２条第２項に規定する水資源開発施設及び同条
第３項に規定する愛知豊川用水施設（これらに附帯する施設を含む。）に係るものを事業用固定
資産として表示しております。
割賦元金
独立行政法人水資源機構法施行令の規定に基づき15～30年間（当期償還を開始する事業に係
る分については、負担者との協議及び主務大臣の認可未了のため未確定。）で分割回収する建設
事業の負担金の債権残高を割賦元金として表示しております。


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１ 指定する道路の路線名及び区間
次表のとおり

路線名 区間

一般国道四百七十五号 山県インターチェンジから大野神戸インターチェンジまで

２ 指定する期日 令和８年９月１日

令
和

年

月

日
火
曜
日

(号
外
第
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

号
)

官
報

資産見返仮勘定
事業用固定資産の建設中において、負担者の負担に帰すべきものとして負担者及び金額が確
定したときの割賦元金相当額（建設利息を除く。）を資産見返仮勘定として表示しております。
預り補助金等及び長期預り補助金等
資産見返補助金等及び建設仮勘定見返補助金等
補助金等収益、資産見返補助金等戻入及び建設仮勘定見返補助金等戻入
補助金等の範囲については、独立行政法人水資源機構の財務及び会計等に関する省令第６条
の規定によっております。
なお、上記の規定については、重要な会計方針９を参照して下さい。

長期預り発電設備負担金
発電設備の点検・更新等を行うために、当該事業年度の精算により受け入れ超過となった利
水者等の負担金のうち、売電収入に係る予算額を超過した売電収入相当額を長期預り発電設備
負担金として表示しております。
長期預り施設更新負担金
事業用固定資産の修繕・更新等を行うために、特別修繕工事計画により負担者等から受け入
れる負担金相当額を長期預り施設更新負担金として表示しております。
災害復旧事業費及び災害復旧事業収入
独立行政法人水資源機構法第12条第１項第３号に規定する災害復旧工事に要した費用とこれ
に対応する収益を災害復旧事業費及び災害復旧事業収入として表示しております。
海外調査等業務費及び海外調査等業務収入
独立行政法人水資源機構法第12条第２項に規定する海外調査等業務に要した費用とこれに対
応する収益を海外調査等業務費及び海外調査等業務収入として表示しております。

９．事業完了に関する事項
吉野川下流域用水事業については、令和８年３月５日に吉野川下流域用水施設に関する施設管理
規程が認可され、同年４月１日より独立行政法人水資源機構法第12条第１項の規定により完成した
施設の操作、維持、修繕その他の管理を行っております。
10．重要な後発事象
該当事項はありません。

車両制限令第３条第４項の規定による道路の指定の公示

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構公示第５号
道路整備特別措置法施行令（昭和31年政令第319号）第19条の規定及び車両制限令（昭和36年政令

第265号）第３条第４項の規定に基づき、通行する国際海上コンテナの運搬用のセミトレーラ連結車
の重量の最高限度を車両の通行の許可の手続等を定める省令（昭和36年建設省令第28号）第４条で定
める値とし、長さの最高限度を165メートルとする道路を次のとおり指定する。
令和８年９月１日 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

理事長 澤田 聡

解散命令公告
長野県公告
下記に掲げる組合は、その代表権を有する者が
欠けている、又はその所在が知れないので、中小
企業等協同組合法第106条第３項の規定に基づき、
解散命令の要旨を下記のとおり公告する。
令和８年９月１日

長野県知事 阿部 守一
記

命令の要旨
中小企業等協同組合法第106条第２項の規定に

基づき解散を命ずる。
名称及び主たる事務所の所在地
飯山牛乳商業協同組合
長野県飯山市南町８番地１
北志賀観光協同組合
長野県下高井郡山ノ内町大字夜間瀬9249番地４
企業組合中部デリカ
長野県上伊那郡南箕輪村7859番地１
信州国産材開発協同組合
長野県伊那市美篶5227番地２
辰野町商工事業協同組合
長野県上伊那郡辰野町大字辰野1777番地の１
南信アルプス協同組合
長野県駒ヶ根市赤穂330番地27
木曽駒高原天然水協同組合
長野県木曽郡木曽町新開131番地
教示
１ この処分について不服があるときは、この処
分があったことを知った日の翌日から起算して
３か月以内に、長野県知事に対して審査請求を
することができる。ただし、処分があったこと
を知った日の翌日から起算して３か月以内で
あっても、処分の日の翌日から起算して１年を
経過したときは、審査請求をすることができな
い。
２ この処分については上記の審査請求のほか、
この処分があったことを知った日の翌日から起
算して６か月以内（この処分についての審査請
求を行った場合には、審査請求の裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６か月以
内）に、長野県を被告（訴訟において長野県を
代表する者は長野県知事となる。）として、処分
の取消しの訴えを提起することができる。ただ
し、処分又は裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内であっても、処分又
は裁決の日の翌日から起算して１年を経過した
ときは、処分の取消しの訴えを提起することが
できない。
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令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
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き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

札
幌
市
北
区
あ
い
の
里
三
条
九
丁
目
一
四
番
六
号

株
式
会
社
訪
問
介
護
事
業
所
つ
く
し

代
表
清
算
人

深
瀬

和
文

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

青
森
県
八
戸
市
城
下
一
丁
目
一
一
番
二
号

有
限
会
社
八
燃
器
具
サ
ー
ビ
ス

清
算
人

小
井
田
和
哉

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

仙
台
市
青
葉
区
宮
町
一
丁
目
一
番
八
号

株
式
会
社
三
秀

代
表
清
算
人

小
畑

和
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

福
島
県
福
島
市
森
合
字
日
向
山
八
番
地
の
七

株
式
会
社
辰
巳
屋

代
表
清
算
人

森
岡

幸
江

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

福
島
県
福
島
市
鎌
田
字
月
ノ
輪
山
五
番
地
の
一
六
六

有
限
会
社
東
華

清
算
人

高
橋
利
久
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

福
島
県
福
島
市
荒
井
字
上
町
裏
一
〇
番
地

株
式
会
社
Ｚ
Ｅ
Ｒ
Ｏ

代
表
清
算
人

阿
部

裕
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

福
島
県
福
島
市
荒
町
三
番
八
号

株
式
会
社
ジ
ェ
ー
イ
ー
エ
ム

代
表
清
算
人

久
和

淳

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
二
月
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

茨
城
県
古
河
市
山
田
三
五
六
番
地
二

山
田
商
店
株
式
会
社

代
表
清
算
人

中
村

正
美





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

群
馬
県
高
崎
市
南
大
類
町
一
三
九
一
番
地
七

株
式
会
社
ヨ
シ
コ
ー

代
表
清
算
人

島

耕
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

埼
玉
県
和
光
市
下
新
倉
四
丁
目
二
六
番
三
八
号

株
式
会
社
ア
イ
リ
ス
ホ
ー
ム
ヨ
コ
タ

代
表
清
算
人

横
田

修
二

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

埼
玉
県
幸
手
市
北
一
丁
目
一
三
番
二
〇
号

株
式
会
社
ミ
ー
ル
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス

代
表
清
算
人

佐
藤

三
郎

解
散
公
告

当
社
は
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
に
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内

に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
見
沼
区
大
和
田
町
一
丁
目
一

二
三
〇
番
地
九
一

有
限
会
社
テ
イ
・
ア
ン
ド
・
テ
イ
ア
ー
キ
テ
ク
ツ

清
算
人

角
田

政
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
平
成
二
十
七
年
一
月
二
十
日
会
社
法
第
四
七

二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
解
散
し
ま
し
た
の
で
、
当
社

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

埼
玉
県
鴻
巣
市
本
町
八
丁
目
七
番
二
八
号

神
田
建
築
興
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

神
田

明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
臨
時
株
主

総
会
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
岩
槻
区
大
字
上
野
一
〇
九
番

地
一
〇

株
式
会
社
ワ
イ
エ
ム
オ
ー
ト

清
算
人

足
立

克
己

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

千
葉
県
木
更
津
市
木
更
津
二
丁
目
一
番
三
号

株
式
会
社
ち
と
せ
オ
フ
ィ
ス

代
表
清
算
人

大
川

七
海

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

千
葉
県
習
志
野
市
藤
崎
一
丁
目
一
五
番
七
号

有
限
会
社
タ
バ
コ
シ
ョ
ッ
プ
中
む
ら

清
算
人

中
村

峰
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

千
葉
県
茂
原
市
茂
原
二
九
八
番
地

株
式
会
社
杉
田
屋
呉
服
店

代
表
清
算
人

杉
田

明
績

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
六
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

千
葉
県
船
橋
市
坪
井
東
五
丁
目
二
〇
番
一
四
号

フ
ォ
ー
ザ
ワ
ー
ル
ド
合
同
会
社

清
算
人

平
井

忠
道

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
小
平
市
喜
平
町
三
丁
目
二
番
五

一
〇
四
号

有
限
会
社
学
園
薬
局

清
算
人

瀬
間

辰
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
北
区
田
端
四
丁
目
三
番
四
号

株
式
会
社
Ｎ
ｅ
ｘ
ｔ

Ｇ

代
表
清
算
人

石
田

澄
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
江
戸
川
区
南
葛
西
四
丁
目
一
二
番
一
六
号

セ
ン
ト
パ
ー
ク
ハ
イ
ツ
二
〇
三

合
同
会
社
オ
ヒ
サ
マ
・
ピ
ク
チ
ャ
ー
ズ

清
算
人

清
藤

拓

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
赤
坂
九

二

九

四
〇
九

株
式
会
社
モ
ル
テ
ン
・
ソ
ル
ト
・
ス
チ
ー
ル

代
表
清
算
人

中
村

信
彦

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

日
光
２
０
ア
パ
ー
ト
メ
ン
ツ
練
馬
合
同
会
社

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

一
般
社
団
法
人
メ
ト
ロ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
・

ワ
ン

代
表
清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
世
田
谷
区
北
沢
二
丁
目
二
七
番
八
号

有
限
会
社
ポ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド

清
算
人

中
村

梨
恵





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

合
同
会
社
メ
ト
ロ
・
ワ
ン

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

日
光
Ｐ
ｌ
ｕ
ｓ
１
２
合
同
会
社
６

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

須
磨
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
合
同
会
社

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

日
光
Ｐ
ｌ
ｕ
ｓ
１
５
合
同
会
社
４

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

日
光
Ｐ
ｌ
ｕ
ｓ
１
５
合
同
会
社
６

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

御
殿
場
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
合
同
会
社

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内Ｓ

ｗ
ｉ
ｆ
ｔ
１
一
般
社
団
法
人

代
表
清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

Ｓ
ｗ
ｉ
ｆ
ｔ
合
同
会
社

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

一
般
社
団
法
人
Ｆ
Ｋ

代
表
清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

合
同
会
社
Ｆ
Ｋ

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

ジ
ェ
イ
コ
ア
レ
ジ
４
合
同
会
社
５

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
港
南
二
丁
目
一
六
番
一
号
品
川
イ
ー

ス
ト
ワ
ン
タ
ワ
ー
七
Ｆ

株
式
会
社
セ
ラ
グ

代
表
清
算
人

梅
澤

優
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
東
松
下
町
三
七
番
地
二
加

瀬
ビ
ル
一
三
〇

一
〇
〇
九
号土

肥
産
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

土
肥

穣
治

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
大
手
町
一
丁
目
五
番
一
号
四
階

リ
ン
ク
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
株
式
会
社

代
表
清
算
人

オ
キ
ャ
ラ
ハ
ン
・
カ
ー
ル

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
赤
坂
一
丁
目
一
二
番
三
二
号
ア
ー
ク

森
ビ
ル
一
二
階

株
式
会
社
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
メ
デ
ィ
カ
ル

マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

代
表
清
算
人

オ
キ
ャ
ラ
ハ
ン
・
カ
ー
ル

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
七
丁
目
一
三
番
二
〇
号
銀
座

Ｔ
Ｈ
ビ
ル
九
階

合
同
会
社
Ｅ
２
Ｅ

Ｃ
ｏ
ｎ
ｓ
ｕ
ｌ
ｔ
ｉ
ｎ
ｇ

清
算
人

張

磊

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
板
橋
区
前
野
町
四
丁
目
二
一
番
一
号

有
限
会
社
ハ
ル
善

清
算
人

田
中

弘
行





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
台
東
区
台
東
一
丁
目
一
一
番
三
号

東
友
産
業
有
限
会
社

清
算
人

友
景

雅
人

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三

十
一
日
に
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
足
立
区
大
谷
田
五
丁
目
五
番
六
号

有
限
会
社
栄
恒
産

清
算
人

村
中
愼
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
世
田
谷
区
奥
沢
六
丁
目
七
番
一
五
号

ル
フ
ェ
ー
ル
・
ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

高
山

吏
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
神
田
一
丁
目
三
番
七
号
四
〇

一
あ
す
な
会
計
事
務
所
内

合
同
会
社
ボ
ン
ド
ブ
リ
ッ
ジ
２

清
算
人

中
垣

光
博

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
神
田
一
丁
目
三
番
七
号
四
〇

一
あ
す
な
会
計
事
務
所
内

一
般
社
団
法
人
ボ
ン
ド
ブ
リ
ッ
ジ
２

代
表
清
算
人

中
垣

光
博

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
足
立
区
綾
瀬
四
丁
目
二
八
番
一
九
号

合
同
会
社
Ｐ
Ｅ
Ｅ
Ｒ

清
算
人

佐
藤

碧
海

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
江
東
区
森
下
二
丁
目
一
二
番
五

一
〇
三
号

サ
ハ
ラ
イ
ン
テ
リ
ア
株
式
会
社

代
表
清
算
人

佐
和

誠
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
西
東
京
市
新
町
五
丁
目
四
番
二
七
号
Ｓ
ｈ

ａ
Ｍ
ａ
ｉ
ｓ
ｏ
ｎ
境
橋
二
〇
二
号

株
式
会
社
Ｔ
Ｒ
Ｙ
Ｆ
Ｅ

Ｊ
Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ

代
表
清
算
人

前
田

健
輔

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
新
宿
区
早
稲
田
鶴
巻
町
五
六
七
オ
ノ
ダ
ビ

ル
一
階

株
式
会
社
Ｏ
ｒ
ｏ
ｖ
ｉ
ａ

代
表
清
算
人

深
沢
慶
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
六
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
箱
崎
町
二
七

九

Ｋ
Ｏ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｈ
Ｉ
合
同
会
社

清
算
人

ホ
ッ
セ
ン
マ
イ
ケ
ル

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
九
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
美
土
代
町
一
一
番
地
一

有
限
会
社
岡
田
雄
嗣
商
店

清
算
人

岡
田

英
嗣

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
調
布
市
仙
川
町
一
丁
目
二
五
番
二
号
仙
川

ア
ヴ
ェ
ニ
ュ
ー
北
プ
ラ
ザテ

イ
ク
ア
ン
ド
株
式
会
社

代
表
清
算
人

宮
澤

猛

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
三
丁
目
三
番
一
三
号
六
階

Ｉ
ｎ
ｋ
ｆ
ａ
ｎ
ｄ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

土
肥
勇
士
郎

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
の
社
員
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
隼
町
二
番
一
〇
号
二
一
〇
半
蔵

門
ビ
ル
三
階

一
般
社
団
法
人
日
本
鍼
治
療
標
準
化
学
会

代
表
清
算
人

谷
地

一
博

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
東
新
橋
一
丁
目
六
番
三
号

エ
ピ
ス
テ
ー
メ
ー
合
同
会
社

清
算
人

伊
藤
ま
ゆ
み

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
品
川
区
西
品
川
一
丁
目
一
番
一
号

Ｊ
ａ
ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
ｍ
ｉ
Ｘ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

福
井

智
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
品
川
区
西
大
井
五
丁
目
八
番
四
号

有
限
会
社
須
藤
精
機
製
作
所

清
算
人

須
藤

毅





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
幸
町
二
丁
目
一
番
六
号

内
幸
町
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ワ
ン
Ｅ
合
同
会
社

清
算
人

一
般
社
団
法
人
内
幸
町
キ
ャ
ピ
タ
ル
・

ワ
ン
Ｂ

職
務
執
行
者

武
野
氏
伸
哉

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
幸
町
二
丁
目
一
番
六
号

株
式
会
社
中
落
合
プ
ロ
パ
テ
ィ

代
表
清
算
人

武
野
氏
伸
哉

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
幸
町
二
丁
目
一
番
六
号

一
般
社
団
法
人
Ｋ
Ｓ
Ｆ
Ｒ
１

代
表
清
算
人

石
本

忠
次

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
幸
町
二
丁
目
一
番
六
号

一
般
社
団
法
人
Ｋ
Ｓ
Ｆ
Ｒ
３

代
表
清
算
人

石
本

忠
次

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
小
金
井
市
東
町
五
丁
目
三
〇
番
一
号

合
同
会
社
ラ
ク
シ
ュ
ミ
ー

清
算
人

塩
野

裕
己

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三
十

一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号

Ｆ
Ｒ
Ｈ
合
同
会
社

清
算
人

酒
井

一
成

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
、
令
和
八
年
八
月

三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
府
中
市
紅
葉
丘
三
丁
目
三
八
番
地
の
七
七

ベ
ル
ジ
ュ
ー
ル
府
中
紅
葉
丘
三
〇
二

株
式
会
社
エ
ム
ズ

代
表
清
算
人

森
村

修
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
渋
谷
区
渋
谷
二
丁
目
一
九
番
一
五

六
〇

九
号
宮
益
坂
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ

株
式
会
社
エ
コ
ー
メ
デ
ィ
ア

代
表
清
算
人

竹
内

湧
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
愛
宕
二
丁
目
五
番
一
号
愛
宕
グ
リ
ー

ン
ヒ
ル
ズ
Ｍ
Ｏ
Ｒ
Ｉ
タ
ワ
ー

株
式
会
社
Ｎ
Ｓ
Ｓ
Ｋ

Ｃ

Ｈ

Ｂ

代
表
清
算
人

岡
田
陽
士
朗

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
調
布
市
上
石
原
一
丁
目
二
七
番
九
号
レ

ジ
ェ
ン
ド
西
調
布
一
階

株
式
会
社
エ
ク
ス
ビ
ズ

代
表
清
算
人

大
島

雄
太

解
散
公
告

当
会
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
会
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
、
清
算

か
ら
除
斥
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
小
網
町
八
番
二
号
八
〇
七
号

ヤ
ン
ジ
ェ
ヴ
ィ
テ
ィ
合
同
会
社

清
算
人

関
口

暖

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
九
段
南
一
丁
目
五
番
六
号

株
式
会
社
Ｌ
ｕ
ｌ
ｕ

Ｓ
ｐ
ａ
ｃ
ｅ
ｓ

代
表
清
算
人

伊
藤

友
美

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
兜
町
一
七
番
二
号
兜
町
第

６
葉
山
ビ
ル
四
階パ

ソ
コ
ン
レ
ス
キ
ュ
ー
株
式
会
社

代
表
清
算
人

青
島

加
奈

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
三
丁
目
四
番
一
号
新
国

際
ビ
ル
四
階

株
式
会
社
タ
ン
チ
ョ
ウ

代
表
清
算
人

岡
本

成
道

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
幸
町
二
丁
目
一
番
六
号

一
般
社
団
法
人
Ｋ
Ｓ
Ｆ
Ｒ
４

代
表
清
算
人

石
本

忠
次

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一

一
二

四
Ｎ
＆
Ｅ
．
Ｂ
Ｌ

Ｄ
七
階

合
同
会
社
Ｇ
ｙ
ｍ

Ｌ
ｅ
ａ
ｄ
ｅ
ｒ

Ｋ

代
表
清
算
人

村
井

賢
介

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
練
馬
区
西
大
泉
五
丁
目
二
八
番
八
号

有
限
会
社
コ
ア
ミ

清
算
人

池
田

益
吉





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
千
代
田
区
九
段
南
一
丁
目
五
番
六
号

株
式
会
社
Ｄ
ｒ
ｅ
ａ
ｍ
Ｈ
ｕ
ｂ

代
表
清
算
人

李

路

成

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
渋
谷
区
大
山
町
二
一
番
三
号

株
式
会
社
や
ま
よ
し

代
表
清
算
人

楠
原

一
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
三
丁
目
一
番
三
六
号

青
山
丸
竹
ビ
ル
六
Ｆ

株
式
会
社
オ
リ
エ
ン
ト
・
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア

清
算
人

土
田

雅
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
三
丁
目
一
番
三
六
号
青
山
丸

竹
ビ
ル
六
Ｆ

合
同
会
社
Ｏ
Ｊ

清
算
人

山
田
莉
奈
子

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
杉
並
区
荻
窪
三
丁
目
四
七
番
二
一
号

一
般
社
団
法
人
グ
ロ
ー
バ
ル
Ｓ
ｔ
ａ
ｍ
ｐ
’
ｎ

マ
イ
ス
タ
ー
協
会

代
表
清
算
人

山
岡

清
美

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
日
開
催
の
臨
時
社
員

総
会
の
決
議
に
よ
り
同
年
八
月
三
十
日
を
も
っ
て
解
散
し

た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
三
丁
目
一
番
三
六
号

青
山

丸
竹
ビ
ル

特
定
非
営
利
活
動
法
人
近
自
然
森
づ
く
り
協
会

清
算
人

岡
村

俊
邦

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
板
橋
区
舟
渡
三
丁
目
一
五
番
二
二
号

株
式
会
社
中
央
ジ
オ
マ
チ
ッ
ク
ス

代
表
清
算
人

田
中

尚
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
会
社
法
第
三
一
九

条
第
一
項
に
基
づ
く
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る

株
主
全
員
の
書
面
に
よ
る
同
意
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三

十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
三
鷹
市
井
の
頭
五
丁
目
二
六
番
一
二
号

株
式
会
社
Ｅ
Ｋ
Ｃ

代
表
清
算
人

飯
田

健
太

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
新
宿
区
矢
来
町
六
二
番
地株

式
会
社
東
元
社

代
表
清
算
人

黒
澤

聡
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
目
黒
区
下
目
黒
一
丁
目
一
番
一
四
号
コ
ノ

ト
ラ
ビ
ル
七
Ｆ

株
式
会
社
Ｐ
ｒ
ｏ
Ｂ
ｕ
ｄ
ｄ
ｙ

代
表
清
算
人

澁
谷

拓

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
六
日
社
員
が
欠
け
た
こ
と
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
立
川
市
高
松
町
二
丁
目
二
七
番
地
の
二
七

柿
﨑
経
営
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
合
同
会
社

清
算
人

北
村

将
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三
十

一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号

イ
ー
タ
合
同
会
社

清
算
人

三
品

貴
仙

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
新
宿
区
岩
戸
町
八
番
地
グ
リ
ー
ン
ヒ
ル
ズ

神
楽
坂

株
式
会
社
ア
ル
テ

代
表
清
算
人

後
藤

孝
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
新
宿
区
市
谷
田
町
二
丁
目
一
九
番
一
号

株
式
会
社
ケ
ー
イ
ー
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

代
表
清
算
人

森

卓
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
七
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
赤
坂
七
丁
目
六
番
一
五
号

合
同
会
社
ト
レ
ッ
ク
・
ネ
プ
チ
ュ
ー
ン

清
算
人

下
田

興
一

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月

三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号

一
般
社
団
法
人
イ
ー
タ

代
表
清
算
人

三
品

貴
仙

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号

ト
ッ
プ
・
マ
ー
ク
合
同
会
社

清
算
人

マ
・
ジ
ェ
フ
リ
ー
・
キ
ン
グ
・
ロ
ク





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
対
し
て
債

権
を
有
す
る
債
権
者
の
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら

二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
渋
谷
区
道
玄
坂
一
丁
目
一
〇
番
八
号
渋
谷

道
玄
坂
東
急
ビ
ル
二
Ｆ

Ｃ

株
式
会
社
Ｂ
ｅ

Ｏ
ｗ
ｎ
ｅ
ｒ

代
表
清
算
人

久
保
田

駿

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
付
を
も
っ
て
解
散

い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
渋
谷
区
南
平
台
町
一
七
番
一
七
号

株
式
会
社
シ
テ
イ
ル

代
表
清
算
人

磯
永

翔
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
江
東
区
平
野
一
丁
目
三
番
二
号

有
限
会
社
ク
ラ
シ
ッ
ク
美
巧

清
算
人

平
野

孝
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
渋
谷
区
南
平
台
町
四
番
八
号有

限
会
社
悠
心

清
算
人

荒
瀬

郁

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
、
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
足
立
区
辰
沼
二
丁
目
一
八
番
四
号

有
限
会
社
伊
藤
箔
押
所

清
算
人

伊
藤

常
男

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三
十

一
日
を
も
っ
て
解
散
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
豊
島
区
西
池
袋
三
丁
目
六
番
二

二
〇
二
号

株
式
会
社
Ｉ
ｎ
ｔ
ｅ
ｒ
Ｍ
ｅ
ｄ

代
表
清
算
人

塩
原

康
弘

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
五
丁
目
一
番
四
号

Ｇ
Ｓ
Ａ

Ｊ
Ｐ

Ｐ
ｒ
ｏ
ｊ
ｅ
ｃ
ｔ
１
一
般
社

団
法
人

代
表
清
算
人

福
永

隆
明

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
五
丁
目
一
番
四
号

合
同
会
社
Ｌ
Ｓ
１

清
算
人

福
永

隆
明

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
五
丁
目
一
番
四
号

一
般
社
団
法
人
Ｌ
Ｓ
１

代
表
清
算
人

福
永

隆
明

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
東
村
山
市
栄
町
二
丁
目
一
〇
番
地
六
五

三
〇
一
号
室

Ｚ
ｓ
ｍ
ａ
ｒ
ｔ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

松
田

智
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
六
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
板
橋
区
大
和
町
二
二
番
一
四
号

株
式
会
社
中
央
物
産

代
表
清
算
人

安
藤

秀
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
世
田
谷
区
岡
本
三
丁
目
三
〇
番
九
号

株
式
会
社
一
乃
志
社
中

代
表
清
算
人

岡
本

貴
志

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
世
田
谷
区
成
城
一
丁
目
二
五
番
一
六
号

株
式
会
社
高
村
デ
ザ
イ
ン
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ー

代
表
清
算
人

田
中

祐
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
記
の
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
四
丁
目
一
番
六
号

株
式
会
社
北
陸
Ｇ
Ｈ

代
表
清
算
人

直
海

晶
久

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

横
浜
市
中
区
富
士
見
町
一
番
一
号
富
士
見
町
ビ
ル

ヂ
ン
グ
内

大
栄
興
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

阿
部

実

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

横
浜
市
鶴
見
区
平
安
町
二
丁
目
二

二

有
限
会
社
蔀
土
木

清
算
人

蔀

祐
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

川
崎
市
多
摩
区
堰
一
丁
目
二
二
番
一

三
三
〇
号

合
同
会
社
ア
リ
ス

清
算
人

小
川

芳
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

神
奈
川
県
中
郡
二
宮
町
富
士
見
が
丘
二
丁
目
三
番

八
号

有
限
会
社
原
酒
店

清
算
人

原

ツ
タ
江





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
三
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

横
浜
市
青
葉
区
荏
田
町
四
三
七
番
地
八

タ
イ
ム
イ
ン
テ
リ
ア
株
式
会
社

代
表
清
算
人

岩
田

祐
作

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

神
奈
川
県
横
浜
市
戸
塚
区
品
濃
町
五
五
三
番
地
一

パ
ー
ク
ヒ
ル
ズ
Ｍ
棟
一
〇
五
号

有
限
会
社
ビ
ー
ネ
ッ
ト

清
算
人

髙
林

智

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

神
奈
川
県
鎌
倉
市
腰
越
三
丁
目
一
九
番
一
六
号

湘
南
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
合
同
会
社

清
算
人

金
谷

正
文

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

新
潟
県
新
潟
市
東
区
紫
竹
卸
新
町
二
〇
二
〇
番
地
二

新
潟
化
工
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

幾
竹

友
則

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

新
潟
県
上
越
市
南
城
町
三
丁
目
二
番
一
八
号

有
限
会
社
コ
ウ
セ
ー
電
機

清
算
人

中
村

妙
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

石
川
県
金
沢
市
山
科
町
ヘ
四
一
番
地
二
二

Ａ
Ｓ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
Ｅ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

山
口

敏
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

長
野
県
岡
谷
市
銀
座
二
丁
目
八
番
一
二
号

有
限
会
社
山
一
小
口
薬
局

清
算
人

小
口

裕
史

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

岐
阜
県
加
茂
郡
川
辺
町
西
栃
井
七
五
七
番
地
の
一

有
限
会
社
ス
ズ
ム
ラ
タ
イ
ヤ

清
算
人

鈴
村

和
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
御
給
町
二
三
番
地
の
五

株
式
会
社
イ
カ
ロ
ス

代
表
清
算
人

石
山

春
雄

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

名
古
屋
市
中
区
栄
五
丁
目
二
六

三
九
Ｇ
Ｓ
栄
ビ

ル
三
Ｆ

一
般
社
団
法
人
製
造
業
か
ら
日
本
を
盛
り
上
げ

る
会

代
表
清
算
人

内
藤

泰
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

愛
知
県
岩
倉
市
下
本
町
下
市
場
一
三
二
番
地
一

株
式
会
社
カ
ワ
グ
チ

代
表
清
算
人

河
口

美
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

愛
知
県
岡
崎
市
井
田
町
字
茨
坪
三
四
番
地
七
三
六

合
同
会
社
ス
ト
ー
リ
ー
ク
ラ
フ
ト

清
算
人

岩
木

大
地

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

名
古
屋
市
北
区
光
音
寺
町
字
野
方
一
九
一
九

三
一

マ
グ
レ
ブ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

高
田

益
生

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

滋
賀
県
大
津
市
大
萱
一
丁
目
一
六
番
二
九

一
〇

二
号

Ｎ
Ｋ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

長
岡
一
夫
見

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

京
都
市
下
京
区
中
堂
寺
粟
田
町
九
三
番
地
Ｋ
Ｒ
Ｐ

四
号
館
三
階
Ｋ
Ｒ
Ｐ
・
Ｂ
Ｉ
Ｚ
・
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｔ

メ
ン
タ
リ
ー
株
式
会
社

代
表
清
算
人

今
谷

祐
通

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

京
都
府
京
都
市
西
京
区
御
陵
大
枝
山
町
六
丁
目
二

四
番
地
五

株
式
会
社
野
村
建
設
工
業

代
表
清
算
人

田
村

洋
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

京
都
府
城
陽
市
市
辺
柿
木
原
四
八
番
地
の
一
七

株
式
会
社
ナ
カ
ム
ラ
テ
ッ
ク

代
表
清
算
人

中
村

重
行





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散

い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

京
都
市
山
科
区
北
花
山
大
林
町
六
〇
番
地
の
一

パ
ル
ニ
ッ
ク
ス
・
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

代
表
清
算
人

竹
中

慎
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

京
都
市
北
区
紫
竹
大
門
町
三
八
番
地
六

株
式
会
社
北
山
魚
伊

代
表
清
算
人

濵
中

輝
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

京
都
市
中
京
区

薬
師
通
柳
馬
場
東
入
油
屋
町
一

二
九
番
地

メ
ロ
デ
ィ
ハ
イ
ム

薬
師
五
〇
二
号

村
田
作
戦
株
式
会
社

代
表
清
算
人

村
田

育
生

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
市
福
島
区
福
島
五
丁
目
六

一
六

二
階
二

〇
四

株
式
会
社
ザ
ッ
カ
ラ
イ
フ
日
本

代
表
清
算
人

高
雅
玲

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
大
東
市
御
領
二
丁
目
四
番
一
二
号

株
式
会
社
濱
田
製
作
所

代
表
清
算
人

濱
田

清
友

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
市
大
正
区
三
軒
家
西
三
丁
目
四
番
一
六
号

中
山
ビ
ル
一
〇
一
三

Ｃ
ｏ
ｒ
ｄ
ｅ
ｌ
ｉ
ａ
＆
Ｃ
ｌ
ａ
ｕ
ｄ
ｉ
ａ
株
式

会
社

代
表
清
算
人

石

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
市
中
央
区
常
盤
町
二
丁
目
三
番
二
号

株
式
会
社
サ
ン
・
イ
ン
テ
リ
ア
工
房

代
表
清
算
人

森

國
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
豊
中
市
玉
井
町
四
丁
目
一
番
五
号

株
式
会
社
道
木
材
木
店

代
表
清
算
人

大
島

昭
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
寝
屋
川
市
仁
和
寺
本
町
六
丁
目
一
〇
番
一

〇

五
〇
八
号

株
式
会
社
エ
ク
セ
ル
・
ム
ー
ン

代
表
清
算
人

上
月
マ
サ
ヱ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
枚
方
市
山
之
上
西
町
九
番
二
九
号

有
限
会
社
手
嶋
測
量
設
計

清
算
人

手
嶋

寛

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
堺
市
北
区
南
花
田
町
四
一
七
番
三

二
二

〇
号

京
雲
テ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

鄒

春
平

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
八
尾
市
志
紀
町
三
丁
目
七
番

株
式
会
社
針
ア
ポ
ロ
企
画

代
表
清
算
人

坂
口

勝

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
八
尾
市
太
田
新
町
三
丁
目
四
五
番
地

今
村
精
工
株
式
会
社

代
表
清
算
人

福
田

眞

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
東
大
阪
市
吉
原
一
丁
目
三
番
六
号

東
六
郷
有
限
会
社

清
算
人

中
井

照
智

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
市
平
野
区
加
美
北
四
丁
目
一
一
番
七
号

有
限
会
社
天
勝
製
本

清
算
人

山
本

勝

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
枚
方
市
楠
葉
並
木
一
丁
目
三
七

一
三

一
〇
一

有
限
会
社
ウ
エ
タ
ケ

清
算
人

大
竹

仁

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
羽
曳
野
市
大
黒
二
八
三
番
地
三

株
式
会
社
テ
ク
ノ
ア
ー
チ

代
表
清
算
人

吉
田
洋
之
助





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
六
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
枚
方
市
宗
谷
二
丁
目
二
〇
番
六
号

株
式
会
社
宝
ウ
ォ
ー
ム

代
表
清
算
人

小
﨑

寳
藏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

兵
庫
県
尼
崎
市
杭
瀬
北
新
町
三
丁
目
三
番
一
九
号

有
限
会
社
２
１
世
紀
福
祉
研
究
会

清
算
人

米
田

喜
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

神
戸
市
須
磨
区
離
宮
西
町
一
丁
目
二
番
二
〇

四

〇
四
号

株
式
会
社
共
栄
企
画

代
表
清
算
人

寺
田

重
了

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

兵
庫
県
尼
崎
市
東
難
波
町
三
丁
目
二
二
番
二
六
号

株
式
会
社
エ
ア
ロ
ス
ペ
ー
ス
ナ
ガ
ノ

代
表
清
算
人

長
野

啓
文

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

神
戸
市
中
央
区
諏
訪
山
町
五
番
一
一
号

株
式
会
社
Ｋ
Ｒ
Ｏ
Ｎ
Ｅ

代
表
清
算
人

髙
島
い
づ
み

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

兵
庫
県
姫
路
市
幸
町
一
五
二
番
地
の
四

有
限
会
社
明
石
フ
ミ
ヤ

清
算
人

寺
本

昌
幸

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

奈
良
市
東
九
条
町
一
一
一
二
番
地
の
一

Ｐ
Ａ
Ｒ
Ａ
Ｄ
Ｅ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

中
川

淳

解
散
公
告

当
会
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
臨
時
株

主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
会

社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

和
歌
山
県
新
宮
市
下
田
一
丁
目
九
番
五
二
号

株
式
会
社
坪
井
組

代
表
清
算
人

坪
井

龍

解
散
公
告

当
組
合
は
、
令
和
八
年
五
月
十
三
日
開
催
の
臨
時
組
合

総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

島
根
県
雲
南
市
加
茂
町
加
茂
中
八
八
四
番
地

協
同
組
合
加
茂
ネ
ー
ビ
ル

代
表
清
算
人

成
相

克
道

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

島
根
県
浜
田
市
下
府
町
六
四
四
番
地
五

有
限
会
社
コ
テ
ラ
総
合
保
険

清
算
人

小
寺

利
尚

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
に
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

島
根
県
江
津
市
浅
利
町
一
六
六
番
地
二

合
同
会
社
Ｅ
Ｇ
Ａ
Ｈ
Ｏ
Ｕ
Ｓ
Ｅ
＆
Ｃ
Ｏ
Ｍ
Ｐ
Ａ

Ｎ
Ｙ

代
表
清
算
人

江
上

尚

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

島
根
県
江
津
市
浅
利
町
一
六
六
番
地
二

株
式
会
社
ゴ
ウ
ツ
ゲ
ス
ト
ハ
ウ
ジ
ー
ズ

代
表
清
算
人

江
上

尚

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

広
島
市
西
区
鈴
が
峰
町
一
四
番
二
一
号

有
限
会
社
テ
イ
ー
ア
ー
ル

清
算
人

中
本

恭
代

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

広
島
市
西
区
三
滝
本
町
二
丁
目
二
六
番
三
一
号

株
式
会
社
ア
ル
ナ
ー
ト
広
島

代
表
清
算
人

中
田

知
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

山
口
県
下
関
市
み
も
す
そ
川
町
一
番
一
号

株
式
会
社
岡
本
産
業

代
表
清
算
人

桝
本
み
ち
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

岡
山
県
倉
敷
市
児
島
田
の
口
五
丁
目
一
一
番
二
一
号

株
式
会
社
若
葉
テ
ク
ノ

代
表
清
算
人

金
本

祐
輔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

岡
山
県
高
梁
市
成
羽
町
下
原
四
六
二
番
地
の
一

有
限
会
社
ま
る
は
ま

清
算
人

丸
浜
創
一
郎





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

山
口
県
山
口
市
宮
野
下
四
三
七
番
地

有
限
会
社
ア
ニ
モ

清
算
人

伊
藤

美
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

福
岡
市
中
央
区
天
神
二
丁
目
二
番
一
二
号
Ｔ
＆
Ｊ

ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
七
階

ヤ
ス
ナ
リ
ア
ン
ド
カ
ン
パ
ニ
ー
合
同
会
社

代
表
清
算
人

安
成

龍

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

福
岡
市
中
央
区
赤
坂
三
丁
目
一
三
番
三
号

匠
合
同
会
社

清
算
人

張

勝
琪

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

福
岡
市
城
南
区
七
隈
二
丁
目
九
番
三
〇
号

株
式
会
社
エ
ス
ピ
ー
デ
ィ
・
ジ
ャ
パ
ン

代
表
清
算
人

領
家

俊
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

長
崎
県
大
村
市
東
大
村
一
丁
目
二
六
九
三
番
地
四
六

株
式
会
社
共
栄
技
術
開
発

代
表
清
算
人

馬
場

章

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

長
崎
県
雲
仙
市
吾
妻
町
牛
口
名
四
二
〇
番
地
八

有
限
会
社
マ
ス
ダ

代
表
清
算
人

高
嶺

千
春

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

熊
本
市
中
央
区
花
畑
町
一
〇
番
二
六
号

Ｓ
Ｐ
ｒ
ｉ
ｎ
ｇ
熊
本
城
前
四
六
号
室

ゴ
ー
ル
デ
ン
レ
イ
ア
ウ
ト
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
ジ
ャ

パ
ン
株
式
会
社

代
表
清
算
人

リ
ン
・
チ
ェ
ン
・
チ
ャ
ー

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

熊
本
県
熊
本
市
北
区
清
水
亀
井
町
二
三
番
一
七
号

株
式
会
社
島
津
商
店

代
表
清
算
人

島
津

修
治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

熊
本
市
中
央
区
出
水
四
丁
目
三
番
五
一
号

有
限
会
社
フ
ァ
ン

清
算
人

青
木

裕
子

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
分
県
大
分
市
高
砂
町
三
番
一
〇
号

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
え
ん
キ
ャ
リ
ア
大
分

清
算
人

芳
野

修
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

宮
崎
県
延
岡
市
瀬
之
口
町
二
丁
目
一
番
地
一
〇

丸
谷
味

醬
油
醸
造
有
限
会
社

清
算
人

谷
渕

玄
典

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

鹿
児
島
市
桜
ヶ
丘
六
丁
目
一
七
番
地
一

有
限
会
社
藤
運
送

清
算
人

藤

信
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

沖
縄
県
那
覇
市
首
里
赤
平
町
二
丁
目
一
三
番
二

四
〇
二
号

合
同
会
社
Ｋ
Ｔ
Ｍ

代
表
清
算
人

高
良

勝
彦

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
室
町
一
丁
目
五
番
二
号
東

洋
ビ
ル
八
階

医
療
法
人
社
団
桃
仁
日
本
橋
レ
デ
ィ
ー
ス
ク
リ

ニ
ッ
ク

清
算
人

馬
場
真
木
子

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

愛
知
県
長
久
手
市
氏
神
前
一
一
八
番
地

医
療
法
人
ス
ズ
ム
ラ
眼
科
医
院

清
算
人

鈴
村

好
人

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有

す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

奈
良
県
磯
城
郡
田
原
本
町
大
字
新
町
五
二
番
地
三

医
療
法
人
社
団
小
阪
内
科
ク
リ
ニ
ッ
ク

清
算
人

小
阪

俊
文

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八

月
二
十
六
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下

さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

岐
阜
県
羽
島
市
竹
鼻
町
蜂
尻
一
四
四
番
地

蓮
瑞
寺

清
算
人

坂
谷

学
称





第 47 期決算公告 令和８年９月１日
茨城県那珂郡東海村大字石神外宿2600

株式会社ジェー・シー・オー
代表取締役 宮内 宏和

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 391,917
固 定 資 産 4,509,233
資 産 合 計 4,901,151

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,146,869
賞 与 引 当 金 28,633
固 定 負 債 11,694,113
廃止措置準備引当金 11,694,113
株 主 資 本 8,939,831
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 8,949,831
その他利益剰余金 8,949,831
(うち当期純損失) (1,124,058)

負債・純資産合計 4,901,151

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
伊
勢
原
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基

金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

法
人
一
団
体
、
個
人
五
名
に
対
し
、
総
額
五
十
五
万
円

の
奨
励
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。
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第 20 期 決 算 公 告
令和８年９月１日 北海道北見市常盤町六丁目２番地10

北見日産自動車株式会社
代表取締役 亀田 文雄

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 486,398 流 動 負 債 812,233
固 定 資 産 901,772 (うち賞与引当金) (19,479)

固 定 負 債 529,229
うち退職給付引当
金  (25,572)
株 主 資 本 46,708
資 本 金 90,000
利 益 剰 余 金 43,292
利 益 準 備 金 22,500
その他利益剰余金 65,792
(うち当期純利益) (9,169)

資 産 合 計 1,388,170 負債・純資産合計 1,388,170

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



第 75 期 決 算 公 告
令和８年５月 22 日
栃木県宇都宮市山本１丁目32番33号

株式会社関口
代表取締役 関口快太郎

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 6,678
固 定 資 産 428
合 計 7,107

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,794
固 定 負 債 247
株 主 資 本 3,065
資 本 金 60
利 益 剰 余 金 3,005
利 益 準 備 金 15
その他利益剰余金 2,990
(うち当期純利益) (201)
合 計 7,107

第 41 期 決 算 公 告
令和８年５月 22 日
栃木県宇都宮市山本１丁目32番33号

株式会社和楽製菓
代表取締役 関口快太郎

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 9,646
固 定 資 産 14,027
合 計 23,673

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 141,217
株 主 資 本 117,543
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 127,543
その他利益剰余金 127,543
(うち当期純損失) (9,459)
合 計 23,673

第 41 期 決 算 公 告
令和８年５月 22 日

栃木県小山市羽川90番１
下野運輸株式会社

代表取締役 関口快太郎
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 70,382
固 定 資 産 2,441
合 計 72,824

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 247,714
株 主 資 本 174,890
資 本 金 13,000
利 益 剰 余 金 187,890
利 益 準 備 金 1,040
その他利益剰余金 188,930
(うち当期純損失) (18,895)
合 計 72,824

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



令
和

年

月

日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

配 当 公 告

宮 城 県 石 巻 市 浦 存 入 田 六 〇 番 地

破 産 者 株 式 会 社 ヤ マ サ ン 伊 藤 商 事

右 の 者 に 対 す る 仙 台 地 方 裁 判 所 令 和 七 年 （ フ ）

第 一 二 五 三 号 破 産 事 件 の 最 終 配 当 を 行 う の で 、 次

の よ う に 公 告 す る 。

一 、 配 当 に 加 え る べ き 債 権 の 総 額

金 三 八 八 、 六 八 六 、 七 九 六 円

一 、 配 当 す る こ と の で き る 金 額

金 一 三 六 、 二 一 一 、 五 〇 一 円

令 和 八 年 九 月 一 日

宮 城 県 仙 台 市 青 葉 区 一 番 町 一 丁 目 一 七 番 二

四 号 高 裁 前 ビ ル 二 階
破 産 管 財 人 小 野 寺 友 宏







第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年５月 22 日
栃木県宇都宮市山本１丁目32番33号

本橋製菓株式会社
代表取締役 関口大二郎

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資

産

の

部

流 動 資 産 28,088
固 定 資 産 4,211
繰 延 資 産 75
合 計 32,375

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 137,041
株 主 資 本 104,666
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 114,666
その他利益剰余金 114,666
(うち当期純損失) (18,411)
合 計 32,375

第２期決算公告 令和８年５月22日
栃木県宇都宮市山本１丁目32番33号

株式会社関口トレーディングカンパニー
代表取締役 関口快太郎

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,686
固 定 資 産 4,856
合 計 9,543

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,921
固 定 負 債 3,800
株 主 資 本 2,822
資 本 金 30
資 本 剰 余 金 2,658
その他資本剰余金 2,658
利 益 剰 余 金 133
その他利益剰余金 133
(うち当期純利益) (133)
合 計 9,543

第 34 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都新宿区下落合二丁目３番18号
エーアイ・エンジニアリング株式会社

代表取締役 井手口哲朗
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 133,601
固 定 資 産 2,994
合 計 136,595

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 93,823
株 主 資 本 42,771
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 22,771
利 益 準 備 金 1,500
その他利益剰余金 21,271
(うち当期純利益) (1,330)
合 計 136,595

第 28 期決算公告 令和８年９月１日
東京都大田区東糀谷一丁目21番６号

第１松原ビル
株式会社豊洲漁商産直市場
代表取締役 長野 泰昌

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 506,221
固 定 資 産 34,074
資 産 合 計 540,295

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 264,507
固 定 負 債 41,456
株 主 資 本 234,332
資 本 金 40,000
資 本 剰 余 金 3,000
その他資本剰余金 3,000
利 益 剰 余 金 191,332
その他利益剰余金 191,332
(うち当期純利益) (44,914)

負債・純資産合計 540,295

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年７月 15 日
長野県下伊那郡豊丘村大字神稲12410番地

株式会社豊かな丘
代表取締役 片桐 明

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 99,669
固 定 資 産 6,585
資 産 合 計 106,254

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 33,562
負 債 合 計 33,562
株 主 資 本 72,692
資 本 金 30,690
利 益 剰 余 金 42,002
その他利益剰余金 42,002
(うち当期純利益) (4,909)
純資産合計 72,692
負債・純資産合計 106,254

第 53 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
岐阜県羽島郡岐南町平成１丁目41番地

中部公営事業株式会社
代表取締役 米澤 正昭

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 146,502
固 定 資 産 100,041
資 産 合 計 246,543

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 35,740
固 定 負 債 40,695
株 主 資 本 170,108
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 160,108
利 益 準 備 金 1,950
その他利益剰余金 158,158
(うち当期純利益) (3,826)

負債・純資産合計 246,543

第 26 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日

静岡市駿河区中吉田1429
株式会社日産プリンスボディワークス

代表取締役 鈴木 一彦
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 245,695
固 定 資 産 29,287
資 産 合 計 274,982

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 93,308
固 定 負 債 51,658
株 主 資 本 130,017
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 120,017
その他利益剰余金 120,017
(うち当期純利益) (1,285)

負債・純資産合計 274,982

第 54 期決算公告 令和８年６月29日
静岡県伊豆の国市浮橋1198１

伊豆大仁開発株式会社
代表取締役社長 柿沼 岳史

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,846
固 定 資 産 1,028
合 計 2,874

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 150
固 定 負 債 2,349
株 主 資 本 375
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 100
その他資本剰余金 100
利 益 剰 余 金 175
(うち当期純利益) (20)
合 計 2,874

第 57 期決算公告 令和８年６月４日
愛知県新城市川田字本宮１番地の３

丸卜鶏卵販売株式会社
代表取締役社長 棚橋 勉

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,968
固 定 資 産 495
資 産 合 計 2,464

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,625
固 定 負 債 709
負 債 合 計 2,335
株 主 資 本 129
資 本 金 20
利 益 剰 余 金 109
その他利益剰余金 109
(うち当期純利益) (98)
純資産合計 129
負債・純資産合計 2,464

第 64 期決算公告 令和８年９月１日
三重県四日市市千歳町７番地２

セントラル自動車整備株式会社
代表取締役 井上 猛

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 336,094
固 定 資 産 622,328
資 産 合 計 958,422

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 66,545
固 定 負 債 24,941
株 主 資 本 861,845
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 831,845
利 益 準 備 金 3,900
その他利益剰余金 827,945
(うち当期純利益) (28,480)

評価・換算差額等 5,090
負債・純資産合計 958,422

第 46 期決算公告 令和８年９月１日
大阪市淀川区十三本町三丁目６番35号
大阪ガスセキュリティサービス株式会社

代表取締役社長 杉本 和史
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 3,691,232
固 定 資 産 2,188,534
資 産 合 計 5,879,766

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,569,123
固 定 負 債 1,039,892
株 主 資 本 3,259,860
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 30,000
利 益 剰 余 金 3,129,860
利 益 準 備 金 25,000
その他利益剰余金 3,104,860
(うち当期純利益) (176,871)

評価・換算差額等 10,891
負債・純資産合計 5,879,766

第 29 期決算公告 令和８年６月18日
岡山市北区駅元町15１
リットシティビル208

株式会社岡山ランゲージセンター
代表取締役 高橋 正勝

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 74,059
固 定 資 産 11,838
合 計 85,897

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,746
固 定 負 債 254
株 主 資 本 70,897
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 20,897
利 益 準 備 金 2,879
その他利益剰余金 18,018
(うち当期純利益) (1,508)
合 計 85,897

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



第 35 期決算公告 令和８年６月29日
香川県香川郡直島町364番地１

株式会社直島文化村
代表取締役 吉田 浩一

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 459,134
固 定 資 産 115,660
資 産 合 計 574,794

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 427,967
固 定 負 債 60,671
負 債 合 計 488,638
株 主 資 本 86,156
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 66,155
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 61,155
(うち当期純利益) (39,882)
純資産合計 86,156
負債・純資産合計 574,794

第 59 期決算公告 令和８年９月１日
北九州市門司区新門司北１丁目３９

クラウン・フーヅ株式会社
代表取締役 米澤 隆

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資

産

の

部

流 動 資 産 3,507
固 定 資 産 3,317
繰 延 資 産 5
合 計 6,829

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,271
固 定 負 債 2,375
株 主 資 本 3,183
資 本 金 50
利 益 剰 余 金 3,133
利 益 準 備 金 9
その他利益剰余金 3,124
(うち当期純利益) (576)
合 計 6,829

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年５月 13 日

大分県国東市武蔵町古市170番地３
双日大分農人株式会社
代表取締役 佐藤 司

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 54,770
固 定 資 産 24,717
繰 延 資 産 30
資 産 合 計 79,517

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 41,590
固 定 負 債 32,765
株 主 資 本 5,162
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 14,837
その他利益剰余金 14,837
(うち当期純損失) (3,310)

負債・純資産合計 79,517

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

千葉県浦安市美浜一丁目８番１号
一般財団法人オリエンタルランド
子どものハピネス財団

代表理事 加賀見俊夫
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 23,919
固 定 資 産 41,591,900
合 計 41,615,820

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 23,919
固 定 負 債 
負 債 合 計 23,919
指定正味財産 41,588,614
一般正味財産 3,286
正味財産合計 41,591,900
合 計 41,615,820

令和７年度決算公告
令和８年９月１日

東京都千代田区五番町12番３号
公益財団法人伊藤謝恩育英財団

代表理事 山本 尚子
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 193,595
固 定 資 産 15,518,833
合 計 15,712,428

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 5,739
固 定 負 債 13,011
負 債 合 計 18,751
指定正味財産 14,269,469
一般正味財産 1,424,207
正味財産合計 15,693,676
合 計 15,712,428

第９期決算公告 令和８年６月27日
東京都豊島区東池袋１34５
いちご東池袋ビル６Ｆ

ブライトナーズ・コンサルティング
株式会社

代表取締役 川﨑 淳
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 3,183
資 産 合 計 3,183

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 0
固 定 負 債 0
株 主 資 本 3,183
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 183
その他利益剰余金 183
(うち当期純損失) (73)

負債・純資産合計 3,183

第 22 期決算公告 令和８年９月１日
東京都中央区日本橋室町一丁目８番７号
株式会社ウェイブリアルエステート

代表取締役 福原 理子
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 828,225
固 定 資 産 7,670,280
合 計 8,498,505

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,237,582
固 定 負 債 648,595
株 主 資 本 2,612,327
資 本 金 90,000
利 益 剰 余 金 2,522,327
その他利益剰余金 2,677,664
(うち当期純損失) (155,336)
合 計 8,498,505

第 36 期決算公告 令和８年９月１日
東京都中央区日本橋室町三丁目２番１号

株式会社ロータスエステート
代表取締役 福原 理子

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,035,756
固 定 資 産 5,149,548
合 計 7,185,305

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 164,429
固 定 負 債 649,730
株 主 資 本 6,371,145
資 本 金 320,000
資 本 剰 余 金 2,766
資 本 準 備 金 2,766
利 益 剰 余 金 6,048,378
利 益 準 備 金 77,625
その他利益剰余金 5,970,753
(うち当期純利益) (292,494)
合 計 7,185,305

第 25 期決算公告 令和８年９月１日
東京都港区赤坂７丁目１番１号

株式会社テクノスター
代表取締役 岡森 克高

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 538,573
固 定 資 産 413,830
資 産 合 計 952,403

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 392,883
固 定 負 債 300,802
株 主 資 本 258,718
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 158,718
その他利益剰余金 158,718
(うち当期純利益) (53,687)

負債・純資産合計 952,403

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都港区麻布台一丁目３番１号
エムディー株式会社
代表取締役 伊藤 弘人

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 561,989
固 定 資 産 1,191,630
資 産 合 計 1,753,619

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 452,160
固 定 負 債 1,414,792
株 主 資 本 113,333
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 163,333
その他利益剰余金 163,333
(うち当期純損失) (229,208)

負債・純資産合計 1,753,619

第 23 期決算公告 2026年９月１日
東京都港区南青山三丁目１番30号
株式会社パソナハートフル
代表取締役社長 有村 明

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 109,841
固 定 資 産 19,798
投資その他の資産 188,905
合 計 318,544

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 208,048
固 定 負 債 56,647
株 主 資 本 53,849
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 43,849
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 41,349
(うち当期純損失) (53,157)
合 計 318,544

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都港区六本木一丁目６番１号
新生ベンチャーパートナーズ株式会社

代表取締役 松原 一平
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 261,687
固 定 資 産 45,069
合 計 306,756

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 258,259
株 主 資 本 48,433
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 47,433
その他利益剰余金 47,433
(うち当期純損失) (14,864)

評価・換算差額等 63
その他有価証券評価
差額金 63

合 計 306,756

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都港区六本木一丁目６番１号
新生レンブラントパートナーズ株式会社

代表取締役 山田 和孝
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 39,716
固 定 資 産 372
合 計 40,088

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 25,587
株 主 資 本 14,500
資 本 金 4,000
利 益 剰 余 金 10,500
利 益 準 備 金 1,000
その他利益剰余金 9,500
(うち当期純損失) (824)
合 計 40,088

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都港区六本木一丁目６番１号
新生ＴＣ株式会社

代表取締役 山田 和孝
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 54,838
固 定 資 産 24,815
合 計 79,654

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 23,245
株 主 資 本 56,409
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 56,309
その他利益剰余金 56,309
(うち当期純損失) (16,270)
合 計 79,654

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都港区六本木一丁目６番１号
新生識学パートナーズ株式会社

代表取締役 池浦 良祐
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 84,531
固 定 資 産 844
合 計 85,375

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 43,162
株 主 資 本 42,213
資 本 金 2,000
資 本 剰 余 金 2,000
資 本 準 備 金 2,000
利 益 剰 余 金 38,213
その他利益剰余金 38,213
(うち当期純利益) (7,278)
合 計 85,375

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都港区六本木一丁目６番１号
ＳＣＩバイアウト２号株式会社

代表取締役 山田 和孝
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 7,171
固 定 資 産 2,652
合 計 9,824

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,748
株 主 資 本 8,075
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 7,975
その他利益剰余金 7,975
(うち当期純損失) (923)
合 計 9,824

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日

東京都港区北青山３10５
Moon Creative Lab Inc．東京支店
日本における代表者 加藤 瞬介
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 1,134
固 定 資 産 261
資 産 合 計 1,395

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 907
負 債 合 計 907
本 店 勘 定 184
利 益 剰 余 金 304
(うち当期純損失) (98)
純資産合計 488
負債・純資産合計 1,395

第 18 期決算公告 令和８年７月10日
東京都中央区日本橋浜町三丁目３番２号
エヌビービーセント・オールバンズリース

株式会社
代表取締役 大江 裕士

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 114,403
固 定 資 産 3,235,442
資 産 合 計 3,349,845

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 356,886
固 定 負 債 2,991,562
株 主 資 本 1,397
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 1,603
その他利益剰余金 1,603
(うち当期純損失) (23)

負債・純資産合計 3,349,845

第 27 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日 東京都中央区日本橋三丁目12番２号

ＳＯＵシニアケア株式会社
貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 730,093 流 動 負 債 527,771
固 定 資 産 2,326,016 賞 与 引 当 金 57,738

固 定 負 債 1,400,469
退職給付引当金 75,989
株 主 資 本 1,127,868
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 799,170
資 本 準 備 金 20,050
その他資本剰余金 779,120
利 益 剰 余 金 338,726
利 益 準 備 金 4,950
その他利益剰余金 333,776
(うち当期純利益) (17,113)
自 己 株 式 110,027

資 産 合 計 3,056,110 負債・純資産合計 3,056,110

第 ７ 期 決 算 公 告
2026 年９月１日

東京都港区赤坂一丁目４番６号
株式会社Ｊｏｂｌａｂ
代表取締役 飯沼 秀一

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年４月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 173,423 流 動 負 債 39,834
固 定 資 産 123,989 固 定 負 債 25,000

株 主 資 本 232,183
資 本 金 191,000
資 本 剰 余 金 151,000
資 本 準 備 金 151,000
利 益 剰 余 金 81,816
その他利益剰余金 81,816
(うち当期純損失) (56,861)
自 己 株 式 28,000
新 株 予 約 権 395

資 産 合 計 297,413 負債・純資産合計 297,413

第 76 期 決 算 公 告
令和８年９月１日 滋賀県甲賀市水口町本綾野２番16号

 寅 建 設 株 式 会 社
代表取締役 久保 繁光

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 8,434,838 流 動 負 債 2,263,489
固 定 資 産 3,433,653 固 定 負 債 59,164
有形固定資産 955,548 株 主 資 本 9,425,113
無形固定資産 3,845 資 本 金 79,000
投資その他の資産 2,474,259 資 本 剰 余 金 98,349

資 本 準 備 金 349
その他資本剰余金 98,000
利 益 剰 余 金 9,247,763
利 益 準 備 金 44,337
その他利益剰余金 9,203,426
(うち当期純利益) (354,558)

評価・換算差額等 120,724
資 産 合 計 11,868,492 負債・純資産合計 11,868,492

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

福岡県大川市大字幡保201番地１
株式会社関家具

代表取締役 春田 秀樹
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 6,463,350 流 動 負 債 19,143
固 定 資 産 3,731,792 固 定 負 債 6,267,857

株 主 資 本 3,903,193
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 3,850,000
資 本 準 備 金 5
その他資本剰余金 3,849,995
利 益 剰 余 金 46,806
その他利益剰余金 46,806
(うち当期純損失) (46,806)
新 株 予 約 権 4,949

資 産 合 計 10,195,143 負債・純資産合計 10,195,143

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



第 ２ 期 決 算 公 告
2026 年９月１日

東京都中央区京橋３１１
ＷｅＷｏｒｋ東京スクエアガーデン14Ｆ
ミライズエネチェンジ株式会社

代表取締役 柘野 善隆
貸借対照表の要旨 (2026年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,158,330 流 動 負 債 1,911,982
固 定 資 産 23,006 (うち賞与引当金) (86,470)

固 定 負 債 273,958
株 主 資 本 1,004,604
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 5,900,000
資 本 準 備 金 100,000
その他資本剰余金 5,800,000
利 益 剰 余 金 7,004,604
その他利益剰余金 7,004,604
(うち当期純損失) (6,623,972)

資 産 合 計 1,181,337 負債・純資産合計 1,181,337

第 ４ 期 決 算 公 告
2026 年９月１日

東京都中央区京橋３１１
ＷｅＷｏｒｋ東京スクエアガーデン14Ｆ

ＥＮＥＣＨＡＮＧＥ ＥＶ ラボ株式会社
代表取締役 内藤 義久

貸借対照表の要旨 (2026年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 422,537 流 動 負 債 978,676
固 定 資 産 30,000 株 主 資 本 526,138

資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 1,269,519
資 本 準 備 金 4,000
その他資本剰余金 1,265,519
利 益 剰 余 金 1,800,657
その他利益剰余金 1,800,657
(うち当期純損失) (682,160)

資 産 合 計 452,537 負債・純資産合計 452,537

第 19 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都目黒区上目黒一丁目３番７号ⅤＯＲＴ代官山６階

株式会社新適
代表取締役 新作 恭史

貸借対照表の要旨 (令和７年12月31日現在) (単位：円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 78,894,841 流 動 負 債 18,999,452
固 定 資 産 4,489,671 賞 与 引 当 金 2,608,000

固 定 負 債 4,823,000
株 主 資 本 59,562,060
資 本 金 12,500,000
資 本 剰 余 金 2,500,000
資 本 準 備 金 2,500,000
利 益 剰 余 金 44,562,060
その他利益剰余金 44,562,060
(うち当期純利益) (7,827,392)

資 産 合 計 83,384,512 負債・純資産合計 83,384,512

第 59 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都目黒区上目黒一丁目３番７号ⅤＯＲＴ代官山６階

株式会社ヒューマンシステム
代表取締役 新作 恭史

貸借対照表の要旨 (令和８年２月28日現在) (単位：円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 132,818,061 流 動 負 債 32,959,266
固 定 資 産 4,268,360 固 定 負 債 58,700,000
繰 延 資 産 148,365 退職給付引当金 17,900,000

株 主 資 本 45,575,520
資 本 金 15,000,000
資 本 剰 余 金 1,480,000
その他資本剰余金 1,480,000
利 益 剰 余 金 29,095,520
利 益 準 備 金 3,750,000
その他利益剰余金 25,345,520
(うち当期純損失) (39,753,646)

資 産 合 計 137,234,786 負債・純資産合計 137,234,786

第 14 期 決 算 公 告
令和８年９月１日 東京都港区六本木一丁目６番１号

ＳＢＩ新生企業投資株式会社
代表取締役 植坂 謙治

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,120,679 流 動 負 債 425,646
固 定 資 産 185,594 (賞与引当金) (88,778)

(役員賞与引当金) (4,972)
固 定 負 債 1,584,335
(退職給付引当金) (124,857)
株 主 資 本 1,296,292
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,246,292
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,233,792
(うち当期純利益) (46,083)

資 産 合 計 3,306,274 負債・純資産合計 3,306,274

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
大阪府大阪市北区太融寺町５番15号梅田イーストビル２階・３階

ＴＣＧ2504株式会社
代表取締役 錦織 騎正

貸借対照表の要旨 (令和８年４月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 191 流 動 負 債 12,251
固 定 資 産 54,159,816 固 定 負 債 3,280,360

株 主 資 本 50,867,396
資 本 金 25
資 本 剰 余 金 51,192,146
資 本 準 備 金 25
その他資本剰余金 51,192,121
利 益 剰 余 金 324,775
その他利益剰余金 324,775
(うち当期純損失) (324,775)

合 計 54,160,008 合 計 54,160,008

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
大阪府大阪市北区太融寺町５番15号梅田イーストビル２階・３階

ＴＣＧ2503株式会社
代表取締役 錦織 騎正

貸借対照表の要旨 (令和８年４月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 1,110,295 流 動 負 債 6,480
固 定 資 産 51,192,171 株 主 資 本 52,260,726

資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 57,246,050
資 本 準 備 金 2,500,025
その他資本剰余金 54,746,025
利 益 剰 余 金 25,445
その他利益剰余金 25,445
(うち当期純損失) (25,445)
自 己 株 式 5,059,878
新 株 予 約 権 35,260

合 計 52,302,466 合 計 52,302,466

第 44 期 決 算 公 告
2026 年９月１日

埼玉県川口市江戸一丁目17番32号
株式会社協真エンジニアリング

代表取締役社長 小林 太
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 922,965 流 動 負 債 216,477
固 定 資 産 660,367 固 定 負 債 654,963

(退職給付引当金) (33,398)
役員退職慰労引当
金  (90,000)
株 主 資 本 711,892
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 611,892
利 益 準 備 金 12,708
その他利益剰余金 599,184
(当期純利益) (96,523)

合 計 1,583,333 合 計 1,583,333

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



第 50 期 決 算 公 告
2026 年９月１日 東京都中央区日本橋本町三丁目６番２号

株式会社 小津商店
代表取締役 中田 範三

貸借対照表の要旨 (2026年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 332,432 流 動 負 債 341,447
固 定 資 産 6,460,644 固 定 負 債 1,884,344

株 主 資 本 4,448,036
資 本 金 398,879
資 本 剰 余 金 10,103
資 本 準 備 金 10,103
利 益 剰 余 金 4,039,053
利 益 準 備 金 99,719
その他利益剰余金 3,939,334
(うち当期純利益) (79,414)

評価・換算差額等 119,248
その他有価証券評価
差額金 119,248

資 産 合 計 6,793,077 負債・純資産合計 6,793,077

第 27 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

広島市東区矢賀新町四丁目５番11号ＤＳＩビル
デジタルソリューション株式会社

代表取締役社長 戸田 裕章
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 130,427 流 動 負 債 457,923
固 定 資 産 355,762 固 定 負 債 
有形固定資産 354,834 株 主 資 本 34,128
無形固定資産 177 資 本 金 11,600
投資その他の資産 751 利 益 剰 余 金 22,528
繰 延 資 産 5,862 その他利益剰余金 22,528

(うち当期純損失) (74,243)
資 産 合 計 492,051 負債・純資産合計 492,051

第 42 期 決 算 公 告
令和８年９月１日 札幌市清田区真栄363番地32

株式会社アミノアップ
代表取締役社長 北舘健太郎

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 10,977,499 流 動 負 債 1,067,249
固 定 資 産 6,205,015 固 定 負 債 553,709

(退職給付引当金) (81,146)
役員退職慰労引当
金  (420,346)
株 主 資 本 15,193,147
資 本 金 369,000
資 本 剰 余 金 300,100
利 益 剰 余 金 14,524,047
利 益 準 備 金 31,210
その他利益剰余金 14,492,837
(うち当期純利益) (1,411,653)

評価・換算差額等 368,408
資 産 合 計 17,182,514 負債・純資産合計 17,182,514

第 26 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都新宿区四谷三丁目３番１号
株式会社トモノカイ
代表取締役 徳岡 臣紀

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,151 流 動 負 債 534
固 定 資 産 234 固 定 負 債 160

株 主 資 本 697
資 本 金 17
利 益 剰 余 金 974
利 益 準 備 金 2
繰越利益剰余金 972
(うち当期純利益) (107)
自 己 株 式 294
評 価 差 額 金 5
その他有価証券評価
差額金 5

資 産 合 計 1,385 負債・純資産合計 1,385

第７期決算公告 令和８年７月10日
東京都中央区日本橋浜町三丁目３番２号
エヌビービーセントーサリース株式会社

代表取締役 大江 裕士
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 2,702
固 定 資 産 15,535,861
資 産 合 計 15,538,563

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,230,862
固 定 負 債 14,306,706
株 主 資 本 995
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 2,005
その他利益剰余金 2,005
(うち当期純損失) (233)

負債・純資産合計 15,538,563

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 10 日

東京都新宿区四谷二丁目９番地15
東京ユナイテッド綜合事務所内
ＡＡＪ Ｃ特定目的会社

取締役 池田 卓也
損益計算書の要旨

自 令和８年２月１日
至 令和８年５月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 13,468,642
営 業 費 用 7,730,654
営 業 利 益 5,737,988
営 業 外 収 益 485
営 業 外 費 用 50,876
経 常 利 益 5,687,597
税引前当期純利益 5,687,597
法人税、住民税及び
事業税 1,174
前期繰越損失 477,181
当期未処分利益 5,209,242

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部
その他の資産 8,296,142流 動 負 債 158,800
流 動 資 産 8,293,795 負 債 合 計 158,800
繰 延 資 産 2,347社 員 資 本 8,137,342

特 定 資 本 金 100
優 先 資 本 金 2,928,000
剰 余 金 5,209,242
当期未処分利益 5,209,242
純資産合計 8,137,342

資 産 合 計 8,296,142負債・純資産合計 8,296,142

第９期決算公告 令和８年７月10日
東京都中央区日本橋浜町三丁目３番２号
エヌビービーベンネビスリース株式会社

代表取締役 大江 裕士
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 359,069
固 定 資 産 16,886,422
資 産 合 計 17,245,491

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,176,194
固 定 負 債 16,066,966
株 主 資 本 2,331
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 669
その他利益剰余金 669
(うち当期純損失) (77)

負債・純資産合計 17,245,491

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
五
百
二
万
三
千
百

二
十
五
円
減
少
し
、
八
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
一
丁
目
一
七
番
一
号
虎

ノ
門
ヒ
ル
ズ
ビ
ジ
ネ
ス
タ
ワ
ー
五
階

株
式
会
社
キ
ュ
リ
ネ
ス

代
表
取
締
役

魏

慶
飛

第３期決算公告 令和８年９月１日
東京都港区虎ノ門一丁目17番１号
虎ノ門ヒルズビジネスタワー５階

株式会社キュリネス
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 56,985
固 定 資 産 36,794
資 産 合 計 93,779

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,331
固 定 負 債 50,006
株 主 資 本 35,441
資 本 金 105,023
資 本 剰 余 金 104,853
資 本 準 備 金 95,023
その他資本剰余金 9,830
利 益 剰 余 金 174,434
その他利益剰余金 174,434
(うち当期純損失) (51,619)

負債・純資産合計 93,779

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
金
六
百
四
十
七
万
円
減

少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

愛
知
県
弥
富
市
鯏
浦
町
中
六

七
三
番
地

株
式
会
社
弥
富
市
建
設
倶
楽
部

代
表
取
締
役

川
崎
壮
太
郎

第 51 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

愛知県弥富市鯏浦町中六73番地
株式会社弥富市建設倶楽部

代表取締役 川崎壮太郎
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 29,934
固 定 資 産 23,647
合 計 53,582

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 196
株 主 資 本 53,385
資 本 金 33,950
利 益 剰 余 金 36,894
その他利益剰余金 36,894
(うち当期純利益) (698)
自 己 株 式 17,458
合 計 53,582

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都千代田区丸の内一丁目８番２号
鉄鋼ビルディング４階

Field特定目的会社
取締役 山本 祐紀

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

特 定 資 産 
その他の資産 98,000
流 動 資 産 78,000
繰 延 資 産 20,000
合 計 98,000

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 23,300
社 員 資 本 74,700
特 定 資 本 金 100,000
剰 余 金 25,300
当期未処理損失 25,300
合 計 98,000

 当期純損失 25,300円

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

京
都
市
左
京
区
粟
田
口
鳥
居
町
二
一
番
地
の

一
四

株
式
会
社
や
よ
い
荘

代
表
取
締
役

日
比

秀
也

第 58 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
京都市左京区粟田口鳥居町21番地の14

株式会社やよい荘
代表取締役 日比 秀也

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 296
固 定 資 産 8,625
合 計 8,921

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 289
固 定 負 債 8,614
株 主 資 本 17
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金  19,982
その他利益剰余金  19,982
(うち当期純利益) (12)
合 計 8,921

第 56 期決算公告 令和８年９月１日
愛知県名古屋市千種区新西一丁目２番10号

株式会社アスカ商会
代表取締役 稲田 幸司

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,097
固 定 資 産 465
資 産 合 計 2,562

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 185
固 定 負 債 99
退職給付引当金 81
そ の 他 18
株 主 資 本 2,277
資 本 金 13
利 益 剰 余 金 2,264
利 益 準 備 金 3
その他利益剰余金 2,261
(うち当期純利益) (126)

負債・純資産合計 2,562

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
三
億
円
減
少
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
市
天
王
寺
区
玉
造
本
町
八
番
三
号

廣
川
ホ
ラ
イ
ズ
ン
株
式
会
社

代
表
取
締
役

廣
川

信
也

第 10 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

大阪市天王寺区玉造本町８番３号
廣川ホライズン株式会社
代表取締役 廣川 信也

貸借対照表の要旨
(令和７年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 960,666
固 定 資 産 2,389
合 計 963,056

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 286,189
株 主 資 本 676,866
資 本 金 310,000
利 益 剰 余 金 366,866
利 益 準 備 金 14,276
その他利益剰余金 352,590
(うち当期純利益) (112,003)
合 計 963,056

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
愛知県名古屋市中区錦一丁目５番11号
日本ものづくり事業承継投資株式会社

代表取締役 山田 和孝
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 153,282
固 定 資 産 22,621
合 計 175,904

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 129,303
株 主 資 本 46,600
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 26,600
その他利益剰余金 26,600
(うち当期純利益) (775)
合 計 175,904

第 21 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都港区六本木一丁目６番１号泉ガーデンタワー

南青山特定目的会社
取締役 中村 武

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 費 用 19,787
営 業 損 失 19,787
営 業 外 収 益 1
営 業 外 費 用 1,206
経 常 損 失 20,992
税引前当期純損失 20,992
法人税、住民税及び
事業税 950

当 期 純 損 失 21,942
前期繰越損失 630,654
当期未処理損失 652,597

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

特定資産の部 2,138,106流 動 負 債 17,620
固 定 資 産 2,138,106固 定 負 債 29,603
有形固定資産 2,138,106 負 債 合 計 47,223
土 地 2,138,106社 員 資 本 2,097,503

その他の資産の部 6,621 特 定 資 本 金 100
流 動 資 産 6,621 優 先 資 本 金 2,750,000

剰 余 金 652,597
当期未処理損失 652,597
純資産合計 2,097,503

資 産 合 計 2,144,726負債・純資産合計 2,144,726

第 50 期決算公告 令和８年９月１日
福岡県糟屋郡須恵町大字
須恵字上原975番地３

株式会社中林安全硝子商事
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,152,212
固 定 資 産 589,763
資 産 合 計 1,741,975

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 310,333
固 定 負 債 207,363
株 主 資 本 1,224,279
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 6,867
その他資本剰余金 6,867
利 益 剰 余 金 1,207,412
利 益 準 備 金 3,828
その他利益剰余金 1,203,584
(うち当期純利益) (102,081)

負債・純資産合計 1,741,975

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



第７期決算公告 令和８年９月１日
福岡市博多区西月隈一丁目９番24号
株式会社ナカバヤシオートガラス

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 378,227
固 定 資 産 395,775
資 産 合 計 774,002

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 96,567
固 定 負 債 270,501
株 主 資 本 406,934
資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 17,346
資 本 準 備 金 17,346
利 益 剰 余 金 384,588
その他利益剰余金 384,588
(うち当期純利益) (74,151)

負債・純資産合計 774,002

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日

東京都港区北青山３10５
Moon Creative Ventures株式会社

代表取締役 小野川 貴

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 0
売 上 原 価 0
売 上 総 利 益 0
販売費及び一般管理
費 82

営 業 損 失 82
営 業 外 収 益 0
営 業 外 費 用 0
経 常 損 失 82
特 別 利 益 0
特 別 損 失 1,488
税引前当期純損失 1,571
法人税、住民税及び
事業税 26

法人税等調整額 0
当 期 純 損 失 1,544

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 98 流 動 負 債 18
現金及び預金 1 未 払 金 11
未 収 入 金 32 未 払 法 人 税 7
短 期 貸 付 金 65 負 債 合 計 18
固 定 資 産 181 株 主 資 本 261
投資その他の資産 181 資 本 金 919
投資有価証券 12 資 本 剰 余 金 919
関係会社株式 169 資 本 準 備 金 919

利 益 剰 余 金 1,577
その他利益剰余金 1,577
純資産合計 261

資 産 合 計 279 負債・純資産合計 279

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
両
社
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記

の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
江
東
区
枝
川
一
丁
目
一
五
番
九

二

二
六
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｓ
Ｋ
リ
モ

代
表
取
締
役

北
村

太
郎

東
京
都
江
東
区
豊
洲
三
丁
目
四
番
二

四
五

〇
二
号

（
乙
）
株
式
会
社
ア
イ
ビ
ー
エ
ス
リ
ム
ジ
ン

代
表
取
締
役

東
田

重
勇

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都江東区枝川一丁目15番９226号

株式会社ＳＫリモ
代表取締役 北村 太郎

貸借対照表の要旨
(令和７年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 155,785
固 定 資 産 61,289
合 計 217,074

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 77,287
固 定 負 債 71,813
株 主 資 本 67,974
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 57,974
その他利益剰余金 57,974
(うち当期純利益) (15,079)
合 計 217,074

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都江東区豊洲三丁目４番２4502号
株式会社アイビーエスリムジン

代表取締役 東田 重勇
貸借対照表の要旨

(令和８年２月28日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 54,809
固 定 資 産 1,742
合 計 56,552

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 31,380
固 定 負 債 63,215
株 主 資 本 38,043
資 本 金 9,000
利 益 剰 余 金 47,043
その他利益剰余金 47,043
(うち当期純利益) (18,792)
合 計 56,552

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
十
五
日
で

あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年

八
月
二
十
七
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
五
丁
目
一
〇
番
九
号

（
甲
）
株
式
会
社
梶
田

代
表
取
締
役

梶
田

謙
吾

東
京
都
港
区
南
青
山
五
丁
目
一
〇
番
九
号

（
乙
）
株
式
会
社
ゼ
ン
・
ジ
ェ
ム
・
コ
ー

ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
取
締
役

梶
田

謙
吾

第 56 期決算公告 令和８年９月１日
東京都港区南青山５丁目10番９号

株式会社梶田
代表取締役 梶田 謙吾

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1,976,610,811
固 定 資 産 2,643,137,173
繰 延 資 産 910,463
資 産 合 計 4,620,658,447

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 51,474,060
固 定 負 債 18,000,000
株 主 資 本 4,551,184,387
資 本 金 30,000,000
利 益 剰 余 金 4,521,184,387
利 益 準 備 金 7,500,000
その他利益剰余金 4,513,684,387
(うち当期純利益) (33,437,515)

負債・純資産合計 4,620,658,447

決算公告 令和８年９月１日
東京都港区南青山五丁目10番９号

株式会社ゼン・ジェム・コーポレーション
代表取締役 梶田 謙吾

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 330,184,018
固 定 資 産 1
資 産 合 計 330,184,019

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,745,213
固 定 負 債 539,000,000
株 主 資 本 213,561,194
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 214,561,194
その他利益剰余金 214,561,194
(うち当期純損失) (20,047,374)

負債・純資産合計 330,184,019

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
文
京
区
関
口
一
丁
目
三
番
六
号

（
甲
）
株
式
会
社
イ
コ
オ

代
表
取
締
役

篠
﨑

陽
一

東
京
都
文
京
区
関
口
一
丁
目
三
番
六
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｄ
ａ
ｄ
ａ

代
表
取
締
役

篠
﨑

大
輔

第 36 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都文京区関口一丁目３番６号
株式会社イコオ

代表取締役 篠﨑 陽一
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 482,930
固 定 資 産 603,517
合 計 1,086,447

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 303,070
固 定 負 債 249,211
株 主 資 本 534,166
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 524,166
その他利益剰余金 524,166
(うち当期純利益) (59,786)
合 計 1,086,447

第８期決算公告 令和８年９月１日
東京都文京区関口一丁目３番６号

株式会社Ｄａｄａ
代表取締役 篠﨑 大輔

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 7,103
固 定 資 産 87
繰 延 資 産 323
合 計 7,514

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 73,235
株 主 資 本  65,721
資 本 金 52,000
資 本 剰 余 金 47,000
資 本 準 備 金 47,000
利 益 剰 余 金  164,721
その他利益剰余金  164,721
(うち当期純損失) (10,218)
合 計 7,514

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
五
丁
目
一
三
番
三
号

株
式
会
社
ト
レ
メ
ッ
ツ
オ

代
表
取
締
役

鈴
木
雄
一
朗

第 21 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

東京都港区南青山五丁目13番３号
株式会社トレメッツオ
代表取締役 鈴木雄一朗

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 755,864,201
固 定 資 産 13,795,581
有形固定資産 413,181
投資その他の資産 13,382,400
資 産 合 計 769,659,782

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 351,235,997
固 定 負 債 800,000
株 主 資 本 417,623,785
資 本 金 20,000,000
利 益 剰 余 金 397,623,785
その他利益剰余金 397,623,785
(うち当期純利益) (27,398,756)

負債・純資産合計 769,659,782

第１期決算公告 令和８年８月20日
名古屋市中村区上米野町四丁目20番地

株式会社プライムダイレクト
代表取締役 森下 英則

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 244,759
固 定 資 産 28,427
資 産 合 計 273,187

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 147,722
固 定 負 債 40,004
株 主 資 本 85,460
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 92,267
その他資本剰余金 92,267
利 益 剰 余 金 16,806
その他利益剰余金 16,806
(うち当期純損失) (16,806)

負債・純資産合計 273,187

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
金
六
千
五
百
万
円
減
少

し
金
三
千
八
百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効

力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
十
九
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
令
和
八
年
八
月
二
十
九
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
府
守
口
市
本
町
二
丁
目
五
番
一
八
号

ア
ー
ル
・
イ
ー
・
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

代
表
取
締
役

小
野

歩

第 22 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

大阪府守口市本町二丁目５番18号
アール・イー・ジャパン株式会社

代表取締役 小野 歩
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 139,361
固 定 資 産 48,638
合 計 187,999

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,402
固 定 負 債 129,699
株 主 資 本 51,898
資 本 金 103,000
利 益 剰 余 金 51,102
利 益 準 備 金 697
その他利益剰余金 51,799
(うち当期純利益) (26,054)
合 計 187,999

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 21 日
名古屋市中村区上米野町四丁目20番地

株式会社ｇｅｔｐｏｐ
代表取締役 長野 庄吾

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 26,089
資 産 合 計 26,089

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 21,630
固 定 負 債 61,500
株 主 資 本 57,041
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 67,041
その他利益剰余金 67,041
(うち当期純損失) (67,041)

負債・純資産合計 26,089

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
九
月
一
日

愛
知
県
北
設
楽
郡
設
楽
町
津
具
字
足
田
古
屋
一

〇
番
地

（
甲
）
山
富
採
石
株
式
会
社

代
表
取
締
役

安
形

代
介

愛
知
県
新
城
市
一
鍬
田
字
八
枝
三
二
番
地
二

（
乙
）
株
式
会
社
ふ
る
さ
と
応
援
開
発

代
表
取
締
役

安
形

代
介

第 12 期決算公告 令和８年９月１日
愛知県新城市一鍬田字八枝32番地２

株式会社ふるさと応援開発
代表取締役 安形 代介

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 36,126
固 定 資 産 1,705
資 産 合 計 37,831

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,052
固 定 負 債 42,450
株 主 資 本 17,670
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 47,670
繰越利益剰余金 47,670
(うち当期純利益) (6,395)

負債・純資産合計 37,831

第 52 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

愛知県北設楽郡設楽町津具字足田古屋

10番地

山富採石株式会社
代表取締役 安形 代介

貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)

資
産
の
部

流 動 資 産 186,114
固 定 資 産 195,151

資 産 合 計 381,265

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 138,908
(うち修繕引当金) (3,658)
うち在庫処分引当
金  (13,961)
固 定 負 債 0

負 債 合 計 138,908

株 主 資 本 242,356
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 160,881
資 本 準 備 金 97,000
その他資本剰余金 63,881
利 益 剰 余 金 61,475
その他利益剰余金 61,475
(うち当期純利益) (55,829)

純資産合計 242,356

負債・純資産合計 381,265

第 84 期決算公告 令和８年９月１日
大阪市浪速区湊町二丁目１番57号

株式会社昭和丸筒
代表取締役 佐藤 潤

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 8,134
固 定 資 産 5,264
合 計 13,398

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,626
固 定 負 債 252
株 主 資 本 8,520
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 0
資 本 準 備 金 0
利 益 剰 余 金 8,420
利 益 準 備 金 25
その他利益剰余金 8,395
(うち当期純利益) (417)
合 計 13,398

第 62 期決算公告 令和８年９月１日
大阪市浪速区湊町二丁目１番57号

昭和プロダクツ株式会社
代表取締役 佐藤 潤

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 5,872
固 定 資 産 2,836
合 計 8,708

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,362
固 定 負 債 464
株 主 資 本 5,882
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 327
利 益 剰 余 金 5,455
利 益 準 備 金 104
その他利益剰余金 5,351
(うち当期純利益) (214)
合 計 8,708

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義
務

全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
及
び
丙
は
解
散
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）h

ttp
s://w

w
w
.to
a
b
o
.co
.jp
/ir/a
n
n
o
u
n
ce/

（
乙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

（
丙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
一
日

大
阪
市
中
央
区
城
見
一
丁
目
二
番
二
七
号

ク
リ
ス
タ
ル
タ
ワ
ー
一
八
階

（
甲
）
東
亜
紡
織
株
式
会
社

代
表
取
締
役

戸
口

雄
吾

大
阪
市
中
央
区
城
見
一
丁
目
二
番
二
七
号

ク
リ
ス
タ
ル
タ
ワ
ー
一
八
階

（
乙
）
株
式
会
社
ト
ー
ア
ア
パ
レ
ル

代
表
取
締
役

大
塚

彰

佐
賀
県
杵
島
郡
白
石
町
大
字
戸
ケ
里
二
五
九
六

番
地

（
丙
）
株
式
会
社
有
明
ユ
ニ
フ
ォ
ー
ム

代
表
取
締
役

大

彰

第 32 期 決 算 公 告
令和８年９月１日

大阪市中央区城見一丁目２番27号
クリスタルタワー18階

株式会社トーアアパレル
代表取締役 大塚 彰

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 167,814
固 定 資 産 23,620
合 計 191,434

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 67,665
固 定 負 債 39,968
退職給付引当金 39,968
株 主 資 本 83,800
資 本 金 90,000
利 益 剰 余 金 6,199
その他利益剰余金 6,199
(うち当期純損失) (38,949)
合 計 191,434

第 32 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
佐賀県杵島郡白石町大字戸ケ里2596番地

株式会社有明ユニフォーム
代表取締役 大 彰

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 40,702
固 定 資 産 105
合 計 40,807

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,360
固 定 負 債 
株 主 資 本 30,447
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 10,447
その他利益剰余金 10,447
(うち当期純損失) (11,089)
合 計 40,807

第 22 期決算公告 令和８年９月１日
神戸市中央区磯辺通三丁目２番17号

株式会社ＥＴＥＲＮＡＬ
代表取締役 朝野 展昌

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 567,084
固 定 資 産 336,583
繰 延 資 産 144
合 計 903,812

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 179,394
固 定 負 債 35,116
株 主 資 本 689,302
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 465,000
利 益 剰 余 金 174,302
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 161,802
(うち当期純利益) (12,534)
合 計 903,812

第 10 期 決 算 公 告
令和８年５月 22 日
宮崎県宮崎市佐土原町下那珂8284番地１

宮崎中央舗材株式会社
代表取締役 坂本 修二

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 260,172
固 定 資 産 287
資 産 合 計 260,459

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 123,756
株 主 資 本 136,703
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 126,703
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 124,203
(うち当期純利益) (26,609)

負債・純資産合計 260,459

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
九
月
一
日

東
京
都
新
宿
区
西
早
稲
田
二
丁
目
一
八
番
二

三

四
〇
三
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｍ
Ａ
Ｍ

Ｆ
Ｉ
Ｌ
Ｍ

代
表
取
締
役

新
村

裕

神
奈
川
県
藤
沢
市
鵠
沼
桜
が
岡
二
丁
目
四
番
一

七
号（

乙
）
株
式
会
社
Ｐ
ａ
ｋ
ａ
ｒ
ａ

Ｓ
ｈ
ｏ

ｎ
ａ
ｎ

代
表
取
締
役

新
村

裕

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
神奈川県藤沢市鵠沼桜が岡二丁目４番17号
株式会社Ｐａｋａｒａ Ｓｈｏｎａｎ

貸借対照表の要旨
(令和８年４月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,768,909
資 産 合 計 2,768,909

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,310,722
固 定 負 債 13,851,756
株 主 資 本 14,393,569
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 19,393,569
その他利益剰余金 19,393,569
(うち当期純損失) (2,129,800)

負債・純資産合計 2,768,909

第 11 期 決 算 公 告

令和８年９月１日

東京都新宿区西早稲田二丁目18番

23403号

株式会社ＭＡＭ ＦＩＬＭ

貸借対照表の要旨
(令和８年７月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 35,553,868
固 定 資 産 835,000

資 産 合 計 36,388,868

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 9,377,574
固 定 負 債 12,496,000
株 主 資 本 14,515,294
資 本 金 8,500,000
資 本 剰 余 金 940,488
その他資本剰余金 940,488
利 益 剰 余 金 5,954,806
利 益 準 備 金 13,763,117
その他利益剰余金 19,717,923
(うち当期純利益) (14,109,211)
自 己 株 式 880,000

負債・純資産合計 36,388,868

第 41 期 決 算 公 告
令和８年９月１日
東京都品川区西五反田７丁目２番３号
公益財団法人小原白梅育英基金

理事長 吉原 毅
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 11,387
固 定 資 産 7,551,682
合 計 7,563,069

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 81
負 債 合 計 81
指定正味財産 7,551,682
一般正味財産 11,305
正味財産合計 7,562,987
合 計 7,563,069

第 27 期決算公告 令和８年６月15日
北海道室蘭市中島本町１丁目13番３号

株式会社ニレミックス
代表取締役 西村 淳

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,097
固 定 資 産 2,925
合 計 4,022

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,887
固 定 負 債 212
株 主 資 本 1,922
資 本 金 289
利 益 剰 余 金 1,632
利 益 準 備 金 33
その他利益剰余金 1,599
(うち当期純利益) (351)
合 計 4,022

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 
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